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2025年 5月16日

株式会社フォーバル
代表取締役会長

大久保　秀夫

GREETINGS

中小企業が支える未来の日本のために
『For·Social·Value·Blue·Report·2025』をご覧いただきありがとうございます。

2024年は、新型コロナウイルスのパンデミックからの回復が続き、各国の経済が再び活気を取り戻す動きを

見せました。一方で、原材料価格の上昇やエネルギー価格の高騰などによる物価高の影響、世界中で続く環

境問題、次々と公になる企業の不祥事問題といった負の側面も多く見られた 1年だったかと思います。

中小企業は、自社が「誰のために、何のために」存在しているのかを明確にすることはもちろん、こうした激

しく変化する世の中の出来事に対応しながら経営を続ける必要があります。

For·Social·Value·Blue·Report·2025 では、中小企業の激化する経営環境への対応について、様々な観点で調

査を行い、レポートとしてまとめました。本レポートが１社でも多くの中小企業の目にとまり、明日からの

経営のヒントとなることを祈っています。

日本の会社の 99.7％を占める中小企業が昨今の激化する経営環境に対応し、発展していくことが日本経済の

発展、国力強化に繋がります。

中小企業が輝けば日本も輝く。

共に中小企業が輝く日本を創っていきましょう。
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フォーバル GDXリサーチ研究所からのご案内
2019年から毎年実施してきた中小企業経営実態調査も 2024年度で 6年目を迎えました。

本年度も、全国の中小企業経営者のご協力のおかげで、1年間の当研究所による調査結果のまとめである

『For·Social·Value·Blue·Report·2025』を発刊できることとなりました。改めて感謝申し上げます。

2024 年度は、「中小企業の激化する経営環境への対応」というテーマのもと、DX（デジタルトランスフォー

メーション）、GX（グリーントランスフォーメーション）への対応に加え、物価高や人手不足、ESG経営、次

世代戦略への対応などの中小企業が抱える様々な経営課題について調査してきました。

中小企業を取り巻く経営環境は今後も増々激化していくでしょう。

私たち、フォーバルGDXリサーチ研究所は今後も中小企業経営の実態を調査、発信していきます。

本レポートが少しでも多くの中小企業に届き、明日からの経営のヒントになることを祈念しております。

GREETINGS

2025年 5月16日

フォーバル GDXリサーチ研究所
所長

平良　学
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SUMMARY

中小企業の物価高への対応
新型コロナウイルスの感染拡大が懸念されるさなかに世界規模の物価高が進むと、その

影響を受ける形で日本でも2021年後半から物価が上昇し始めました。特に原材料費やエ

ネルギー価格の高騰は中小企業経営を直撃しています。そうした状況を受け、政府から経

済界に対する賃上げの要請の機会が増えたことにより、経済界全体でもこの問題意識が

共有され、賃上げに向けた取り組みが積極的に進められています。資金確保のためには

コスト増加分を反映した価格転嫁が避けられません。中小企業の物価高についての調査

結果をご報告します。

第 1 章

中小企業の人手不足への対応
少子高齢化や生産年齢人口の減少（特に若年層の労働力不足）働き方改革の推進による

労働時間管理の徹底、新型コロナウイルスの感染が落ち着いてきたことによるサービス業

やインバウンド需要の復活などで企業の人手不足も深刻化しています。こうした状況に対

し、中小企業側も積極的な採用活動や、給与水準の引き上げに向けた努力を進めていま

すが、慢性的な人手不足状況は今後も続くことが予想され、厳しい経営のかじ取りが求め

られることになるでしょう。中小企業の人手不足状況や事業への影響についての調査を行

いました。

第 2 章

中小企業の ESGへの対応
ESGとはEnvironment（環境）、Social（社会）、Governance（ガバナンス / 企業統治）

の頭文字を取ったもので、ESG経営とはこれらに配慮した経営を意味します。ESGの考え

方は、2006年に提唱され、2015年に「持続可能な開発目標（SDGs）」が国連で採択さ

れるとESG経営に関する社会的な認知も広がり、近年は大企業や上場企業を中心に取り

組まれるようになりました。また、ESG経営への取り組みは中小企業にとっても持続可能

な経営に不可欠な要素になりつつあります。第 3 章では中小企業の ESG への対応につ

いての調査結果をご報告します。

第 3 章

本レポートの概要
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中小企業の次世代戦略への対応
2024年の世界経済は緩やかな成長を見せているといわれており、国内に目を向けても、

物価上昇を上回る賃上げや最低賃金の引き上げを目指し、成長型経済への移行に向けた

様々な戦略が政府から打ち出されています。その戦略を具体的に示しているのが「経済財
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SUMMARY

中小企業経営実態調査  実施概要

調査目的 中小企業の経営課題に関する実態把握

調査対象 全国の中小企業経営者（フォーバルグループの顧客数万社の中から任意に抽出、提携自
治体企業）

調査手法 対面（直接・Web）、電話

調査日時 2024年 7月8日～ 2025年 2月14日

調査実施 フォーバル·GDXリサーチ研究所

実施期間 主なテーマ 有効
サンプル数

第1回 2024年 7月8日～ 2024年 8月9日 中小企業の物価高、人手不足へ
の対応· 851

第2回 2024年 9月9日～ 2024年10月11日 中小企業のESGへの対応 ·1,077

第 3回 2024年11月11日～ 2024年12月13日 中小企業の次世代戦略への対応 934

第4回 2025年 1月14日～ 2025年 2月14日 中小企業のGDXへの対応 828

以下、本アンケート調査に係る前提事項

⚫本アンケートはフォーバルグループの顧客を中心に、2024年7月から2025年2月にわたりテーマを設定し、
断続的に行った。そのため各調査期間、サンプル数や属性別の割合は調査によってばらつきがある。
また本レポートはそれを前提に制作を行っている。

⚫実施期間はテーマにより異なる。

本レポートは、フォーバル·GDXリサーチ研究所が中小企業経営者に経営実態について聞き取りを
行い、その結果をまとめたものである。
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第 1 章

Chapter1

中小企業の物価高への対応
〈 物価高の影響や対策・効果 〉
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新型コロナウイルスの感染拡大が懸念されるさなか

に世界規模の物価高が進むと、その影響を受ける形
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特に原材料費やエネルギー価格の高騰は中小企業経

営を直撃しています。しかし、バブル崩壊後の「失わ

れた30 年」といわれる不景気、低成長時代を経験し

た日本経済は、世界経済の成長と比べると動きが鈍

いといわれています。

そうした状況を受け、政府は 2023年6月に公表した

「経済財政運営と改革の基本方針（骨太の方針）」に

おいて「持続的で構造的な賃上げ」の実現を指摘し、

その後は政府から経済界に対する賃上げの要請の機会

が増えました。そして2024年の春季労使交渉（春闘）

ではベア（基本給のベースアップ）が平均 5.1％と

なったように、経済界全体でもこの問題意識が共有さ

れ、賃上げに向けた取り組みが積極的に進められて

います。

一方、この取り組みは中小企業でも進んでいるので

しょうか。急激に進む原材料費や燃料費などの高騰、

慢性的な人手不足など、中小企業を取り巻く経営環

境は決して楽観視できるものではありません。また、

賃上げに向けた資金確保のためには、コスト増加分を

反映した価格転嫁が避けられません。

本章では、近年の物価高による中小企業への影響や

その対策、また従業員の賃上げ実施状況などに関して

行ったアンケート調査の結果を報告するとともに、

今後の対策についても検討を進めます。

中小企業の物価高への対応

1.　物価高に対する影響

1-1.　物価高、円安への影響· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 14

1-2.　物価高による資金需要の有無·· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 15

2.　物価高への対策・効果

2-1.　物価高への対策の実施· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 16

2-2.　物価高への具体的な対策、価格転嫁、値上げの状況·· · · · · · · · · · · · · · · · · · · 17

2-3.　物価高への対策の効果·· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 18

2-4.　エネルギー価格高騰に対する取り組み·· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 18

2-5.　政府の物価高への対応についての評価·· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 19

3.　所得増加に向けた賃上げの実施状況

3-1.　賃上げの実施状況·· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 20

3-2.　賃上げ実施の背景·· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 21

コラム· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 22
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本TOPIC では、物価高に対する影響について見てい

く。近年、世界的にインフレ傾向が強まっている中

で、物価高による影響、物価高がもたらすといわれ

る円安による影響、さらに物価高によって資金需要

が発生したか、これら 3点についての調査結果を報

告する。昨今、報道で世間を賑わしている物価高は、

中小企業にどの程度影響を及ぼしているのだろう

か。

1. 物価高に対する影響

まず物価高の影響については「マイナスの影響を受

けている」、「ややマイナスの影響を受けている」を

選択した企業が 76.6% にのぼり、中小企業の半数以

上にマイナスの影響を与えていることがわかった。

一方で、円安については、「マイナスの影響を受けて

いる」、「ややマイナスの影響を受けている」のいず

れかを選択した企業は 49.9% となり、日々、報道で

世間を賑わしている物価高や円安による中小企業へ

の影響は、物価高の方が影響を受けている企業が多

い結果となった。

なお、今回の物価高、円安を業種で絞って見てみる

と、製造業（回答数 131 では「マイナスの影響を受

けている」、「ややマイナスの影響を受けている」を

合わせた結果が、物価高の影響については 87.8%、円

安の影響は61.8%となり、いずれも全体よりも影響が

大きいことがわかった。業種により受ける影響は異

なることが推察される。
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次に、物価高によって資金需要が発生したか、につ

いても調査を行った。

全体で見ると、18.1% の企業が物価高により資金需

要が発生していた。また、前ページの物価高の影響

の設問で「マイナス影響を受けている」と回答した

企業に絞って見ても、21.5% と微増という状況であ

った。

これは現状の物価高で約８割の企業が追加の資金対

策に追われていないことを示しているが、資金、キャッ

シュは企業の血液ともいえ、これが尽きてしまうと、

企業は倒産に追い込まれてしまう。今後もこの物価

高は続くことが予想されるため、引き続き市場動向

には留意しておく必要があるだろう。

1-2.·物価高による資金需要の有無

1 .  物価高に対する影響

6

次に、物価高によって資金需要が発生したか、
についても調査を行った。
全体で見ると、18.1%の企業が物価高により資
金需要が発生していた。また、前ページの物価
高の影響の設問で「マイナス影響を受けてい
る」と回答した企業に絞って見ても、21.5%と
微増という状況であった。

これは現状の物価高で約８割の企業が追加の資
金対策に追われていないことを示しているが、
資金、キャッシュは企業の血液ともいえ、これ
が尽きてしまうと、企業は倒産に追い込まれて
しまう。今後もこの物価高は続くことが予想さ
れるため、引き続き市場動向には留意しておく
必要があるだろう。

1 - 2 .物価高による資金需要の有無

調査期間： 2024年7月8日～2024年8月9日

◼ 物価高による資金需要の有無（n=851)

18.1%

81.9%

発生した
発生していない

21.5%

78.5%

発生した
発生していない

◼ 物価高による資金需要の有無（n=652)
（物価高で「マイナスの影響を受けている」企業）

調査期間： 2024年7月8日～2024年8月9日

1 .  物価高に対する影響

6

次に、物価高によって資金需要が発生したか、
についても調査を行った。
全体で見ると、18.1%の企業が物価高により資
金需要が発生していた。また、前ページの物価
高の影響の設問で「マイナス影響を受けてい
る」と回答した企業に絞って見ても、21.5%と
微増という状況であった。

これは現状の物価高で約８割の企業が追加の資
金対策に追われていないことを示しているが、
資金、キャッシュは企業の血液ともいえ、これ
が尽きてしまうと、企業は倒産に追い込まれて
しまう。今後もこの物価高は続くことが予想さ
れるため、引き続き市場動向には留意しておく
必要があるだろう。

1 - 2 .物価高による資金需要の有無

調査期間： 2024年7月8日～2024年8月9日

◼ 物価高による資金需要の有無（n=851)

18.1%

81.9%

発生した
発生していない

21.5%

78.5%

発生した
発生していない

◼ 物価高による資金需要の有無（n=652)
（物価高で「マイナスの影響を受けている」企業）

調査期間： 2024年7月8日～2024年8月9日



16

第
１
章　

中
小
企
業
の
物
価
高
へ
の
対
応

第
３
章

序
章

第
２
章

第
４
章

目
次

第
５
章

TOPIC１では、物価高が中小企業にどれほど影響を

与えるかについて述べた。本TOPIC では、この物価

高に中小企業はどう向きっているのか、対策とその

効果について調査を実施した。

2. 物価高への対策・効果
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が 32.0%、「実施しておらず検討もしていない」が

33.8% と、３つの回答がほぼ同等の結果であったが、
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に向けて考えて、動いている状況であった。
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と認識しているにもかかわらず「実施しておらず検

討もしていない」と回答した企業は約２割であった。

物価高への対策方法が分からなかったり、中には諦

めてしまったりしている企業もあるのではないかと

推察される。

もしそうであるならば会社存続の危険性も生じてく

るため、外部からの支援が早急に必要になるだろう。
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2 .  物価高への対策・効果

9

このページでは物価高に対する具体的な対策に
ついて報告する。
前ページで物価高への対策を「実施している」
と回答した企業に聞いたところ、最も多かった
のは「価格転嫁」で251回答であった。続いて
「固定費の見直し」で113回答、「生産性の向
上」78回答との結果であった。
次に、物価高の対策として最も多かった、価格
転嫁について回答者全体で質問した結果を報告
する。最も多い回答は、「取引先（発注側事業
者）に協議を申し入れ、協議に応じてもらっ
た・もらっている」となり半数近くを占めた。

一方で、「協議に応じでもらえたなかった」と
回答した企業が5.6%、 「協議を申し入れること
ができていない」と回答した企業が17.0%と、
約２割が価格転嫁を試みるも難しい状況であっ
た。中小企業の価格転嫁・取引適正化対策は政
府から強く要請されていることであるが、発注
側事業者に理解されていない側面も見えた。
商品やサービスの値上げ予定についても聞いた
ところ、「ある」と「既に直近で値上げをして
いる」を合わせて約７割に上っており、価格転
嫁よりも進んでいる状況であった。

2 - 2 .物価高への具体的な対策、価格転嫁、値上げの状況
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このページでは物価高に対する具体的な対策に
ついて報告する。
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「固定費の見直し」で113回答、「生産性の向
上」78回答との結果であった。
次に、物価高の対策として最も多かった、価格
転嫁について回答者全体で質問した結果を報告
する。最も多い回答は、「取引先（発注側事業
者）に協議を申し入れ、協議に応じてもらっ
た・もらっている」となり半数近くを占めた。

一方で、「協議に応じでもらえたなかった」と
回答した企業が5.6%、 「協議を申し入れること
ができていない」と回答した企業が17.0%と、
約２割が価格転嫁を試みるも難しい状況であっ
た。中小企業の価格転嫁・取引適正化対策は政
府から強く要請されていることであるが、発注
側事業者に理解されていない側面も見えた。
商品やサービスの値上げ予定についても聞いた
ところ、「ある」と「既に直近で値上げをして
いる」を合わせて約７割に上っており、価格転
嫁よりも進んでいる状況であった。

2 - 2 .物価高への具体的な対策、価格転嫁、値上げの状況
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2 .  物価高への対策・効果
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ここまで物価高への対策に関する調査結果を報
告したが、その効果はどのくらい出ているのだ
ろうか。各対策ごとの効果について見ていきた
い。なお、ここでは「十分に効果を感じてい
る」と「やや効果を感じている」を合わせて
「効果を感じている」と報告する。
効果が高い対策を見ると、「生産性の向上」、

「DX推進によるコストカット」が７割を超えて
いた。
次に効果が高い対策は、6割を超えた「価格転
嫁」、「自治体の支援制度の利用」であった。
この６項目の中では「事業構造の変化」が効果
を実感しづらいようであるが、それを除いては、
半数以上が効果を実感している結果となった。

2 - 3 .物価高への対策の効果

◼ 物価高への対策の効果（n=291)

調査期間： 2024年7月8日～2024年8月9日
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ここではエネルギー価格高騰に対する取り組み
について報告する。物価高に関連する中小企業
経営に影響を及ぼしてきたエネルギー価格の高
騰は、アフターコロナにおける経済復興やウク
ライナ情勢等を要因として加速した。これに対
して中小企業ではどのような取り組みが行われ
ているのだろうか。
調査結果によると、「特に取り組んでいるもの
はない」を選択した企業が最も多く450回答に
上り、約半数の企業が改善に向けた取り組みを

行っていないことが分かった。
取り組みを実施している企業では、「節電・節
水」が300回答を占め、最も多かった。身近な
取り組みであるとともに、政府による節電要請
が行われたことや、環境への配慮を意識する企
業が増えていることが背景にあるのではないか。
抜本的な対策である「省エネ設備の導入・切り
替え」や、「代替エネルギーへの切り替え」を
実施している企業も、多くはないが存在してい
ることが判明した。

2 - 4 .エネルギー価格高騰に対する取り組み

◼ エネルギー高騰に対する取り組み（n=851)
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嫁」、「自治体の支援制度の利用」であった。
この６項目の中では「事業構造の変化」が効果
を実感しづらいようであるが、それを除いては、
半数以上が効果を実感している結果となった。

2 - 3 .物価高への対策の効果

◼ 物価高への対策の効果（n=291)

調査期間： 2024年7月8日～2024年8月9日
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ここではエネルギー価格高騰に対する取り組み
について報告する。物価高に関連する中小企業
経営に影響を及ぼしてきたエネルギー価格の高
騰は、アフターコロナにおける経済復興やウク
ライナ情勢等を要因として加速した。これに対
して中小企業ではどのような取り組みが行われ
ているのだろうか。
調査結果によると、「特に取り組んでいるもの
はない」を選択した企業が最も多く450回答に
上り、約半数の企業が改善に向けた取り組みを

行っていないことが分かった。
取り組みを実施している企業では、「節電・節
水」が300回答を占め、最も多かった。身近な
取り組みであるとともに、政府による節電要請
が行われたことや、環境への配慮を意識する企
業が増えていることが背景にあるのではないか。
抜本的な対策である「省エネ設備の導入・切り
替え」や、「代替エネルギーへの切り替え」を
実施している企業も、多くはないが存在してい
ることが判明した。

2 - 4 .エネルギー価格高騰に対する取り組み

◼ エネルギー高騰に対する取り組み（n=851)

調査期間： 2024年7月8日～2024年8月9日
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2 .  物価高への対策・効果

12

ここまで、中小企業の取り組み状況について報
告してきたが、政府でも物価高への対策として
さまざまな施策を打っている。政府の物価高へ
の対応について、中小企業経営者はどのように
評価しているのだろうか。
調査結果によると、「あまり満足していない」
と「全く満足していない」を合わせた９割以上
の経営者が満足していない状況であった。
政府による施策としては、物価高に苦しむ企業
への支援策として、「事業再構築補助金（物価
高騰対策・回復再生応援枠）」や「電気・ガス
の料金緩和」、「価格転嫁のための整備」など

が行われている。
今回の調査結果において満足度が低くなってい
る状況に対する１つの仮説として、これら政府
の施策に関する情報がきちんと中小企業に届い
てない可能性があることが考えられる。本レ
ポートのコラム（P.16）で政府の方針について
の認知度の調査データで報告しているように、
現状政府の方針や発信された情報が中小企業に
届かず、理解されていない状況が見てとれる。
この仮説が正しい場合、現状の課題が解決でき
れば、今回の満足度についても向上するのでは
ないだろうか。

2 - 5 .政府の物価高への対応についての評価

調査期間： 2024年7月8日～2024年8月9日

◼ 政府の物価高に対する対応についての評価（n=851)
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あまり満足していない
全く満足していない

ここまで、中小企業の取り組み状況について報告して

きたが、政府でも物価高への対策としてさまざまな施

策を打っている。政府の物価高への対応について、中

小企業経営者はどのように評価しているのだろうか。

調査結果によると、「あまり満足していない」と「全

く満足していない」を合わせた９割以上の経営者が

満足していない状況であった。

政府による施策としては、物価高に苦しむ企業への

支援策として、「事業再構築補助金（物価高騰対策・

回復再生応援枠）」や「電気・ガスの料金緩和」、「価

格転嫁のための整備」などが行われている。

今回の調査結果において満足度が低くなっている状

況に対する１つの仮説として、これら政府の施策に

関する情報がきちんと中小企業に届いてない可能性

があることが考えられる。本章のコラム（P22）で政

府の方針についての認知度の調査データで報告して

いるように、現状政府の方針や発信された情報が中

小企業に届かず、理解されていない状況が見てとれ

る。

この仮説が正しい場合、現状の課題が解決できれば、

今回の満足度についても向上するのではないだろう

か。

2-5.·政府の物価高への対応についての評価
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3 .  所得増加に向けた賃上げの実施状況

第３章では、物価高と並び日々の報道で耳にす
る「賃上げ」についての調査結果を報告する。

所得増加に向けた賃上げに対する中小企業の取
り組み実態は、どのようなものだろうか。

2023年11月に公正取引委員会等によるガイドラ
イン「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に
関する指針」が策定され、中小企業における労
務費上昇分の確保に向けて、円滑な価格転嫁が
できるようにするための環境整備が国を挙げて
進められている。東京商工会議所が実施した
「中小企業の賃金改定に関する調査」※では、
2024年度に「賃上げを実施予定」とする企業は
74.3%と７割を超えている。実施予定としては7
割だったが、実際はどの程度進んでいるのかを
調査した。
本調査の対象の中小企業に対し、賃上げの実施

状況を聞いたところ、「実現できている」、
「物価上昇を上回るほどではないが、賃上げは
実施した」２つを合わせ56.0%と約半数の企業
が賃上げを実施していた。一方、「賃上げを実
施していない」企業は43.9%で、この中には賃
上げが不要な企業が含まれていることも推察さ
れる。また、もちろん企業によっては賃上げの
額や率、賃上げを開始した時期についても大き
く異なるだろう。いずれにしても、本調査時点
では賃上げを実際に進めているのは約半数とい
う現状であった。
※出典：東京商工会議所ホームページ
(https://www.tokyo-cci.or.jp/page.jsp?id=1203144)

3 - 1 .賃上げの実施状況

14

調査期間： 2024年7月8日～2024年8月9日
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◼ 賃上げの実施状況（n=851)

TOPIC３では、物価高と並び日々の報道で耳にする

「賃上げ」についての調査結果を報告する。

所得増加に向けた賃上げに対する中小企業の取り組

み実態は、どのようなものだろうか。

3. 所得増加に向けた賃上げの実施状況

2023年 11月に公正取引委員会等によるガイドライン

「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」

が策定され、中小企業における労務費上昇分の確保

に向けて、円滑な価格転嫁ができるようにするため

の環境整備が国を挙げて進められている。東京商工

会議所が実施した「中小企業の賃金改定に関する調

査」では、2024 年度に「賃上げを実施予定」とする

企業は 74.3% と７割を超えている。実施予定として

は 7割だったが、実際はどの程度進んでいるのかを

調査した。

本調査の対象の中小企業に対し、賃上げの実施状況

を聞いたところ、「実現できている」、「物価上昇を上

回るほどではないが、賃上げは実施した」２つを合わ

せ 56.0% と約半数の企業が賃上げを実施していた。

一方、「賃上げを実施していない」企業は 43.9% で、

この中には賃上げが不要な企業が含まれていること

も推察される。また、もちろん企業によっては賃上

げの額や率、賃上げを開始した時期についても大き

く異なるだろう。いずれにしても、本調査時点では

賃上げを実際に進めているのは約半数という現状で

あった。

※出典：東京商工会議所ホームページ
https://www.tokyo-cci.or.jp/page.jsp?id=1203144

3-1.·賃上げの実施状況

TOPIC
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3 .  所得増加に向けた賃上げの実施状況
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本ページでは、前ページで「実現できている」、
「物価上昇を上回るほどではないが、賃上げは
実施した」と回答した企業に対し、実施の背景
について調査した。賃上げ実施に至る背景は企
業によってさまざまだが、どのような理由が多
いのだろうか。
本調査で最も多かったのは「従業員満足度の向
上のため」の318回答だった。次いで、「物価
上昇を受けて」の199回答、「人材確保のた
め」の190回答と続く。物価上昇や最低賃金の
上昇といった外部要因による賃上げが多いので

はと見込んでいたが、従業員のために賃上げを
実施している経営者が多かった。「その他」の
回答としては「定期昇給のため」、「他社が賃
上げをしているため」などが見られた。
「業績がアップした、または業績アップが見込
めるため」は109回答となり、選択した企業は
多くなかった。中には業績が伴わない防衛的賃
上げを実施している企業もあるだろう。賃上げ
促進税制といった賃上げを実施する中小企業を
サポートする制度や施策が、さらに充実するこ
とを期待したい。

3 - 2 .賃上げ実施の背景

調査期間： 2024年7月8日～2024年8月9日

◼ 賃上げ実施の背景（n=477)（「賃上げを実施していない」と回答した企業の数を削除）
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本ページでは、前ページで「実現できている」、「物

価上昇を上回るほどではないが、賃上げは実施した」

と回答した企業に対し、実施の背景について調査し

た。賃上げ実施に至る背景は企業によってさまざま

だが、どのような理由が多いのだろうか。

本調査で最も多かったのは「従業員満足度の向上のた

め」の318回答だった。次いで、「物価上昇を受けて」

の 199 回答、「人材確保のため」の190回答と続く。

物価上昇や最低賃金の上昇といった外部要因による

賃上げが多いのではと見込んでいたが、従業員のた

めに賃上げを実施している経営者が多かった。「その

他」の回答としては「定期昇給のため」、「他社が賃

上げをしているため」などが見られた。

「業績がアップした、または業績アップが見込めるた

め」は 109 回答となり、選択した企業は多くなかっ

た。中には業績が伴わない防衛的賃上げを実施して

いる企業もあるだろう。賃上げ促進税制といった賃

上げを実施する中小企業をサポートする制度や施策

が、さらに充実することを期待したい。

3-2.·賃上げ実施の背景
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本章では、物価高による中小企業への影響と、その

対策・効果や賃上げの実施状況について報告しまし

た。その他、政府より毎年６月に公表されている「経

済財政運営と改革の基本方針（以下、骨太の方針）」

と「価格交渉促進月間」についての認知度調査も行

ったことから、その結果をコラムとしてまとめまし

た。

2024年の骨太の方針は 2024年６月21日に「賃上げ

と投資がけん引する成長型経済の実現」をテーマに公

表されました。調査結果によると、「知っており、内

容を理解している」と回答した企業は 4.3%にとどま

り、「聞いたことはあるが、内容はよく知らない」との

回答が 35.5%、「知らない」との回答が60.2%と、知ら

ないとの回答が多数を占めました。

骨太の方針は一年間の政府の施策に関わる重要テー

マが網羅されており、これをもとに企業への支援体

制構築や補助金の整備などが行われます。

2020年は、ウィズコロナやアフターコロナを見据えて、

デジタルへの取り組みの必要性が謳われました。

2021年からは「2050 年カーボンニュートラル宣言」に

伴いグリーン社会や脱炭素化の実現が盛り込まれ、

2022年には、賃上げをはじめ「人への投資」がメイン

テーマに盛り込まれています。中小企業経営に深く

関わるテーマであり、経営者の皆さんにはぜひ認識

いただきたい内容となります。

次に、「価格交渉促進月間」に関する調査結果を報告

します。「価格交渉促進月間」とは、本章でご紹介し

た価格転嫁をしやすい環境を作るため、2021 年９月

より毎年９月と３月に設定されたものです。この「価

格交渉促進月間」についても、骨太の方針同様、ほ

とんどの企業が「聞いたことはあるが、内容はよく

知らない」、または「知らない」状況でした。このよ

うな政府による施策を理解し、自社の経営のために

活用することが今後の企業経営において、より重要

となるでしょう。

また、政府には中小企業に政府の声をいかに届ける

か、について検討、改善いただくことを期待したい

と思います。

「経済財政運営と改革の基本方針」と「価格交渉促進月間」の認知度
COLUMN

調査期間： 2024年7月8日～2024年8月9日調査期間： 2024年7月8日～2024年8月9日
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い」との回答が35.5%、「知らない」との回答が
60.2%と、知らないとの回答が多数を占めました。
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トでご紹介した価格転嫁をしやすい環境を作るた
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理解し、自社の経営のために活用することが今後
の企業経営において、より重要となるでしょう。
また、政府には中小企業に政府の声をいかに届け
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たいと思います。
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本章では、近年の物価高による中小企業経営への影響や

その対策、賃上げの状況などに関する調査の結果を報告

した。

まず、物価高による影響は、業種による差はあるものの

中小企業全体に及び、マイナスの影響を受ける企業が過

半数であった。物価高による資金需要が発生した割合は

18.0％と少数派であるが、影響を受けている企業の多

さ、また今後も物価高が続くことが予想されることなど

から、引き続き緊張感を持った対応が求められる。

物価高への対策としては、最も多かったのが「価格転

嫁」であった。商品やサービスの値上げ予定を聞く質問

では、何らかの検討を進めている企業が約 7割に及んだ

ことからも、価格転嫁への取り組みが中小企業でも進ん

でいる様子がうかがえた。

さらに、従業員の賃上げについては、幅はあるものの、実

施したと回答した企業は56.0％に及んだ。中小企業の賃

上げも着実に進んでいることを示す結果である。しかし

ながら、その賃上げの背景を聞くと「従業員満足度の向上

のため」「物価上昇を受けて」「人材確保のため」などが上

位であった。中小企業の価格転嫁自体は進んでいるが、賃

上げの背景に見えるのは「従業員満足度」や「人材確保」

などであり、資金確保や業務改善が伴わない防衛的賃上

げを実施しているケースもあるのではないだろうか。

持続可能な賃上げを継続するためには、取引先との適正

価格に関する交渉や具体的な価格転嫁の実施が肝要で

ある。

また、対外的な要求をするのみならず、中小企業側での

努力も必要だ。業務効率化や経営の合理化を進め、組織

の体力をつけるとともに、商品・サービスの魅力を向上

させる取り組みである。またデジタル化をはじめとする

設備投資や、従業員の技術力向上に向けた教育機会の創

出も欠かせない。これらの取り組みは自社の魅力強化に

つながり、価格転嫁を進めやすくなるほか、新たな顧客

開拓や新規事業開拓などの可能性をも生み出す効果が

期待できる。

政府も近年の物価高対策として、「価格交渉促進月間」

の設定や、賃上げ実現や実現した企業に対する税制優遇

措置、中小企業の省力化投資や成長投資に向けた補助金

などを進めている。これらも活用しながら持続可能な経

営と賃上げについて検討することも一案だろう。

4. まとめ・あとがき
TOPIC

〇 物価高への対策として価格転嫁に加え強い経営の実現を

2024年、政府から発信された経済財政運営と改革の

基本方針、骨太の方針でも大きく取り上げられてい

る物価高への対応、賃上げの中小企業における現状

について調査を実施しました。物価高は全体の

76.6% の中小企業がマイナスの影響を受けており、

直近の経営課題のひとつと言えるでしょう。それに

対し、価格転嫁や固定費の見直しといった対策を中

心に講じており、対策にもよりますが６割～７割の

企業が効果を実感しています。物価高の影響を受け

ているがまだ対策できていない企業はぜひ参考にし

ていただければと思います。また、賃上げについて

は半数を超える企業が実施をしている状況でした。

世の中の動きを踏まえ、中小企業の賃上げも確実に

進み始めています。物価高への対応や賃上げを実施

する中小企業をサポートする政府の制度や施策が、

さらに充実し、中小企業の活動を後押しすることを

祈念いたします。

フォーバル GDXリサーチ研究所
所長　平良 学
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第 2 章

Chapter2

中小企業の人手不足への対応
〈 人手不足の影響や対策・効果 〉
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昨今、企業の人手不足が深刻化しています。背景に

は、少子高齢化と生産年齢人口の減少（特に若年層

の労働力不足）、働き方改革の推進による労働時間管

理の徹底、新型コロナウイルスの感染が落ち着いて

きたことによるサービス業やインバウンド需要の復

活などがあるといわれています。

この問題は、限られた人的リソースを活用する中小

企業にとっては死活問題です。特に時間外労働の上

限規制について、その導入への猶予期間が設定され

ていた建設業や運輸業などは、2024年 4月からの適

用に際し、厳しい労務管理と残業時間の把握が義務

付けられました。これらの業界は人手を必要とする

労働集約型の職種が多いため人手不足が深刻です。

これは、対面を基本とするサービス業や介護・福祉

などの業種においても同様です。

こうした状況に対し、中小企業側も積極的な採用活動

や、給与水準の引き上げに向けた経費削減、価格転嫁

への努力などを進めています。しかしながら、慢性

的な人手不足状況は今後も続くことが予想され、それ

に加えてインフレにともなうエネルギー価格や原材料

費高騰、給与水準の引き上げ要請なども相まって、厳

しい経営のかじ取りが求められることになるでしょう。

人材不足は中小企業の経営を直撃する深刻な問題で

もあります。

中小企業の人手不足は、どの程度進み、かつ深刻な

のでしょうか。本レポートでは、中小企業の人手不

足状況や事業への影響、人手不足への対策と効果な

どについて調査をした結果を報告します。

中小企業の人手不足への対応

1.　人手不足の状況

1-1.　人手不足の状況·· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 26

1-2.　人手不足が発生した時期、事業への影響· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 27

2.　人手不足への対策・効果

2-1.　人手不足への対策の実施·· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 28

2-2.　人手不足への具体的な対策· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 29

2-3.　人手不足への対策の効果、求人・採用強化の取り組み· · · · · · · · · · · · · · · · · · 30

3.　2024 年問題の影響、対策

3-1.　2024年問題の事業への影響·· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 31

3-2.　2024年問題に対する具体的な対策·· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 32

コラム· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 33
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本TOPIC では、中小企業の人手不足の状況について

見ていく。企業の生産活動にあたり必要な労働力を

充足できていない状況を指す人手不足は、継続的に

続く企業の課題として影響を及ぼしており、政府の

「骨太の方針」でも注力テーマとして取り上げられて

いる。中小企業における人手不足の状況や事業への

影響について取りまとめた。

1. 人手不足の状況

まず人手不足の状況について聞いたところ、「とても

不足している」が 10.2%、「やや不足している」が

44.1% で合計 54.3.%、全体の半数以上が人手不足で

あることがわかった。

また、右のグラフは回答数が 80 社以上の業種に限定

した業種別の調査結果である。「とても不足している」

と、「やや不足している」を合わせてみると、この５業

種の中では最も高いのが建設業で、78.6% と全体の

約８割を占めていた。人手が足りない職種について

問う設問で最も回答が多いのが現場作業員であり、

建設業は現場作業員を多く抱えている業種のためこ

の影響が大きいのだろう。現場作業員以外には技術

職（SE・エンジニア）や社外で稼働する職種である
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社外で稼働する職種である営業などが人手不足に
なる傾向が見てとれる。
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次に、前ページの人手不足の状況の設問で「とても

不足している」、または、「やや不足している」と回

答している企業に人手不足が発生した時期、事業へ

の影響について聞いた。

人手不足が発生した時期については、新型コロナウイ

ルス（以降、また、グラフではコロナと表記）以前か

ら恒常的に、との回答が最も多く 60.4% を占めた。

また、「コロナ後から」という回答も全体の３割を占

めている。コロナによって多くの企業が影響を受け

たことは記憶に新しい。それまで行ってきた企業活

動ができなくなったり、制限されたりして、多くの

企業が新たな方法を模索しただろう。ビジネスの仕

方が変わり、新たな方法を実行する人材が足りない、

といったことも今回の結果として表れている可能性

も考えられる。

また、人手不足による事業への影響についても聞い

たところ、「とても影響がある」、「やや影響がある」

を合わせた 87.8% が影響を受けており、人手不足が

企業に与える影響が大きいことを改めて示す結果と

なった。

1-2.·人手不足が発生した時期、事業への影響
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TOPIC１では、中小企業の人手不足の影響について

述べた。TOPIC２では、この人手不足に中小企業は

どう向きっているのか、対策やその効果について調査

を実施した。

2. 人手不足への対策・効果

はじめに、人手不足への対策を実施しているか、に

ついての調査結果を報告する。「実施している」と回

答した企業は 34.2%、「実施していないが検討してい

る」が 29.1%、「実施しておらず検討もしていない」

が 36.7% という結果で、６割以上の企業が対策に向

けて検討、動いている状況であった。

右のグラフは、さらにそこから P27 の「人手不足に

よる事業への影響」に問う設問で「影響がある」と

回答した企業に絞った結果である。本データに限定

すると、「実施している」もしくは、「実施していない

が検討している」を合わせ、回答した企業は約９割

まで増える。

参考までに、今回併せて調査した物価高の場合では、

物価高で「マイナスの影響を受けている」企業の物

価高への対策状況は 73.1% だった（再掲のグラフ参

照）。対策を講じる割合が大きい人手不足に対し、経

営者はより課題を感じている可能性が読み取れた。
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足による事業への影響」に問う設問で「影響が
ある」と回答した企業に絞った結果である。本

データに限定すると、「実施している」もしく
は、「実施していないが検討している」を合わ
せ、回答した企業は約９割まで増える。
参考までに、今回併せて調査した物価高の場合
では、物価高で「マイナスの影響を受けてい
る」企業の物価高への対策状況は73.1%だった
（再掲のグラフ参照）。対策を講じる割合が大
きい人手不足に対し、経営者はより課題を感じ
ている可能性が読み取れた。
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2 .人手不足への対策・効果

9

次に、人手不足に対する具体的な対策について、
「既に実施している取り組み」、「必要だと思
う取り組み」について調査した結果を報告する。

「既に実施している取り組み」で最も多かった
のは「求人・採用の強化」であった。次に、
「給与水準や福利厚生の見直し」、「労働環境
の見直し」と続いた。「必要だと思う取り組
み」も上位３つの対策については同じ傾向であ
り、これらの対策の重要性が見てとれた。

一方で、今回の調査では「既に実施している取
り組み」が少ない「社員の育成・キャリアパス
の強化」、「求人像・調達方法の明確化」、
「国や自治体の支援の活用」が「必要だと思う
取り組み」との回答の開きが大きかった。これ
らは必要だと思うが現状はまだ実施できていな
い対策といえるだろう。このあたりの対策がう
まく実施できるようになると状況もまだ変わっ
てくることが推察される。

2 - 2 . 人手不足への具体的な対策

調査期間： 2024年7月8日～2024年8月9日

 人手不足への具体的な対策（n=851）※複数回答
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企業文化や職場の雰囲気の向上

DXによる業務効率化・少人化

労働環境の見直し

給与水準や福利厚生の見直し

求人・採用の強化

既に実施している取り組み 必要だと思う取り組み
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2 .  人手不足への対策・効果

第２章の最後では、人手不足への対策の効果、
代表的な取り組みである求人・採用強化の取り
組みについての調査結果を報告する。
人手不足への対策の効果については、前ページ
同様、人手不足への対策を「実施している」と
回答した企業に限定している。「十分に効果を
感じている」と「やや効果を感じている」を合
わせ、効果を感じているのは約５割であった。
人手不足については効果が出る対策を見極めて
実施することが重要といえるだろう。

そして、求人・採用に向けた取り組みとして
行っていることについては最も回答が多かった
のは「福利厚生の充実」で261回答、さらに
「SNS運用」、「第三者認証の取得」と続いた。
自社のWebサイトだけでなく、SNSも活用した
り、自社の取り組みを第三者に客観的に認めて
もらったりする活動も広がっている。「その
他」の回答としては、外国人採用を行う、大
学・専門学校との連携を進める、などがあった。

2 - 3 . 人手不足への対策の効果、求人・採用強化の取り組み

10

 人手不足への対策の効果（n=291)

※第三者認証はDXマーク、健康経営優良法人、くるみんマークなどが該当
調査期間： 2024年7月8日～2024年8月9日
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3. 2024年問題の影響、対策
TOPIC

ここまで人手不足をテーマに様々な角度からの調査

結果を報告してきたが、ここからは人手不足に関連

して 2024年問題＊１の影響を受ける「運輸業、郵便

業」、「建設業」に焦点をあてた調査結果を報告する。

「運輸業、郵便業」、「建設業」の企業に、2024年問題

による事業への影響を聞いたところ、最も回答が多

かったのは「特に影響はない」の 49.1% であった。

報道では、2024年問題に関連する課題を抱えている

企業が多いと世間を賑わしているが、今回の調査に

おいては、影響を受けている企業は約半数だった。

影響があるとする回答の中では、本レポートのテー

マでもある「人手不足がより深刻化した」が 24.0%、

を占めた。労働環境の見直しや採用の強化、従業員

の定着を図ることなどが、2024年問題克服のひとつ

のポイントとなるであろう。本章TOPIC２のP30で

紹介した「求人・採用強化の取り組み」についても

参考にしていただきたい。

＊１ 働き方改革法案の施行にともない、設定された時間外労働の上限規制の
ことで、猶予期間が設定されていた運輸業や建設業などの業界でも、2024年
４月以降に適用されたことから、大きな影響が生じると懸念されている。

3-1.·2024年問題の事業への影響

3 .  2024年問題の影響、対策

12

ここまで人手不足をテーマに様々な角度からの
調査結果を報告してきたが、ここからは人手不
足に関連して2024年問題（＊1）の影響を受け
る「運輸業、郵便業」、「建設業」に焦点をあ
てた調査結果を報告する。
「運輸業、郵便業」、「建設業」の企業に、
2024年問題による事業への影響を聞いたところ、
最も回答が多かったのは「特に影響はない」の
49.1%であった。報道では、2024年問題に関連
する課題を抱えている企業が多いと世間を賑わ
しているが、今回の調査においては、影響を受
けている企業は約半数だった。

影響があるとする回答の中では、本レポートの
テーマでもある「人手不足がより深刻化した」
が24.0%、を占めた。労働環境の見直しや採用
の強化、従業員の定着を図ることなどが、2024
年問題克服のひとつのポイントとなるであろう。
本レポートのP.10で紹介した「求人・採用強化
の取り組み」についても参考にしていただきた
い。
（＊1）働き方改革法案の施行にともない、設
定された時間外労働の上限規制のことで、猶予
期間が設定されていた運輸業や建設業などの業
界でも、2024年４月以降に適用されたことから、
大きな影響が生じると懸念されている。

3 - 1 . 2024年問題の事業への影響

 2024年問題の事業への影響（n=156)

調査期間： 2024年7月8日～2024年8月9日

49.1%

24.0%

20.5%

5.3
%

1.2%

特に影響はない
人手不足がより深刻化した
売上・利益が減少した
その他
離職率が高くなった
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3 .  2024年問題の影響、対策

13

次に、「建設業」と「運輸業、郵便業」では、
2024年問題への対策としてどのような取り組み
を行っているのだろうか。具体的な対策として
８つの取り組みを挙げ、それぞれについて「既
に実施している取り組み」、「必要だと思う取
り組み」を聞いた。
「既に実施している取り組み」では、「労働時
間の管理」が突出しており、135回答となった。
その次に「給与や保険など労務環境の見直し」
や「経費削減などの資金繰り改善」が僅差で続
く。「必要だと思う取り組み」では、「人材採
用の強化」や「労働時間の管理」が多い結果と

なった。
「既に実施している取り組み」で「労働時間の
管理」が他と比べ突出しているが、2024年４月
から適用される時間外労働の上限規制への対応
ということが推察される。
また、両方において、「当てはまるものはな
い」が全体の約２割～３割を占めた。今回の選
択肢とは異なる方法で対策を行っている、もし
くは現状の取り組みでは解決に至らないと考え
ている、などが考えられる。今後も2024年問題
で影響を受ける企業の動向や対策に注目してい
きたい。

3 - 2 . 2024年問題に対する具体的な対策

 2024年問題に対する具体的な対策（n=156)

調査期間： 2024年7月8日～2024年8月9日

45

12

30

29

33

41

51

44

34

10

40

44

47

49

45

135

0 50 100 150

当てはまるものはない

輸送方法や倉庫拠点の見直し

IT活用・DX推進などによる業務効率化

適切な工期の見直し

経費削減などの資金繰り改善

給与や保険など労務環境の見直し

人材採用の強化

労働時間の管理

既に実施している取り組み 必要だと思う取り組み

次に、「建設業」と「運輸業、郵便業」では、2024年問

題への対策としてどのような取り組みを行っている

のだろうか。具体的な対策として８つの取り組みを

挙げ、それぞれについて「既に実施している取り組

み」、「必要だと思う取り組み」を聞いた。

「既に実施している取り組み」では、「労働時間の管

理」が突出しており、135回答となった。その次に

「給与や保険など労務環境の見直し」や「経費削減な

どの資金繰り改善」が僅差で続く。「必要だと思う取

り組み」では、「人材採用の強化」や「労働時間の管

理」が多い結果となった。

「既に実施している取り組み」で「労働時間の管理」

が他と比べ突出しているが、2024年４月から適用さ

れる時間外労働の上限規制への対応ということが推

察される。

また、両方において、「当てはまるものはない」が全体

の約２割～３割を占めた。今回の選択肢とは異なる

方法で対策を行っている、もしくは現状の取り組み

では解決に至らないと考えている、などが考えられ

る。今後も2024年問題で影響を受ける企業の動向や

対策に注目していきたい。

3-2.·2024年問題に対する具体的な対策
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本章では、中小企業の人手不足の状況とその対策・

効果、さらに 2024 年問題にかかわる業種について調

査結果を報告しました。今回のコラムで人材採用へ

の取り組みとして効果があるといわれる SDGs＊１、

CSR＊２活動の取り組み状況と効果についてまとめま

した。

SDGsやCSRの重要性が近年は指摘されていますが、

中小企業における取り組み状況に関する調査では、

「取り組んでいる」と回答した企業が 33.4％、約 3割

という結果でした。これらの活動に取り組むことの

必要性や重要性を、国や行政は今以上に伝えていく

必要があるでしょう。SDGs、CSR活動における効果

は多々ありますが、代表的なことは人材採用面にお

ける効果といえます。昨今では、学校の義務教育課

程で SDGs や CSRに関する授業が実施されており、

SDGs や CSR活動を実施している企業に就職したい

と考える学生や若者もいます。

では、実際に取り組んでいる中小企業では、採用に

どれほどの影響が出ているのでしょうか。SDGs や

CSR活動に取り組んでいる、と回答した企業に採用

への効果について聞いたところ、「とてもそう思う」

と「ややそう思う」の合計が 41.5% となりました。

半数には満たないものの、一定の効果は見込めると

いえるでしょう。

SDGs や CSR活動には、節電・節水、ジェンダー平等

の推進、資源の再利用など初期投資や時間がかから

ないものも多々あります。身近なことや、取り組み

やすいことから取り組み、その取り組みをしっかり

発信することで、効果的な採用につながる可能性が

あります。また、これらの取り組みを通じて企業の

価値観や社会への貢献度を示すことは、企業の価値

向上にもつながると考えられます。

＊１ SDGs＝「Sustainable·Development·Goals」の略称で持続可能な開発
目標（国際目標）を表す。
＊２ CSR＝「Corporate·Social·Responsibility·」の略称で企業の社会的責任
を表す。

SDGs、CSR 活動の取り組み状況と人材採用への効果
COLUMN

コラム

15

○ SDGs、CSR活動の取り組み状況と人材採用への効果

今回のレポートでは、中小企業の人手不足の状況
とその対策・効果、さらに2024年問題にかかわる
業種について調査結果を報告しました。今回のコ
ラムで人材採用への取り組みとして効果があると
いわれるSDGs（＊1）、CSR（＊2）活動の取り組み
状況と効果についてまとめました。
SDGs、CSR活動の取り組み状況と効果について
まとめました。
SDGsやCSRの重要性が近年は指摘されています
が、中小企業における取り組み状況に関する調査
では、「取り組んでいる」と回答した企業が33.4％、
約3割という結果でした。これらの活動に取り組
むことの必要性や重要性を、国や行政は今以上に
伝えていく必要があるでしょう。SDGs、CSR活動
における効果は多々ありますが、代表的なことは
人材採用面における効果といえます。昨今では、学
校の義務教育課程でSDGsやCSRに関する授業が
実施されており、SDGsやCSR活動を実施してい
る企業に就職したいと考える学生や若者もいます。

では、実際に取り組んでいる中小企業では、採用
にどれほどの影響が出ているのでしょうか。
SDGsやCSR活動に取り組んでいる、と回答した
企業に採用への効果について聞いたところ、「と
てもそう思う」と「ややそう思う」の合計が
41.5%となりました。半数には満たないものの、
一定の効果は見込めるといえるでしょう。
SDGsやCSR活動には、節電・節水、ジェンダー
平等の推進、資源の再利用など初期投資や時間が
かからないものも多々あります。身近なことや、
取り組みやすいことから取り組み、その取り組み
をしっかり発信することで、効果的な採用につなが
る可能性があります。また、これらの取り組みを通
じて企業の価値観や社会への貢献度を示すことは、
企業の価値向上にもつながると考えられます。

（＊1）SDGs＝「Sustainable Development Goals」の略称で持続可
能な開発目標（国際目標）を表す。
（＊2）CSR＝「Corporate Social Responsibility 」の略称で企業の
社会的責任を表す。

 SDGs、CSR活動への取り組み状況（n=851)  SDGs、CSR活動の採用への効果（n=284)

7.0%

34.5%

41.9%

16.5%
とてもそう思う
ややそう思う
あまりそう思わない
全くそう思わない

33.4%

28.3%

38.3%
取り組んでいる

取り組んでいないが検討
している
取り組んでおらず取り組
む予定もない

調査期間： 2024年7月8日～2024年8月9日調査期間： 2024年7月8日～2024年8月9日
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本章では、中小企業の人手不足状況や事業への影響、その対

策や効果などに関するアンケート調査の結果を報告した。

中小企業の人手不足状況については、不足していると回答

した企業の合計が半数を超えていることがわかった

（54.3％）。また、人手不足であると回答した企業に対し、不

足となった時期について問うと、新型コロナウイルスの感染

拡大の前から恒常的に人手不足である企業が最も多かった

（約 6割）。加えて「コロナ後」、すなわち同ウイルスの感染

法上の分類が5類に移行した2023年5月以降に人手不足に

直面した企業も約 3割に上っていることがわかった。

ここから考察できることは、慢性的な人手不足状況にあった

企業が多いことに加え、同ウイルスの感染が落ち着いた過去

一年ほどの間に人材不足となる企業が増えたことである。

この一年は、若い世代の労働力不足、建設業や運輸業などの

2024年問題、インバウンド需要の増加に伴う宿泊業や観光

業の人手不足などへの注目が集まった。加えて昨今のインフ

レにともなうエネルギー価格や原材料費の高騰などで経営

が圧迫されれば、いわゆる「人手不足倒産」のリスクに直面

する中小企業が増える可能性もある。

こうした人手不足状況における、中小企業側からの対応と

して、DX（デジタルトランスフォーメーション）による業務

効率化、社員の育成・キャリアパスの強化などは必須の取

り組みであろう。これらの取り組みを通して業務改善や社

員のエンゲージメント醸成、社内コミュニケーションの円滑

化を進め、さらには既存社員の離職防止につながることに

も期待したい。

また、魅力のある組織づくりも欠かせない。求人・採用活

動の強化に向けた給与水準や福利厚生の見直し、多様な人

材にとって働きやすい労働環境の整備、職場の雰囲気の向

上などである。SDGsや CSR活動への取り組みを通し、企

業価値の向上を図ることも求職者へのアピールにつながる

と考えられる。

人手不足の状況は、今後も継続すると予想される。苦境に

直面する中小企業に向けた支援として、政府は省人化に向

けた経済対策や、子育て世代、特に男性の育児休業取得の

推進、介護離職を防ぐ取り組みなどを強化している。この

他、従来から続く IT 導入補助金やものづくり補助金なども

活用しながら、自社に合った人手不足への対策について検

討を進めてもらいたい。

4. まとめ・あとがき
TOPIC

〇 DX・社員育成・魅力ある職場づくりなどを通して人手不足への対策を

本章では中小企業の人手不足についての調査を行いま

した。日本全体で人口減少と少子高齢化が進み、労働

力確保が難しくなっている現状が日々報道で騒がれて

いますが、今回の調査では、人手不足に影響を受けて

いる企業は 54.3% と約半数という結果でした。ただ、

業種別で見ると、建設業では、78.7% と全体の約８割

を占めており、業種によって受けている影響は異なる

ことが明らかになりました。また、人手不足への対策

を実施している企業で効果を実感している企業は約５

割という状況でした。対策を実施しても半数は効果を

実感していない状況のため、人手不足への対応はいか

に効果を見極め実施していくことが重要ということも

いえるかと思います。人材採用や給与水準の見直しな

どの直接的な対策のほかに、SDGs や CSR活動への取

り組み含めた ESG経営への取り組みを行い、企業価値

向上を図る対策も合わせて実施し、今後も避けては通

れない人手不足と向き合っていただきたいと思いま

す。

フォーバル GDXリサーチ研究所
所長　平良 学
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第 3 章

Chapter 3

中小企業のESG への対応
〈 ESG 経営の認知度、取り組み状況・分野〉

〈 ESG 経営の課題、効果、事業・社外への影響〉
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近年、ESG経営という言葉を耳にする機会が増えた

と思われる経営者も多いのではないでしょうか。今

や企業経営に欠かせない経営指標のひとつとして、

投資家や金融機関、また企業経営者などから注目さ

れています。

ESG とは Environment（環境）、Social（社会）、

Governance（ガバナンス企業統治）の頭文字を取っ

たもので、ESG経営とはこれらに配慮した経営を意

味します。ESGの考え方は、2006年に当時のコフィ・

アナン国連事務総長が投資家に向けて環境、社会、ガ

バナンスの要素を考慮した投資行動を行うよう提唱

した「責任投資原則（PRI）」に基づくものです。そ

の後、2015 年に「持続可能な開発目標（SDGs）」が

国連で採択されるとESG経営に関する社会的な認知

も広がり、近年は大企業や上場企業を中心に取り組

まれるようになりました。このようにして、徐々に

企業活動に身近な取り組みとして認知されるように

なってきたのです。

ところで、中小企業の ESG経営への取り組みはどの

程度進んでいるのでしょうか。新型コロナウイルス

の感染拡大が落ち着いた昨今も、物価高や人手不足

状況など中小企業の経営を脅かす要素は多く、直接

的な利益と結びつきにくいESG経営への取り組みは

後回しにされる懸念があります。しかし、今や中小

企業にとっても持続可能な経営に不可欠な要素にな

りつつあります。本レポートでは、中小企業の ESG

経営に関する認知度や取り組み状況についての調査

結果を基に検証していきます。

中小企業のESG への対応
SUBJECT

1.　ESG 経営の認知度

1-1.　ESG経営の認知度と情報収集手段·· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 37

2.　ESG 経営の取り組み状況

2-1.　ESG経営の取り組み状況と取り組み始めた理由·· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 38

2-2.　ESG経営に取り組めていない理由·· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 39

3.　ESG 経営の取り組み分野

3-1.　ESG経営で取り組んでいる分野· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 40

3-2.　ESG経営で最も注力している分野とその理由· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 41

3-3.　ESG経営を取り組み始めた時期と次に注力する分野·· · · · · · · · · · · · · · · · · · · 42

4.　まとめ・あとがき·· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 43

CONTENTS

1
〈 ESG 経営の認知度、取り組み状況・分野〉



37

第
３
章　

中
小
企
業
のE

S
G

へ
の
対
応

第
１
章

序
章

第
２
章

第
４
章

目
次

第
５
章

まず ESG経営の認知状況については、「知っており、

他の人に説明できる」の回答が 5.0%、「知っている

が、説明できるほどではない」が 29.2% で、知って

いるの合計が 34.2% となった。一方で、「聞いたこと

はあるが、よく知らない」、「知らない」の回答は合

計 65.8% となり、ESG経営を知らないと回答した割

合の方が多かった。ESG経営の重要性は日々高まっ

ているが、本調査時点では、まだ知らない経営者の

方が多い状況であった。

右のグラフでは、ESG経営の認知度の質問で「知っ

ており、他の人に説明できる」または、「知っている

が、説明できるほどではない」と回答した経営者に、

ESG経営についての情報収集手段について聞いた。

多くが「ニュースやメディアの記事」から情報を収

集しているが、２番目に多い回答は「特に情報は収集

していない」であった。また、「その他」の回答では

顧問先のコンサルティング会社から情報を受けて、

という内容が多かった。

認知をしている経営者の中には、ESG経営についての

情報収集は積極的ではなく、顧問先からの情報を受

動的に収集しているケースもあることがわかった。

本 TOPICでは、ESG経営の認知度に関する調査結果

を報告する。中小企業において、ESG経営の認知度

はどの程度なのか。また、ESG経営の情報収集手段

に関する調査結果も取りまとめた。

1.　ESG 経営の認知度

1-1.　ESG 経営の認知度と情報収集手段

TOPIC
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ない」、「知らない」の回答は合計65.8%とな
り、ESG経営を知らないと回答した割合の方が
多かった。ESG経営の重要性は日々高まってい
るが、本調査時点では、まだ知らない経営者の
方が多い状況であった。
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「知っており、他の人に説明できる」または、

「知っているが、説明できるほどではない」と
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社から情報を受けて、という内容が多かった。
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ESG経営の取り組み状況については、P37の ESG経

営の認知度の設問で「知っており、他の人に説明で

きる」、「知っているが、説明できるほどではない」

の、いずれかに回答した経営者に聞いている。

「取り組んでいる」と回答した企業が 31.8%、「取り

組んでいないが、取り組みたいと思っている・取り

組む予定である」が 41.6%、「取り組んでおらず、取

り組む予定もない」という回答が 26.6% であった。

ESG経営を知っている企業のうち、３割を超える企

業がすでにESG経営の取り組みを行っていた。また、

「取り組んでいる」と「取り組んでいないが、取り組

みたいと思っている・取り組む予定である」を合わ

せると７割以上の企業が取り組む意欲がある、とい

う結果となり、ESG経営に対する関心や意欲が少し

ずつ高まってきていることを表す結果となった。

また、ESG経営に「取り組んでいる」と回答した経営

者に、ESG経営に取り組み始めた理由についても聞

いた。「社会情勢を受けて」が最も多く、次いで、「持

続可能な事業の展開のため」、「企業ブランディング

向上のため」と続いた。

ESG経営に取り組む主な理由は、一般論としては（一

般的には）事業の持続可能性の確保であるといわれ

ている。ところが、調査結果では「社会情勢を受け

て」がそれと近い回答数であった。脱炭素社会の実

現やガバナンスの強化などのために、自社以外の外

部企業からの期待や要請なども影響していると考え

られる。

TOPIC１では、中小企業の ESG経営の認知度に関す

る調査結果を報告した。TOPIC２では、その取り組

み状況について報告する。取り組んでいる企業はど

のような理由で取り組んでいるのか。また、取り組

めていない企業においては、どのような課題がある

のだろうか。

2.　ESG 経営の取り組み状況

2-1.　ESG 経営の取り組み状況と取り組み始めた理由

TOPIC

第１章では、中小企業のESG経営の認知度に関す
る調査結果を報告した。第２章では、その取り組
み状況について報告する。取り組んでいる企業は

どのような理由で取り組んでいるのか。また、取
り組めていない企業においては、どのような課題
があるのだろうか。

ESG経営の取り組み状況については、P５のESG経
営の認知度の設問で「知っており、他の人に説明で
きる」、「知っているが、説明できるほどではない」
の、いずれかに回答した経営者に聞いている。
「取り組んでいる」と回答した企業が31.8%、
「取り組んでいないが、取り組みたいと思ってい
る・取り組む予定である」が41.6%、「取り組ん
でおらず、取り組む予定もない」という回答が
26.6%であった。ESG経営を知っている企業のう
ち、３割を超える企業がすでにESG経営の取り組
みを行っていた。また、「取り組んでいる」と
「取り組んでいないが、取り組みたいと思ってい
る・取り組む予定である」を合わせると７割以上
の企業が取り組む意欲がある、という結果となり、

ESG経営に対する関心や意欲が少しずつ高まって
きていることを表す結果となった。
また、ESG経営に「取り組んでいる」と回答した
経営者に、ESG経営に取り組み始めた理由につい
ても聞いた。「社会情勢を受けて」が最も多く、
次いで、「持続可能な事業の展開のため」、「企業
ブランディング向上のため」と続いた。
ESG経営に取り組む主な理由は、一般論としては
（一般的には）事業の持続可能性を確保であると
いわれている。ところが、調査結果では「社会情
勢を受けて」がそれと近い回答数であった。脱炭
素社会の実現やガバナンスの強化などのために、
自社以外の外部企業からの期待や要請なども影響
していると考えられる。
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本ページでは、「ESG経営に取り組んでいないが、取

り組みたいと思っている・取り組む予定である」と

回答した経営者に対して、さらに調査した結果を報

告する。

まず、ESG 経営に取り組めていない理由について、

Environment（環境）、Social（社会）、Governance

（ガバナンス /企業統治）各分野でそれぞれ聞いた。

全ての分野において「他に優先すべき課題があり後

回しとなっているから」が最も回答数が多く、「何か

ら取り組めばよいか分からないから」や、「対応でき

る人材が社内にいないから」、および「他社事例など

の情報が不足しているから」の回答が続いた。優先

できない理由の１つとして、ESG経営に取り組むこ

とによるメリットや取り組まないことによるリスク

が正しく理解できていない可能性が考えられる。こ

れらを正しく伝えたり、どこから取り組めばいいか

を伝えたりすると、今後は取り組む経営者も増えて

いくことだろう。

また、同様に、もし ESG経営に取り組む場合にはど

の分野に取り組むか、についても聞いた。

若干だが、Environment（環境）の回答が多い状況

で、理由としては「取り組むべきことが分かりやす

いため」や「事業との親和性が高いため」などの回

答が多かった。

2 .  E S G経営の取り組み状況

8

本ページでは、「ESG経営に取り組んでいないが、
取り組みたいと思っている・取り組む予定であ
る」と回答した経営者に対して、さらに調査し
た結果を報告する。
まず、ESG経営に取り組めていない理由につい
て、Environment（環境）、Social（社会）、
Governance（ガバナンス/企業統治）各分野で
それぞれ聞いた。
全ての分野において「他に優先すべき課題があり
後回しとなっているから」が最も回答数が多く、
「何から取り組めばよいか分からないから」や、
「対応できる人材が社内にいないから」、および
「他社事例などの情報が不足しているから」の

回答が続いた。優先できない理由の１つとして、
ESG経営に取り組むことによるメリットや取り
組まないことによるリスクが正しく理解できて
いない可能性が考えられる。これらを正しく伝
えたり、どこから取り組めばいいかを伝えたり
すると、今後は取り組む経営者も増えていくこ
とだろう。
また、同様に、もしESG経営に取り組む場合に
はどの分野に取り組むか、についても聞いた。
若干だが、Environment（環境）の回答が多い
状況で、理由としては「取り組むべきことが分
かりやすいため」や「事業との親和性が高いた
め」などの回答が多かった。
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「ESG経営に取り組んでいる」と回答した経営者に対

し、実際に取り組んでいる分野について聞いたところ、

Environment（環境）が93回答と最も多く、次にSocial

（社会）の 84 回答と続き、Governance（ガバナンス/

企業統治）が少し差があり、57 回答という結果であっ

た。本調査においては、中小企業は Environment（環

境）や Social（社会）への対応を重視している傾向が

見てとれた。なお、本回答は現状取り組んでいる分野

が１つの企業、２つの企業、３つの企業の回答を含ん

でいる。

Environment（環境）は世界的な気候変動対策への取

り組みや資源の有効利用といった取り組みが直接的

に企業の持続可能性に影響を与えると認識する企業

が多いことがうかがえる。また、Social（社会）につ

いては、人的資本経営への関心が高まる中、従業員

や顧客との関係性を重視する企業が増えており、そ

れが結果に反映されているのでは、と考えられる。

一方で、Governance（ガバナンス /企業統治）に対

する取り組みが低いことについては、内部統制や企

業に対して経営の透明性や情報開示を求める市場規

律の重要性が十分に認識されていない、または、企

業経営全体に関わることであるため、取り組んでい

てもその認識がないことも考えられる。

TOPIC３では、実際に ESG経営に取り組んでいる経

営者に対し、実際に取り組んでいる分野や、注力し

ている分野、その理由について調査した結果を報告

する。

3.　ESG 経営の取り組み分野

3-1.　ESG 経営で取り組んでいる分野

TOPIC

第３章では、実際にESG経営に取り組んでいる
経営者に対し、実際に取り組んでいる分野や、

注力している分野、その理由について調査した
結果を報告する。

「ESG経営に取り組んでいる」と回答した経営
者に対し、実際に取り組んでいる分野について
聞いたところ、Environment（環境）が93回答
と最も多く、次にSocial（社会）の84回答と続
き、Governance（ガバナンス/企業統治）が少
し差があり、57回答という結果であった。本調
査においては、中小企業は Environment（環
境）やSocial（社会）への対応を重視している
傾向が見てとれた。なお、本回答は現状取り組
んでいる分野が１つの企業、２つの企業、３つ
の企業の回答を含んでいる。
Environment（環境）は世界的な気候変動対策
への取り組みや資源の有効利用といった取り組

みが直接的に企業の持続可能性に影響を与える
と認識する企業が多いことがうかがえる。また、
Social（社会）については、人的資本経営への
関心が高まる中、従業員や顧客との関係性を重
視する企業が増えており、それが結果に反映さ
れているのでは、と考えられる。
一方で、Governance（ガバナンス/企業統治）
に対する取り組みが低いことについては、内部
統制や企業に対して経営の透明性や情報開示を
求める市場規律の重要性が十分に認識されてい
ない、または、企業経営全体に関わることであ
るため、取り組んでいてもその認識がないこと
も考えられる。

3 - 1 . ESG経営で取り組んでいる分野

10

3 .  E S G経営の取り組み分野

◼ ESG経営で取り組んでいる分野（n=117) ※複数回答
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調査期間： 2024年9月9日～2024年10月11日
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次に、ESG経営の３つの分野において、最も注力し

ているのはどの分野か、さらにその理由について聞

いた。

最も注力している分野については、Environment（環

境）と Social（社会）の割合が高い結果であった。

最も注力している理由としては、「取り組むべきこと

が分かりやすいため」、「事業との親和性が高いため」

の回答が多かった。

Environment（環境）については、再生可能エネルギー

の導入、環境配慮型のグリーン製品・サービスの開

発・導入などの他に、ペーパーレス化、デスクやオ

フィス周りのグリーン化など、身近ですぐに始めら

れる取り組みがある。Social（社会）についても、多様

な人材を活用するダイバーシティ＆インクルージョン

の推進や従業員のキャリア開発支援といった経営層を

含め組織全体での取り組みが必要な施策ではなく、

従業員のための健康イベントの開催や社内コミュニ

ケーションツールの活用など、比較的容易に始めら

れ、分かりやすい施策がある。これから ESG経営を

始める中小企業は、Environment（環境）や Social

（社会）に関する取り組みから始めてみてはいかがだ

ろうか。

3 .  E S G経営の取り組み分野

次に、ESG経営の３つの分野において、最も注力
しているのはどの分野か、さらにその理由につ
いて聞いた。

最も注力している分野については、Environment
（環境）とSocial（社会）の割合が高い結果で
あった。最も注力している理由としては、「取
り組むべきことが分かりやすいため」、「事業と
の親和性が高いため」の回答が多かった。
Environment（環境）については、再生可能エネ
ルギーの導入、環境配慮型のグリーン製品・サー
ビスの開発・導入などの他に、ペーパーレス化、

デスクやオフィス周りのグリーン化など、身近
ですぐに始められる取り組みがある。Social
（社会）についても、多様な人材を活用するダイ
バーシティ＆インクルージョンの推進や従業員の
キャリア開発支援といった経営層を含め組織
全体での取り組みが必要な施策ではなく、従業
員のための健康イベントの開催や社内コミュニ
ケーションツールの活用など、比較的容易に始め
られ、分かりやすい施策がある。これからESG
経営を始める中小企業は、Environment（環
境）やSocial（社会）に関する取り組みから始め
てみてはいかがだろうか。

3 - 2 .
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調査期間： 2024年9月9日～2024年10月11日

◼ 最も注力している分野（n=117)

44.4%

41.0%

14.5%

Environment（環境）
Social（社会）
Governance（ガバナンス/企業統治）

53
51

34
18

13
11

8
7

4
2

6

0 20 40 60

取り組むべきことが分かりやすいため
事業との親和性が高いため
採用強化・人材定着のため

コストがかからない・少なくて済むため
取引先から要望があったため

他分野と比較し弱い・これまで取り組めていない分野のため
その分野について社内でナレッジがあるため

社内からの要望があったため
その分野について取り組んでいる企業が多いため

他社事例やレポートなど汎用性の高い情報が最も多いため
その他

調査期間： 2024年9月9日～2024年10月11日

◼ 最も注力している理由（n=117) ※複数回答

ESG経営で最も注力している分野とその理由
3-2.　ESG 経営で最も注力している分野とその理由
3 .  E S G経営の取り組み分野

次に、ESG経営の３つの分野において、最も注力
しているのはどの分野か、さらにその理由につ
いて聞いた。

最も注力している分野については、Environment
（環境）とSocial（社会）の割合が高い結果で
あった。最も注力している理由としては、「取
り組むべきことが分かりやすいため」、「事業と
の親和性が高いため」の回答が多かった。
Environment（環境）については、再生可能エネ
ルギーの導入、環境配慮型のグリーン製品・サー
ビスの開発・導入などの他に、ペーパーレス化、

デスクやオフィス周りのグリーン化など、身近
ですぐに始められる取り組みがある。Social
（社会）についても、多様な人材を活用するダイ
バーシティ＆インクルージョンの推進や従業員の
キャリア開発支援といった経営層を含め組織
全体での取り組みが必要な施策ではなく、従業
員のための健康イベントの開催や社内コミュニ
ケーションツールの活用など、比較的容易に始め
られ、分かりやすい施策がある。これからESG
経営を始める中小企業は、Environment（環
境）やSocial（社会）に関する取り組みから始め
てみてはいかがだろうか。

3 - 2 .

11

調査期間： 2024年9月9日～2024年10月11日

◼ 最も注力している分野（n=117)

44.4%

41.0%

14.5%

Environment（環境）
Social（社会）
Governance（ガバナンス/企業統治）

53
51

34
18

13
11

8
7

4
2

6

0 20 40 60

取り組むべきことが分かりやすいため
事業との親和性が高いため
採用強化・人材定着のため

コストがかからない・少なくて済むため
取引先から要望があったため

他分野と比較し弱い・これまで取り組めていない分野のため
その分野について社内でナレッジがあるため

社内からの要望があったため
その分野について取り組んでいる企業が多いため

他社事例やレポートなど汎用性の高い情報が最も多いため
その他

調査期間： 2024年9月9日～2024年10月11日

◼ 最も注力している理由（n=117) ※複数回答

ESG経営で最も注力している分野とその理由

3 .  E S G経営の取り組み分野

次に、ESG経営の３つの分野において、最も注力
しているのはどの分野か、さらにその理由につ
いて聞いた。

最も注力している分野については、Environment
（環境）とSocial（社会）の割合が高い結果で
あった。最も注力している理由としては、「取
り組むべきことが分かりやすいため」、「事業と
の親和性が高いため」の回答が多かった。
Environment（環境）については、再生可能エネ
ルギーの導入、環境配慮型のグリーン製品・サー
ビスの開発・導入などの他に、ペーパーレス化、

デスクやオフィス周りのグリーン化など、身近
ですぐに始められる取り組みがある。Social
（社会）についても、多様な人材を活用するダイ
バーシティ＆インクルージョンの推進や従業員の
キャリア開発支援といった経営層を含め組織
全体での取り組みが必要な施策ではなく、従業
員のための健康イベントの開催や社内コミュニ
ケーションツールの活用など、比較的容易に始め
られ、分かりやすい施策がある。これからESG
経営を始める中小企業は、Environment（環
境）やSocial（社会）に関する取り組みから始め
てみてはいかがだろうか。

3 - 2 .

11

調査期間： 2024年9月9日～2024年10月11日

◼ 最も注力している分野（n=117)

44.4%

41.0%

14.5%

Environment（環境）
Social（社会）
Governance（ガバナンス/企業統治）

53
51

34
18

13
11

8
7

4
2

6

0 20 40 60

取り組むべきことが分かりやすいため
事業との親和性が高いため
採用強化・人材定着のため

コストがかからない・少なくて済むため
取引先から要望があったため

他分野と比較し弱い・これまで取り組めていない分野のため
その分野について社内でナレッジがあるため

社内からの要望があったため
その分野について取り組んでいる企業が多いため

他社事例やレポートなど汎用性の高い情報が最も多いため
その他

調査期間： 2024年9月9日～2024年10月11日

◼ 最も注力している理由（n=117) ※複数回答

ESG経営で最も注力している分野とその理由



42

第
３
章　

中
小
企
業
のE

S
G

へ
の
対
応

第
１
章

序
章

第
２
章

第
４
章

目
次

第
５
章

3 .  E S G経営の取り組み分野

12

最後に、ESG経営に取り組み始めた時期と次に
注力する分野についての調査結果を報告したい。
ESG経営に取り組み始めた時期については、半
数以上が、「2022年～2024年」と比較的最近と
いう結果であった。環境意識の高まりや、温室
効果ガス削減に向けた企業の取り組みが増えて
いることに加え、昨今、報道で企業の不祥事問
題が相次いで発信され、企業経営におけるESG
経営の重要性が問われた影響もあるのでは、と
推察される。また、最近ESG経営に取り組み始
めた企業が多いことから、まだ取り組めていな
い中小企業が、これから取り組むとしても決し
て遅くはないだろう。ぜひ、まだ取り組んでい
ない中小企業は、本レポートを参考に最初の一
歩を踏み出してみてはいかがだろうか。
そして、P10のESG経営で取り組んでいる分野
の調査で、現状１つ、もしくは２つの分野に取

り組んでいると回答した企業を対象に、次に注
力する分野について聞いた。ESG経営では３つ
の分野への取り組みや配慮が必要だといわれて
いる。表に色がついてる個所は現状取り組んで
いない分野を示している。例えば、１行目は
「現状取り組んでいる分野」がEのみである企
業群（26社）において、その「次に注力する分
野」として選択された結果が、E（８回答）、S
（９回答）、G（９回答）、という意味である。
S、Gにまだ取り組んでいないが、引き続きEに
注力すると考えている企業が約３割という状況
を示している。１つの分野を継続して取り組む
ことも１つの考えだが、３つの分野にバランス
よく取り組み、網羅的にESG経営を促進する企
業が増えることを期待したい。なお、本調査は
回答数が少ないため、今後も調査、検証を続け
ていく。

3 - 3 . ESG経営を取り組み始めた時期と次に注力する分野

調査期間： 2024年9月9日～2024年10月11日

◼ ESG経営を取り組み始めた時期（n=117)

16.2
% 3.4%

23.1
%

57.3%

2016年以前
2016年～2018年
2019年～2021年
2022年～2024年

現状取り組んでいる分野
次に注力する分野

E S G
Eのみ 26 8 9 9
Sのみ 13 2 5 5
Gのみ 1 - 1 -
EとS 21 4 7 10
EとG 6 2 3 1
SとG 10 6 2 1

◼ 次に注力する分野（n=117)

調査期間： 2024年9月9日～2024年10月11日

※すでに3つの分野に取り組んでいる回答、無効回答を除く
※表内のアルファベットは、E＝Environment（環境）、S＝Social（社会）、
G＝Governance（ガバナンス/企業統治）を表している
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報道で企業の不祥事問題が相次いで発信され、企業

経営におけるESG経営の重要性が問われた影響もあ

るのでは、と推察される。また、最近 ESG経営に取

り組み始めた企業が多いことから、まだ取り組めて

いない中小企業が、これから取り組むとしても決し

て遅くはないだろう。ぜひ、まだ取り組んでいない

中小企業は、本レポートを参考に最初の一歩を踏み

出してみてはいかがだろうか。

そして、P40の ESG経営で取り組んでいる分野の調

査で、現状１つ、もしくは２つの分野に取り組んで

いると回答した企業を対象に、次に注力する分野に

ついて聞いた。ESG経営では３つの分野への取り組

みや配慮が必要だといわれている。表に色がついて

る個所は現状取り組んでいない分野を示している。

例えば１行目は「現状取り組んでいる分野」がEのみ

である企業群（26 社）において、その「次に注力する

分野」として選択された結果が、E（８回答）、S（９

回答）、G（９回答）、という意味である。

S、Gにまだ取り組んでいないが、引き続き Eに注力

すると考えている企業が約３割という状況を示して

いる。１つの分野を継続して取り組むことも１つの

考えだが、３つの分野にバランスよく取り組み、網羅

的にESG経営を促進する企業が増えることを期待し

たい。なお、本調査は回答数が少ないため、今後も

調査、検証を続けていく。

3 .  E S G経営の取り組み分野
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ことも１つの考えだが、３つの分野にバランス
よく取り組み、網羅的にESG経営を促進する企
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調査期間： 2024年9月9日～2024年10月11日

◼ ESG経営を取り組み始めた時期（n=117)

16.2
% 3.4%

23.1
%

57.3%

2016年以前
2016年～2018年
2019年～2021年
2022年～2024年

現状取り組んでいる分野
次に注力する分野

E S G
Eのみ 26 8 9 9
Sのみ 13 2 5 5
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EとS 21 4 7 10
EとG 6 2 3 1
SとG 10 6 2 1

◼ 次に注力する分野（n=117)

調査期間： 2024年9月9日～2024年10月11日

※すでに3つの分野に取り組んでいる回答、無効回答を除く
※表内のアルファベットは、E＝Environment（環境）、S＝Social（社会）、
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本章の前半では、中小企業の ESG経営に関する認知状況、

さらに取り組み状況を把握する目的で行った中小企業経

営の実態調査の結果を報告した。

ESG経営の認知状況については、「知っており、他の人に

説明できる」と「知っているが、説明できるほどではない」

の合計が約４割との結果であった。中小企業経営者の認知

は、現状ではあまり進んでいない実態が明らかになった。

また、ESG経営を認知している経営者に対して取り組み状

況を問う設問では、「取り組んでいる」と回答した企業は

31.8%、また「取り組んではいないが、取り組みたいと思

っている・取り組む予定である」の 41.6% を合わせると、

７割に迫る企業が取り組みに前向きな回答をしているこ

とがわかった。ESG経営を認知する企業では、その取り組

みが進んでいることも示された。

一方、ESG経営に取り組めていない企業に対してその理由

を問う設問では、「他に優先すべき課題があり後回しとな

っているから」と「何から取り組めばよいかわからないか

ら」が回答の上位に並んだ。CO2排出量削減や省エネルギ

ー、労働環境の整備や多様性への配慮、コンプライアンス

重視の体制整備、これらは一見すると直接利益に結び付か

ないと感じてしまったり、具体的な手段まで考えつかなか

ったりすることが要因であると推察される。

ESG経営に取り組んでいない企業は、まずは日々の事業に

おいて取り組みやすいものから少しずつ挑戦してみても

らいたい。また、現在取り組んでいる企業は、その取り組

み内容をさらに実りのあるものに改善し続けることをお

勧めする。ESG経営の Environment（環境）への取り組み

として省エネルギーやリサイクルに取り組むことは重要

だが、サプライチェーン全体での排出量を把握する目的

で、取引先から温室効果ガスの排出量の可視化を求められ

るケースもあるだろう。働き方改革の推進や働きやすい職

場環境の整備、多様性の尊重などへの配慮がなされなけれ

ば、厳しい人手不足状況において労働者の離職につながる

リスクもある。ESG経営は目先の利益に直結しなくても、

中長期的な企業価値を創造し、持続可能な経営を後押しす

る重要な取り組みだといえるだろう。

本章の後半では、ESG経営に取り組むうえでの課題や、取

り組んだ際の効果、事業への影響などに関する調査結果を

報告する。

4. まとめ・あとがき
TOPIC

〇 ESG 経営は持続可能な経営を後押しする重要な取り組み

中小企業のESG経営に関する認知状況と取り組み状況

についての調査を行いました。ESG経営の認知度につ

いては、「知っており、他の人に説明できる」と「知っ

ているが、説明できるほどではない」を合わせても３

割強にとどまり、多くの経営者が ESG経営についての

認識が不足していました。また、ESG経営を認知して

いる企業のうち、実際に取り組んでいる企業も３割ほ

どで、中小企業の ESG経営はまだ始まったばかり、と

言えるでしょう。逆を言えば、まだ取り組んでいない

企業も、これから取り組み始めれば自社の強みにつな

がる可能性も多いにあります。

ESG経営は中長期的な企業価値の向上や持続可能な経

営の基盤となる重要な経営手法です。本レポートを参

考に、まずは、取り組みやすい分野や施策から第一歩

を踏み出す中小企業が少しでも増えることを期待しま

す。

フォーバル GDXリサーチ研究所
所長　平良 学
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Environment（環境）、Social（社会）、Governance

（ガバナンス /企業統治）の各分野に配慮した経営を

行うことを意味する ESG経営は、持続可能な経営の

実現や企業の社会的責任を果たすための指標として

注目されています。当初は投資家による企業評価の

判断材料として活用されていたものが、昨今はその

認知度の上昇、また大手企業を中心に ESG情報の開

示が進んでいることから、中小企業や消費者の間で

も関心が広がってきています。

しかしながら、中小企業における ESG経営への取り

組みは、必ずしも進んでいるとは言えない現状があ

ります。本章の前半でESG経営の取り組み状況を調

査したところ、４割に満たない結果でした。

ESG経営に取り組むことで、環境配慮型経営の推進

や働きやすい職場づくり、組織体制の強化などが期

待でき、それが持続可能な経営の実現に資するとい

われています。また、ESG経営は大企業のみならず、

中小企業にもメリットをもたらします。それが中小

企業において拡大しない背景には、どのような問題・

課題があるのでしょうか。また、中小企業がESG経営

に取り組むことで得られる効果には、どのようなもの

があるのでしょうか。

本章の後半では、前半に引き続き ESG経営を取り上

げ、取り組むうえでの課題や取り組むことによる事

業への影響、効果などについて、調査結果を基に検

証を行いました。

5.　ESG 経営に取り組むうえでの課題· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 45

6.　ESG 経営の事業への影響、取り組み効果

6-1.　ESG経営の事業への影響· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 47

6-2.　ESG経営の取り組み効果· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 48

7.　ESG 経営がもたらす社外への影響· · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · · 50
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本 TOPIC では、ESG 経営に取り組んでいる企業が

Environment（環境）、Social（社会）、Governance

（ガバナンス / 企業統治）それぞれの分野において

どのような課題を抱えているのか、についての調査

結果を報告する。

本章前半の「ESG経営の取り組み状況」の設問（P38）

において「取り組んでいる」と回答した 117 社に対

し、取り組むうえでの課題を聞いた。

まず、Environment（環境）の課題については、「CO2

排出量の把握ができないこと」が最も多く、全体の

34.6％を占めた。続いて「ペーパーレスが実現できて

いないこと」が 28.0％、次に「電気使用量CO2の削

減方法が分からないこと」、「導入コストが高いこと」

と続いた。

環境問題に取り組むうえでの基本として、自社の

CO2排出に関する現状を正確に把握すること、身近

なペーパーレス、紙の削減を進めることが挙げられ

る。ただ、ここが課題となっている企業が多いこと

からは、まだ取り組みの初期段階で試行錯誤をして

いる企業が多いことが見てとれる。

また、「ペーパーレスが実現できていない」と回答し

た企業は、デジタル化への取り組みが進まず、デジ

タルトランスフォーメーションの遅れにも繋がってい

る可能性がある。

第１章では、ESG経営に取り組んでいる企業
が Environment（環境）、Social（社会）、
Governance（ガバナンス/企業統治）それぞ

れの分野においてどのような課題を抱えてい
るのか、についての調査結果を報告する。

本レポートは「For Social Valueブルーレポート
2024年11月号」の続編となっている。前号の
「ESG経営の取り組み状況」の設問において
「取り組んでいる」と回答した117社に対し、
取り組むうえでの課題を聞いた。
まず、Environment（環境）の課題については、
「CO2排出量の把握ができないこと」が最も多
く、全体の34.6％を占めた。続いて「ペーパー
レスが実現できていないこと」が28.0％、次に
「電気使用量CO2の削減方法が分からないこ
と」、「導入コストが高いこと」と続いた。

環境問題に取り組むうえでの基本として、自社
のCO2排出に関する現状を正確に把握すること、
身近なペーパーレス、紙の削減を進めることが挙
げられる。ただ、ここが課題となっている企業が
多いことからは、まだ取り組みの初期段階で試行
錯誤をしている企業が多いことが見てとれる。
また、「ペーパーレスが実現できていない」と回
答した企業は、デジタル化への取り組みが進ま
ず、デジタルトランスフォーメーションの遅れ
にも繋がっている可能性がある。

※ For Social Value ブルーレポート 2024年11月号
https://gdx-research.com/wp-
content/uploads/2024/10/bluereport_202411.pdf

5

1 . E S G経営に取り組むうえでの課題

 ESG経営の取り組み状況（n=368)

調査期間： 2024年9月9日～2024年10月11日
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 「Environment（環境）」の分野の課題（n=117)
※複数回答可

調査期間： 2024年9月9日～2024年10月11日

再掲

5. ESG 経営に取り組むうえでの課題
TOPIC

再 掲
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続いて、Social（社会）、Governance（ガバナンス/企

業統治）の課題を紹介する。

Social（社会）の課題については、「ストレスチェック

ができていないこと」（25.7%）、「人事制度（評価・

賃金・教育など）が無いこと」（22.4%）、「賃上げが

できていないこと」（14.8%）と続いた。

最も多いストレスチェックに関しては、常時 50人以

上の労働者を使用する事業場においては、2015 年

12月から年に 1回以上の実施が義務化されている。

本設問に回答した企業の従業員規模のほとんどが 50

人未満だが、50 人以上の企業も存在する。実施でき

ていない当該企業は早急に実施体制を整える必要が

ある。２つ目の人事制度（評価・賃金・教育など）

についても、従業員のモチベーションに影響してし

まう可能性があるため、実施していない企業には取

り組んでほしい。

そして、Governance（ガバナンス /企業統治）につ

いては、「内部通報制度などの社内体制が構築でき

ていないこと」が 24.7% で最も高く、次いで「顧客

管理、サービスの品質管理等ができていないこと」で

23.3% の回答で、Social（社会）と同様社内体制関

連の課題が目立った。また、本設問については「こ

の分野については取り組んでいない」の回答の割合

が３つの分野のなかで最も多く、取り組みが進んで

いない状況も見てとれた。

最後に、Sと Gのどちらにおいても「その他」につ

いては、「順調に取り組んでいる」、「課題と感じた

ことはない」という回答が多く、特に課題を感じず

に取り組んでいる企業も一定数見られた。

1 . E S G経営に取り組むうえでの課題

続いて、Social（社会）、Governance（ガバナン
ス/企業統治）の課題を紹介する。
Social（社会）の課題については、「ストレスチェッ
クができていないこと」（29.9%）、「人事制度（評
価・賃金・教育など）が無いこと」（26.1%）、「賃上
げができていないこと」（17.2%）と続いた。
最も多いストレスチェックに関しては、常時50人
以上の労働者を使用する事業場においては、
2015年12月から年に1回以上の実施が義務化さ
れている。本設問に回答した企業の従業員規模
のほとんどが50人未満だが、50人以上の企業も
存在する。実施できていない当該企業は早急に
実施体制を整える必要がある。２つ目の人事制
度（評価・賃金・教育など）についても、従業
員のモチベーションに影響してしまう可能性が
あるため、実施していない企業には取り組んで
ほしい。

そして、Governance（ガバナンス/企業統治）
については、「内部通報制度などの社内体制が
構築できていないこと」が24.7%で最も高く、
次いで「顧客管理、サービスの品質管理等がで
きていないこと」で23.3%の回答で、 Social
（社会）と同様社内体制関連の課題が目立った。
また、本設問については「この分野については
取り組んでいない」の回答の割合が３つの分野
のなかで最も多く、取り組みが進んでいない状
況も見てとれた。

最後に、SとGのどちらにおいても「その他」に
ついては、「順調に取り組んでいる」、「課題
と感じたことはない」という回答が多く、特に
課題を感じずに取り組んでいる企業も一定数見
られた。

6

調査期間： 2024年9月9日～2024年10月11日

25.7%
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14.8%
8.7%

7.7%
6.6%

5.5%
8.7%

0% 10% 20% 30%

ストレスチェックができていないこと
人事制度（評価・賃金・教育など）が無いこと

賃上げができていないこと
三六協定が提出できていない、または三六協定を提出しているが、守れていないこと

育児・介護等の休業制度が作れないこと
有休休暇の取得率が著しく低いこと

この分野については取り組んでいない
その他

24.7%
23.3%

14.0%
12.7%

10.7%
4.0%

10.7%

0% 10% 20% 30%
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顧客管理、サービスの品質管理等ができていないこと

この分野については取り組んでいない
経営理念が策定できていないこと

認められていない個人PC、携帯が業務で使用されていること
従業員の不正や規定違反などが定期的に発生していること

その他

 「Social（社会）」の分野の課題（n=117)

 「Governance（ガバナンス/企業統治）」の分野の課題（n=117)
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調査期間： 2024年9月9日～2024年10月11日
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本TOPICでは、ESG 経営に取り組んでいる企業の

事業への影響、そして、取り組んだうえでの効果に

ついて報告する。取り組んでいる企業では、事業に

対してどのような影響、効果があるのだろうか。

まず、ESG経営に取り組んでいる企業のその具体的

な内容については、「ESG経営に対する情報収集を

積極的に行っている」と回答した企業が最も多く、

「ESG経営に対する取り組みを社外に発信できてい

る」や「ESG経営に関する戦略や方針が策定されて

いる」になると、回答数が下がる。ESG経営に取り

組んではいるが、情報収集がメインという企業が多

かった。

次に、残りの２つの調査結果を合わせて見てみたい。

「ESG経営へ取り組むことでプラスの影響を感じて

いるか」については、「とても感じている」と「や

や感じている」を合わせた約７割の企業がプラスの

影響を感じていた。ただ、「ESG経営への取り組み

を営業活動に活用できているか」については、「とて

も活用できている」、「やや活用できている」を合わ

せ、活用できている企業は約３割まで少なくなる。

ESG経営に取り組むことが経営、事業活動全体にお

いてプラスの影響を感じている企業は多い。ただ、

その一方でそれを強みとして活かすことができてい

ない企業も多い状況であった。企業経営においてこ

れからの世の中が求める新たな取り組みをいち早く

進めることが企業の差別化、強みにつながることも

多くある。ESG経営に取り組んでいる企業はぜひ、

営業活動を始めとする事業活動に活かしていただき

たい。

第２章では、ESG経営に取り組んでいる企業の事
業への影響、そして、取り組んだうえでの効果に

ついて報告する。取り組んでいる企業では、事業
に対してどのような影響、効果があるのだろうか。

まず、ESG経営に取り組んでいる企業のその具体
的な内容については、「ESG経営に対する情報収集
を積極的に行っている」と回答した企業が最も多
く、「ESG経営に対する取り組みを社外に発信で
きている」や「ESG経営に関する戦略や方針が策
定されている」になると、回答数が下がる。ESG
経営に取り組んではいるが、情報収集がメインと
いう企業が多かった。
次に、残りの２つの調査結果を合わせて見てみた
い。「ESG経営へ取り組むことでプラスの影響を
感じているか」については、「とても感じている」
と「やや感じている」を合わせた約７割の企業が
プラスの影響を感じていた。ただ、「ESG経営への

取り組みを営業活動に活用できているか」につい
ては、「とても活用できている」、「やや活用でき
ている」を合わせ、活用できている企業は約３割
まで少なくなる。
ESG経営に取り組むことが経営、事業活動全体に
おいてプラスの影響を感じている企業は多い。た
だ、その一方でそれを強みとして活かすことがで
きていない企業も多い状況であった。企業経営に
おいてこれからの世の中が求める新たな取り組み
をいち早く進めることが企業の差別化、強みにつ
ながることも多くある。ESG経営に取り組んでい
る企業はぜひ、営業活動を始めとする事業活動に
活かしていただきたい。

2 - 1 . ESG経営の事業への影響

2 .  E S G経営の事業への影響、取り組み効果

8調査期間： 2024年9月9日～2024年10月11日 調査期間： 2024年9月9日～2024年10月11日

 ESG経営の取り組み状況（n=117)
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ESG経営に対する情報収集を積極的に行っている
ESG経営に対する取り組みを社外に発信できている

ESG経営に関する戦略や方針が策定されている
ESG経営の考えが社内に浸透している

ESG経営を浸透させるために社内研修などを行っている
ESG経営の専任部署や実行予算が組まれている

ESG経営に関する取り組みの発信の形式やルールが整っている
取引先のESG経営に対する取り組みの評価軸を持っている

当てはまるものはない

16.2
%

53.0%

23.9
%

6.8%

とても感じている
やや感じている
あまり感じていない
全く感じていない

5.1%

25.6
%

50.4%

18.8
% とても活用できている

やや活用できている
あまり活用できていない
全く活用できていない

 ESG経営へ取り組むことでプラスの影響を感じているか
（n=117)

 ESG経営への取り組みを営業活動に活用できているか
（n=117)

調査期間： 2024年9月9日～2024年10月11日

6. ESG 経営の事業への影響、取り組み効果

6-1.　ESG 経営の事業への影響

TOPIC

第２章では、ESG経営に取り組んでいる企業の事
業への影響、そして、取り組んだうえでの効果に

ついて報告する。取り組んでいる企業では、事業
に対してどのような影響、効果があるのだろうか。

まず、ESG経営に取り組んでいる企業のその具体
的な内容については、「ESG経営に対する情報収集
を積極的に行っている」と回答した企業が最も多
く、「ESG経営に対する取り組みを社外に発信で
きている」や「ESG経営に関する戦略や方針が策
定されている」になると、回答数が下がる。ESG
経営に取り組んではいるが、情報収集がメインと
いう企業が多かった。
次に、残りの２つの調査結果を合わせて見てみた
い。「ESG経営へ取り組むことでプラスの影響を
感じているか」については、「とても感じている」
と「やや感じている」を合わせた約７割の企業が
プラスの影響を感じていた。ただ、「ESG経営への

取り組みを営業活動に活用できているか」につい
ては、「とても活用できている」、「やや活用でき
ている」を合わせ、活用できている企業は約３割
まで少なくなる。
ESG経営に取り組むことが経営、事業活動全体に
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ESG経営に取り組んだ効果を本ページ、次ページの

２ページで報告する。効果については、「業績」、「競

合優位性」、「採用活動」、「社内の労働環境」、「周囲

からの評判」、「取引先からの評判」、「求職者からの

評判」の７つの項目で調査をした。

本ページで「業績」についての結果を掲載している。

「とてもプラスの変化があった」、「ややプラスの変化

があった」を合わせ 39.3%、約４割の企業が効果を

実感していた。最も回答が多かったのは「特に変化

はなかった」であり、ESG経営に取り組んでいるも

のの業績に変化が出ていない企業が数としては最も

多い。

次ページに掲載している残り６つの項目についても

概ね同様の傾向がであった。そのなかでも、「社内の

労働環境」に関しては最も多い、45%を超える企業

が効果を実感していた。ESG経営、特に Social（社

会）、Governance（ガバナンス /企業統治）について

は、身近な従業員や組織の体制整備に関連するもの

が多い。そのため、「社内の労働環境」における効果

を実感しやすいのかもしれない。

逆に、「採用活動」、「求職者からの評判」といった採

用に関連する項目では、効果が30%を下回る低い結果

であった。前ページの取り組み状況でも「ESG経営

に対する取り組みを社外に発信できている」を選択

した企業は多くなかったため、それが影響している

可能性も考えられる。

ESG経営に限らず、取り組みをしても、それを発信

しないことには外部への周知は難しい。採用関連で

効果を実感していない企業は情報発信を強化し、取

り組みを外部に伝えることに力を注いでみてはいか

がだろうか。

2 .  E S G経営の事業への影響、取り組み効果

9

ESG経営に取り組んだ効果を本ページ、次ペー
ジの２ページで報告する。効果については、
「業績」、「競合優位性」、「採用活動」、「社内
の労働環境」、「周囲からの評判」、「取引先から
の評判」、「求職者からの評判」の７つの項目で
調査をした。
本ページでは「業績」についての結果を掲載して
いる。「とてもプラスの変化があった」、「やや
プラスの変化があった」を合わせ39.3%、約４割
の企業が効果を実感していた。最も回答が多かっ
たのは「特に変化はなかった」であり、ESG経営
に取り組んでいるものの業績に変化が出ていない
企業が数としては最も多い。
次ページに掲載している残り６つの項目につい
ても概ね同様の傾向がであった。そのなかでも、
「社内の労働環境」に関しては最も多い、45%
を超える企業が効果を実感していた。ESG経営、

特にSocial（社会）、Governance（ガバナンス/
企業統治）については、身近な従業員や組織の体
制整備に関連するものが多い。そのため、「社内
の労働環境」における効果を実感しやすいのか
もしれない。
逆に、「採用活動」、「求職者からの評判」といっ
た採用に関連する項目では、効果が30%を下回る
低い結果であった。前ページの取り組み状況で
も「ESG経営に対する取り組みを社外に発信で
きている」を選択した企業は多くなかったため、
それが影響している可能性も考えられる。
ESG経営に限らず、取り組みをしても、それを発
信しないことには外部への周知は難しい。採用
関連で効果を実感していない企業は情報発信を
強化し、取り組みを外部に伝えることに力を注
いでみてはいかがだろうか。

2 - 2 . ESG経営の取り組み効果

調査期間： 2024年9月9日～2024年10月11日
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特に変化はなかった
ややマイナスの変化があった
とてもマイナスの変化があった

 ESG経営の効果：業績（n=117)

6-2.　ESG 経営の取り組み効果
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本TOPIC では、ESG 経営がもたらす他社への影響

について調査した結果を報告する。なお、TOPIC７

は ESG 経営を認知している企業に対しての調査結

果となる。

ESG経営がもたらす他社への影響について調査すべ

く、「ESG経営に取り組んでいる企業と取引をした

いと思うか」、「ESG経営に考慮した商材やサービス

について」の２つについて聞いた。

「ESG経営に取り組んでいる企業と取引をしたいと

思うか」では、「とてもそう思う」が 13.6%、「やや

そう思う」が 57.1% となり、合計で 70.7% が肯定

的な意見を示した。ESG経営に取り組み、それを示

すことで外部企業との取引に好影響を与える可能性

がある。今後、ESG経営の必要性が増すことは恐ら

く間違いないだろう。まだ取り組んでいない企業は

一日でも早く取り組むことを推奨したい。

「ESG経営に考慮した商材やサービスについて」で

は、「同等の金額であればESG経営に考慮した商材・

サービスの方を選択する」が 71.5% と最も多い回答

を占め、「多少予算を上回っていても ESG経営に考

慮した商材・サービスの方を選択する」の7.6%を加

えると８割以上となった。これは、ESG経営に考慮

した商材、サービスが、そうではないものよりもマー

ケットから受け入れられることを表しているといえる

だろう。この流れは今後もより一層強くなることが

予想される。

第３章では、ESG経営がもたらす他社への影
響について調査した結果を報告する。なお、

第３章はESG経営を認知している企業に対し
ての調査結果となる。

ESG経営がもたらす他社への影響について調査
すべく、「ESG経営に取り組んでいる企業と
取引をしたいと思うか」、「ESG経営に考慮した
商材やサービスについて」の２つについて聞い
た。
「ESG経営に取り組んでいる企業と取引をし
たいと思うか」では、「とてもそう思う」が
13.6%、「ややそう思う」が57.1%となり、合計
で70.7%が肯定的な意見を示した。ESG経営に
取り組み、それを示すことで外部企業との取引
に好影響を与える可能性がある。今後、ESG経
営の必要性が増すことは恐らく間違いないだろ
う。まだ取り組んでいない企業は一日でも早く

取り組むことを推奨したい。
「ESG経営に考慮した商材やサービスについ
て」では、「同等の金額であればESG経営に
考慮した商材・サービスの方を選択する」が
73.5%と最も多い回答を占め、「多少予算を上
回っていてもESG経営に考慮した商材・サービ
スの方を選択する」の7.8%を加えると８割以上
となった。これは、ESG経営に考慮した商材、
サービスが、そうではないものよりもマーケッ
トから受け入れられることを表しているといえ
るだろう。この流れは今後もより一層強くなる
ことが予想される。

12

3 .  E S G経営がもたらす他社への影響

 ESG経営に取り組んでいる企業と取引をしたい
と思うか（n=368)

13.6
%

57.1%

24.2
%

5.2%

とてもそう思う
ややそう思う
あまりそう思わない
全くそう思わない

 ESG経営に考慮した商材やサービスについて
（n=368)

調査期間： 2024年9月9日～2024年10月11日 調査期間： 2024年9月9日～2024年10月11日

7.6
%

71.5%

17.9%

3.0%

多少予算を上回っていても
ESG経営に考慮した商材・
サービスの方を選択する
同等の金額であればESG経
営に考慮した商材・サービ
スの方を選択する
価格が安い商材・サービス
の方を選択する

その他

7. ESG 経営がもたらす社外への影響
TOPIC
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TOPIC
8. まとめ・あとがき

本章の後半では、中小企業が ESG経営に取り組むうえ

での課題や事業への影響、取り組み効果などについて、

調査結果をもとに分析を行った。

まずは ESG 経営の課題については、３分野のうち

Environment（環境）に関するものとして「CO2排出量

の把握ができないこと」「ペーパーレスが実現できていな

いこと」が上位となった。双方とも、環境への取り組み

としては初期段階といえるものである。続く Social（社

会）では、「ストレスチェックできていないこと」「人事

制度（評価・賃金・教育など）が無いこと」が上位とな

った。ここからは、労働者への配慮や育成など、組織と

して丁寧な対応を求められるものが遅れている、その実

態が浮き彫りになった。

そして３つ目の Governance（ガバナンス /企業統治）

においては、「内部通報制度などの社内体制の構築」や

「顧客管理、サービスの品質管理等ができていないこと」

が上位であった。これらは持続可能な経営体制の構築に

向けた基本的な取り組みともいえるものである。特に後

者は対取引先、対顧客への配慮として欠かせないもので

ある。トラブルを避けるためにも、優先的に取り組む必

要があるだろう。

こうした回答結果からわかるように、各項目は経営上と

ても重要な取り組みであるものの、必ずしも緊急性はな

いため、日々の経営環境では後回しにされてしまう傾向

があると考えられる。

一方、ESG経営がもたらす影響に関する調査結果を見

ると、例えば自社事業に対しては ESG経営に取り組む

企業の約４割が業績面でプラスの変化があったと回答

し、取引先からの評判や社内の労働環境についても同様

のプラスの変化が期待できることが分かった。ESG経

営に取り組むことにより、各分野における自社内での効

率化や改善が進むことはもちろん、外部評価や企業ブラ

ンディングへの効果が期待できる。これは持続可能な企

業運営に不可欠な視点である。

このように、本調査結果からは ESG経営が中小企業経

営にとって有効な手段であること、さらには将来的に

「選ばれる企業」になるためには重要な要素であること

が示された。ESG経営への取り組みが進んでいない企

業は、本調査結果を参考に取り組みを強化してみてはい

かがだろうか。

〇 ESG 経営は持続可能な経営を後押しする重要な取り組み

本章の後半では、ESG経営に取り組んでいる企業を中

心に、ESG経営への対応の課題や効果、事業や社外へ

の影響についての調査結果を報告しました。

ESG経営に取り組んでいる企業の69.2%が ESG経営

によるプラスの影響を、約3割～ 4割の企業がESG経

営の効果を実感していました。また、「ESG経営に取り

組んでいる企業と取引をしたいと思うか」について

70.7%が肯定的な意見を示し、ESG経営に取り組むこ

とが選ばれる企業につながることが示唆されていま

す。しかし、取り組むうえでの課題も多く、まだ一歩

を踏み出せていない企業が多いことも事実です。

ただ、大手企業だけでなく、中小企業もESG経営に取

り組む必要性が今後も増していくことは確実と言える

でしょう。

ESG経営に取り組み、経営基盤の確立や社会的評価の向

上につながる中小企業が増えることを祈念いたします。

フォーバル GDXリサーチ研究所
所長　平良 学
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中小企業の次世代戦略への対応
〈 事業拡大のための次世代成長戦略 〉
〈 人的資本に関する次世代成長戦略 〉
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2024年の世界経済は緩やかな成長を見せているとい

われています。国内に目を向けても、「失われた30年」

といわれた低成長時代を経て、物価上昇を上回る賃

上げや最低賃金の引き上げを目指し、成長型経済へ

の移行に向けた様々な戦略が政府から打ち出されて

います。

その戦略を具体的に示しているのが「経済財政運営

と改革の基本方針（骨太の方針）」です。令和６年版

では副題に「賃上げと投資がけん引する成長型経済

の実現」が示されました。賃上げに向けては、構造

的な価格転嫁の実現や労働市場改革、投資に向けて

はDXやGXはもとより、科学技術の振興、資産運用

の推進、スタートアップ支援なども含まれます。そし

て、こうした取り組みを支える重要な経済基盤として

注目されているのが、骨太の方針にも示された「豊か

さを支える中堅・中小企業の活性化」です。

今後の日本経済の行方が、中小企業の活力創出にか

かっていることは間違いないでしょう。そうした中で、

中小企業は自らの「稼ぐ力」獲得に向けて、どのよう

な準備や取り組みを進めているのでしょうか。第４章

では前半と後半にわたり、中小企業の成長型経済へ

の挑戦について報告を行います。前半は「次世代成

長戦略」、すなわち成長戦略（計画）の策定状況と、

事業拡大のための施策（設備投資や海外展開、M&A

など）への取り組み、その効果や課題などに関する調

査結果をお伝えします。

中小企業の次世代戦略への対応
SUBJECT

〈 事業拡大のための次世代成長戦略 〉
1
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本調査における成長戦略の定義は「事業の成長を目

的として立てる戦略や計画」としている。次世代に向

けた成長戦略の策定状況を問う設問では、「直近1年

の成長戦略が立てられている」が 31.0％、「2年先～

5年先まで成長戦略が立てられている」が 26.3％。6

年先～ 10 年先、それ以上先の計画も含めると、合計

61.6％の企業が計画を立てていることがわかった。

ただ、最も多い回答は「成長戦略は立てられていな

い」の 38.3％であり、現状では、未来に目を向けら

れていない経営者も一定数存在することが明らかに

なった。

次に、次世代に向けた成長戦略を策定できていない

企業に理由を聞いたところ、最も多かった回答は「現

状の事業戦略や業務対応で手一杯だから」であり、

「必要性を感じていないから」、「立て方がわからない

から」と続いた。

現状の業務に追われ、成長戦略の策定にまで手が回

らない企業や、どう策定すればよいか分からない、と

いう企業が多い状況であった。自社だけでの対応が

難しい場合は、必要に応じて外部の専門家の活用も

検討するとよいだろう。

成長戦略は企業が目指す方向を示すもので非常に重

要である。現状の事業や経営で手一杯だとしても、ま

ずは短期的な成長戦略から策定してほしい。

本 TOPICでは、次世代に向けた成長戦略の策定状況

や、今後の経営に必要だと考える施策についての調

査結果を報告する。中小企業のこれらの取り組みに

は、どのようなものがあるのだろうか。

第１章では、次世代に向けた成長戦略の策定状
況や、今後の経営に必要だと考える施策について

の調査結果を報告する。中小企業のこれらの取
り組みには、どのようなものがあるのだろうか。

本調査における成長戦略の定義は「事業の成
長を目的として立てる戦略や計画」としてい
る。次世代に向けた成長戦略の策定状況を問
う設問では、「直近1年の成長戦略が立てら
れている」が31.0％、「2年先～5年先まで成
長戦略が立てられている」が26.3％。6年先
～10年先、それ以上先の計画も含めると、合
計61.6％の企業が計画を立てていることがわ
かった。ただ、最も多い回答は「成長戦略は
立てられていない」の38.3％であり、現状で
は、未来に目を向けられていない経営者も一
定数存在することが明らかになった。
次に、次世代に向けた成長戦略を策定できて
いない企業に理由を聞いたところ、最も多

かった回答は「現状の事業戦略や業務対応で
手一杯だから」であり、「必要性を感じてい
ないから」、「立て方がわからないから」と
続いた。
現状の業務に追われ、成長戦略の策定にまで
手が回らない企業や、どう策定すればよいか
分からない、という企業が多い状況であった。
自社だけでの対応が難しい場合は、必要に応
じて外部の専門家の活用も検討するとよいだ
ろう。
成長戦略は企業が目指す方向を示すもので非
常に重要である。現状の事業や経営で手一杯
だとしても、まずは短期的な成長戦略から策
定してほしい。

1 - 1 .次世代に向けた成長戦略の策定状況

5

1 . 成長戦略、今後の経営に必要な施策

◼ 次世代に向けた成長戦略の策定状況（n=934）

調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日

◼ 成長戦略を策定できていない理由（n=358）※複数回答可

調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日

31.0%

26.3%

3.1%

1.2%

38.3%

直近1年の成長戦略が立て
られている
2年先～5年先まで成長戦
略が立てられている
6年先～10年先まで成長
戦略が立てられている
それ以上先まで成長戦略
が立てられている
成長戦略は立てられてい
ない

41.1%

30.7%

22.9%

20.1%

8.1%

7.5%

6.1%

4.7%

0% 20% 40% 60%

現状の事業戦略や業務対応…
必要性を感じていないから
立て方がわからないから
成長戦略のための資金や人…
市場や競合状況の情報が不…
新たな取り組みによるリス…
戦略策定にあたり相談先が…

その他

現状の事業戦略や業務対応で手一杯だから
必要性を感じていないから
立て方がわからないから

成長戦略のための資金や人材などのリソースが
足りていないから

市場や競合状況の情報が不足しているから
新たな取り組みによるリスクを回避したいから
戦略策定にあたり相談先が見つからないから

その他

1. 成長戦略、今後の経営に必要な施策
TOPIC

1-1.　次世代に向けた成長戦略の策定状況

第１章では、次世代に向けた成長戦略の策定状
況や、今後の経営に必要だと考える施策について

の調査結果を報告する。中小企業のこれらの取
り組みには、どのようなものがあるのだろうか。

本調査における成長戦略の定義は「事業の成
長を目的として立てる戦略や計画」としてい
る。次世代に向けた成長戦略の策定状況を問
う設問では、「直近1年の成長戦略が立てら
れている」が31.0％、「2年先～5年先まで成
長戦略が立てられている」が26.3％。6年先
～10年先、それ以上先の計画も含めると、合
計61.6％の企業が計画を立てていることがわ
かった。ただ、最も多い回答は「成長戦略は
立てられていない」の38.3％であり、現状で
は、未来に目を向けられていない経営者も一
定数存在することが明らかになった。
次に、次世代に向けた成長戦略を策定できて
いない企業に理由を聞いたところ、最も多

かった回答は「現状の事業戦略や業務対応で
手一杯だから」であり、「必要性を感じてい
ないから」、「立て方がわからないから」と
続いた。
現状の業務に追われ、成長戦略の策定にまで
手が回らない企業や、どう策定すればよいか
分からない、という企業が多い状況であった。
自社だけでの対応が難しい場合は、必要に応
じて外部の専門家の活用も検討するとよいだ
ろう。
成長戦略は企業が目指す方向を示すもので非
常に重要である。現状の事業や経営で手一杯
だとしても、まずは短期的な成長戦略から策
定してほしい。

1 - 1 .次世代に向けた成長戦略の策定状況

5

1 . 成長戦略、今後の経営に必要な施策

◼ 次世代に向けた成長戦略の策定状況（n=934）

調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日

◼ 成長戦略を策定できていない理由（n=358）※複数回答可

調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日

31.0%

26.3%

3.1%

1.2%

38.3%

直近1年の成長戦略が立て
られている
2年先～5年先まで成長戦
略が立てられている
6年先～10年先まで成長
戦略が立てられている
それ以上先まで成長戦略
が立てられている
成長戦略は立てられてい
ない

41.1%

30.7%

22.9%

20.1%

8.1%

7.5%

6.1%

4.7%

0% 20% 40% 60%

現状の事業戦略や業務対応…
必要性を感じていないから
立て方がわからないから
成長戦略のための資金や人…
市場や競合状況の情報が不…
新たな取り組みによるリス…
戦略策定にあたり相談先が…

その他

現状の事業戦略や業務対応で手一杯だから
必要性を感じていないから
立て方がわからないから

成長戦略のための資金や人材などのリソースが
足りていないから

市場や競合状況の情報が不足しているから
新たな取り組みによるリスクを回避したいから
戦略策定にあたり相談先が見つからないから

その他
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次に、全ての企業に、今後の経営に必要と考える施

策について聞いた。

最も回答が多かったのは、「生産性向上のための設備

投資」が 38.8％を占めた。次いで「支援機関の活用」

が 26.0％、そして、「事業承継」の 23.6％と続く。新

型コロナウイルス感染症対策や補助金申請などを通

じて、支援機関の活用が企業に少しずつ浸透してき

たと考えられたり、中小企業経営者の高齢化が進む

中、事業承継の必要性が課題となっていることが表

れていたりといった傾向が見てとれた。

「その他」の回答として挙がった施策としては、売上

拡大・顧客拡大、営業力強化、資金繰り・資金調達、

事業の多角化、新商品開発、外部の協力会社を増やす

こと、企業連携などであった。

各企業が自社の状況や業界特性に応じて、独自の成長

戦略を模索していることがうかがえた。

多くの企業が生産性向上や事業継続性の確保に向け

て、様々な経営施策に取り組む必要性を認識してい

ることが明らかとなった。本調査で示された上位の

施策については今後、取り組みが一層加速していく

ことが予想される。

1 . 成長戦略、今後の経営に必要な施策

6

次に、全ての企業に、今後の経営に必要と考え
る施策について聞いた。
最も回答が多かったのは、「生産性向上のため
の設備投資」が38.8%を占めた。次いで「支援
機関の活用」が26.0%、そして、「事業承継」の
23.6%と続く。新型コロナウイルス感染症対策
や補助金申請などを通じて、支援機関の活用が
企業に少しずつ浸透してきたと考えられたり、
中小企業経営者の高齢化が進む中、事業承継の
必要性が課題となっていることが表れていたり
といった傾向が見てとれた。
「その他」の回答として挙がった施策としては、

売上拡大・顧客拡大、営業力強化、資金繰り・
資金調達、事業の多角化、新商品開発、外部の
協力会社を増やすこと、企業連携などであった。
各企業が自社の状況や業界特性に応じて、独自
の成長戦略を模索していることがうかがえた。

多くの企業が生産性向上や事業継続性の確保に
向けて、様々な経営施策に取り組む必要性を認
識していることが明らかとなった。本調査で示
された上位の施策については今後、取り組みが
一層加速していくことが予想される。

1 - 2 .今後の経営に必要な施策

調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日

◼ 今後の経営に必要と考える施策（n=934）※複数回答可

38.8%
26.0%

23.6%
17.5%

12.5%
8.2%

6.5%
5.7%

11.8%

0% 10% 20% 30% 40%

生産性向上のための設備投資
支援機関の活用

事業承継
女性活躍
M＆A

海外展開
特になし

従業員の育成
その他

1-2.·今後の経営に必要な施策
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事業拡大のための取り組みについて、今回は、政府

の骨太の方針にも示されている、中小企業が取り組

むべき「生産性の向上に向けた設備投資」、「海外展

開」、「M&A」の３つに絞り調査を実施した。

P55 の「今後の経営に必要だと考える施策」の調査

結果でも回答が多かった「生産性の向上に向けた設

備投資」が、３つの中では「取り組んでいる」と回答

した企業が 26.1％と最も多かった。これに「取り組

んでいないが、取り組みたいと思っている・取り組む

予定である」とした企業を合わせると 61.3% となり、

多くの企業が重要視していることが分かる。一方、

「海外展開」については両方合わせて22.1%、「M&A」

は 20.9%と割合が下がり、現状では「取り組んでおら

ず、取り組む予定もない」とする企業の割合が高い。

人口減少が進む日本において、海外マーケットへの展

開や他分野への参入、バリューチェーンの拡大が図れ

るM&Aは、中小企業にとっても重要な施策となるだ

ろう。

ただ、本調査においては、必要性を感じていない企

業が多いことが明らかとなった。

本TOPIC では、次世代成長戦略における中小企業の

事業拡大のための取り組みについて、全体と業種別

でそれぞれ検証した。第２章では、次世代成長戦略における中小企
業の事業拡大のための取り組みについて、全体

と業種別でそれぞれ検証した。

事業拡大のための取り組みについて、今回は、
政府の骨太の方針にも示されている、中小企業
が取り組むべき「生産性の向上に向けた設備投
資」、「海外展開」、「M&A」の３つに絞り
調査を実施した。
６ページの「今後の経営に必要だと考える施
策」の調査結果でも回答が多かった「生産性の
向上に向けた設備投資」が、３つの中では「取り
組んでいる」と回答した企業が26.1％と最も多
かった。これに「取り組んでいないが、取り組
みたいと思っている・取り組む予定である」と
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業が重要視していることが分かる。一方、「海
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◼ 次世代成長戦略（事業拡大）の取り組み状況（n=934）
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次に、事業拡大のための取り組みの状況について、業

種別で傾向や特徴があるかを見ていきたい。本調査

の対象は、回答数が 70 以上の企業に限定している。

「生産性の向上に向けた設備投資」については、「取

り組んでいる」と回答した割合が情報通信業と製造

業で 30％を超えており、両業種でより積極性がうか

がえる結果となった。製造業においては「取り組ん

でいないが、取り組みたいと思っている・取り組む

予定である」も合わせると 76.4% を超えた。製造業

は他業種よりも、様々な設備を活用しており、設備

投資による恩恵を受けやすい側面があると考えられ

る。

「海外展開」では、卸売業、小売業に特徴が見られ

た。「取り組んでいる」と「取り組んでいないが、取

り組みたいと思っている・取り組む予定である」を

合わせると、44.8% と約半分が積極性を示した。卸

売業については日系製造業の海外出荷拡大の波に乗

り、海外展開を図る企業が多いことも可能性の１つ

として考えられる。

「M&A」についても、「海外展開」同様、全業種を通

して消極的な傾向が見られた。学術研究、専門・技

術サービス業が「取り組んでいる」、「取り組んでい

ないが、取り組みたいと思っている・取り組む予定

である」を合わせて 34.9% であった。

このように、「生産性の向上に向けた設備投資」では

製造業が、「海外展開」では卸売業、小売業が積極的

であるというように、業種別に見ることによって、取

り組み状況や意識の違いが浮き彫りになった。
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■取り組んでいないが、取り組みたいと思っている・取り組む予定である
■取り組んでおらず、取り組む予定もない
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34.2%

37.3%

29.5%

51.5%

35.4%

23.6%

44.7%

34.9%

38.5%
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次に、事業拡大のための取り組みの状況について、業
種別で傾向や特徴があるかを見ていきたい。本調査
の対象は、回答数が70以上の企業に限定している。
「生産性の向上に向けた設備投資」については、
「取り組んでいる」と回答した割合が情報通信業
と製造業で30％を超えており、両業種でより積極
性がうかがえる結果となった。製造業においては
「取り組んでいないが、取り組みたいと思ってい
る・取り組む予定である」も合わせると76.4%を
超えた。製造業は他業種よりも、様々な設備を活
用しており、設備投資による恩恵を受けやすい側
面があると考えられる。
「海外展開」では、卸売業、小売業に特徴が見られ
た。「取り組んでいる」と「取り組んでいないが、

取り組みたいと思っている・取り組む予定である」
を合わせると、44.8%と約半分が積極性を示した。
卸売業については日系製造業の海外出荷拡大の波
に乗り、海外展開を図る企業が多いことも可能性
の１つとして考えられる。
「M&A」についても、「海外展開」同様、全業種を
通して消極的な傾向が見られた。学術研究、専門・
技術サービス業が「取り組んでいる」、「取り組ん
でいないが、取り組みたいと思っている・取り組
む予定である」を合わせて34.9%であった。
このように、「生産性の向上に向けた設備投資」では
製造業が、「海外展開」では卸売業、小売業が積極
的であるというように、業種別に見ることによって、
取り組み状況や意識の違いが浮き彫りになった。
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まず、「生産性の向上に向けた設備投資」の効果と取

り組み内容、それぞれの結果を報告する。

「生産性の向上に向けた設備投資」に取り組んでいる

と回答した企業の効果については、57.4％が「業績に

プラスの変化があった」と答え、取り組んだ企業の

半分以上が効果を実感していた。そして、取り組ん

だものの「業績に変化はない」が 41.0％、「業績にマ

イナスの変化があった」が 1.6％と続いた。

具体的な取り組みとしては、「IT ツールの導入・活用」

が 64.8％で最多となり、続いて「業務の標準化」が

43.4％、「職場環境の整備」が 37.7％と続いた。

今回、「IT ツールの導入・活用」が、従来から一般的

に行われてきた「無駄な業務の洗い出し」や「人員

配置の見直し」を大きく上回った。近年、様々な業

界で注目、促進されているデジタルトランスフォー

メーションの影響も考えられるだろう。

「その他」の回答としては、「業務の省力化」、「自社

サービス開発」、「使用している設備の更新、入れ替

え」などが並んだ。

本TOPICでは、「生産性の向上に向けた設備投資」、

「海外展開」、「M&A」に取り組んだ企業を対象に、そ

の効果や取り組み背景、課題について、また、取り

組めていない・取り組んでいない企業に対しては、そ

の理由について調査した結果を報告する。

第３章では、「生産性の向上に向けた設備投資」、
「海外展開」、「M&A」に取り組んだ企業を対
象に、その効果や取り組み背景、課題について、

また、取り組めていない・取り組んでいない企
業に対しては、その理由について調査した結果
を報告する。

まず、「生産性の向上に向けた設備投資」の
効果と取り組み内容、それぞれの結果を報告
する。
「生産性の向上に向けた設備投資」に取り組
んでいると回答した企業の効果については、
57.4％が「業績にプラスの変化があった」と答
え、取り組んだ企業の半分以上が効果を実感
していた。そして、取り組んだものの「業績
に変化はない」が41.0％、「業績にマイナス
の変化があった」が1.6％と続いた。

具体的な取り組みとしては、「ITツールの導
入・活用」が64.8％で最多となり、続いて

「業務の標準化」が43.4％、「職場環境の整
備」が37.7％と続いた。
今回、「ITツールの導入・活用」が、従来か
ら一般的に行われてきた「無駄な業務の洗い
出し」や「人員配置の見直し」を大きく上
回った。近年、様々な業界で注目、促進され
ているデジタルトランスフォーメーションの影
響も考えられるだろう。

「その他」の回答としては、「業務の省力
化」、「自社サービス開発」、「使用してい
る設備の更新、入れ替え」などが並んだ。
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調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日

調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日

64.8%

43.4%

37.7%

34.4%

25.8%

24.2%

14.3%

4.1%

0% 20% 40% 60% 80%

ITツールの導入・活用

業務の標準化

職場環境の整備

無駄な業務の洗い出し

人員配置の見直し

従業員のスキルアップ研修や制度の導入

業務のアウトソーシング

その他

57.4%

41.0%

1.6%

業績にプラスの変化が
あった
業績に変化はない

業績にマイナスの変化
があった

◼ 「生産性の向上に向けた設備投資」の効果（n=244） ◼ 「生産性の向上に向けた設備投資」の具体的な
取り組み内容（n=244）※複数回答可

3. 事業拡大のための施策の効果や課題
TOPIC

3-1. 生産性の向上に向けた設備投資
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続いて、「生産性の向上に向けた設備投資」の取り組

みを行った背景、取り組むうえでの課題、そして取

り組めていない・取り組んでいないと回答した企業

にその理由を聞いた。

取り組みを行った背景では、「従業員の負担削減のた

め」の 60.2％、「売上拡大を目指して」の 52.0％の回

答数が多かった。売上を増加させるよりも従業員の

負担減、業務効率化の目的が強いようだ。

次に、取り組むうえでの課題として、「従業員の教育

やスキルアップ」の 50.8％、「設備投資のための資金

調達」の 45.5％、が回答数として多かった。新たな

投資や試みが機能するかどうかは、それを活用する

従業員のスキルや能力が大きく影響する。新たな設

備投資をする際には従業員が使いこなせるか、うまく

活用できるか、という観点も重要になるだろう。

最後に、取り組めていない・取り組んでいない企業に

その理由を聞いた。「必要性を感じていない」の

50.4％、「設備投資のための資金が不足しているから」
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調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日
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最後に、「海外展開」と「M&A」についての結果と

なる。この２つは本調査においては取り組んでいる

企業が多くないため、参考程度にとどめていただき

たい。また、取り組んだ効果以外の調査データは次

ページに掲載している。

「海外展開」の効果については「業績にプラスの変化

があった」が 37.0％。具体的な取り組みで最も多い

回答は「信頼できる現地パートナーの選定」で、「事

業拡大を狙って」という背景が多い。課題としても

多くは「信頼できる現地パートナーを見つけること」

で、取り組めていない・取り組んでいない理由は圧

倒的に「必要性を感じていないから」が多かった。

「M&A」に取り組んだ効果では「業績にプラスの変

化があった」が 35.3％。具体的な取り組みでは「売

却先、合併先、買収先の情報収集・選定」の回答が

目立った。また背景では、「事業の成長や拡大に伴う

組織の変化を受けて」という変化対応のための取り

組みが多く、課題では「売却先、合併先、買収先の

選定や調整」、「M&A計画の策定」が上位となった。

取り組めていない・取り組んでいない理由は「海外

展開」同様、「必要性を感じていないから」が最多で

あった。

両者とも取り組んでいる企業数は多くないが、取り

組んだうえでの効果も高くはない結果であった。前

ページの「生産性の向上に向けた設備投資」の約 60％

と比較すると、取り組みを成功させる難易度が高い

といえるだろう。

今後取り組みを考えている企業にはぜひ、自社だけ

で実施するのではなく、外部の専門家を活用しなが

ら進めることを推奨したい。

3 . 事業拡大のための施策の効果や課題

13

最後に、「海外展開」と「M＆A」について
の結果となる。この２つは本調査においては
取り組んでいる企業が多くないため、参考程
度にとどめていただきたい。また、取り組ん
だ効果以外の調査データは次ページに掲載し
ている。
「海外展開」の効果については「業績にプラス
の変化があった」が37.0％。具体的な取り組み
で最も多い回答は「信頼できる現地パート
ナーの選定」で、「事業拡大を狙って」という
背景が多い。課題としても多くは「信頼できる
現地パートナーを見つけること」で、取り組めて
いない・取り組んでいない理由は圧倒的に
「必要性を感じていないから」が多かった。

「M＆A」に取り組んだ効果では「業績にプラ
スの変化があった」が35.3％。具体的な取り組

みでは「売却先、合併先、買収先の情報収集・
選定」の回答が目立った。また背景では、「事
業の成長や拡大に伴う組織の変化を受けて」と
いう変化対応のための取り組みが多く、課題で
は「売却先、合併先、買収先の選定や調整」、
「M＆A計画の策定」が上位となった。取り組
めていない・取り組んでいない理由は「海外展
開」同様、「必要性を感じていないから」が最
多であった。
両者とも取り組んでいる企業数は多くないが、
取り組んだうえでの効果も高くはない結果で
あった。前ページの「生産性の向上に向けた
設備投資」の約60％と比較すると、取り組み
を成功させる難易度が高いといえるだろう。
今後取り組みを考えている企業にはぜひ、自
社だけで実施するのではなく、外部の専門家
を活用しながら進めることを推奨したい。

3 - 2 .海外展開、M&A

調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日

◼ 「海外展開」の効果（n=81） ◼ 「M&A」の効果（n=34）

37.0%

54.3%

8.6
%

業績にプラスの変
化があった
業績に変化はない

業績にマイナスの
変化があった

35.3%

61.8%

2.9%

業績にプラスの変
化があった
業績に変化はない

業績にマイナスの
変化があった

3-2. 海外展開、M&A
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3 . 事業拡大のための施策の効果や課題

14

◼ 「M&A」の具体的な取り組み内容（n=34）※複数回答可

60.5%
42.0%
39.5%

29.6%
13.6%

11.1%
9.9%
8.6%

6.2%

0% 20% 40% 60%

信頼できる現地パートナーの選定
顧客の開拓

現地市場ニーズの把握
国や地域の選定

海外展開を担当できる人材の確保や育成
現地の法制度・商習慣への対応

必要な資金の確保
現地政府等の許認可の取得

その他

54.3%
37.0%

18.5%
9.9%
8.6%
7.4%

0% 20% 40% 60%

事業拡大を狙って
取引先からの要請で

サービス・商品の海外需要増加を受けて
海外展開を担当できる人材が確保できたことを受けて

競合他社の海外展開を受けて
その他

61.8%
23.5%

17.6%
17.6%

14.7%
2.9%

5.9%

0% 20% 40% 60%

売却先、合併先、買収先の情報収集・選定
M＆Aに向けた経営改善対応

M＆Aに向けた経営状況・課題の見える化
M＆A計画の策定

支援機関への相談・活用
廃業の検討・準備

その他

51.9%
46.9%

39.5%
34.6%

28.4%
24.7%

17.3%
11.1%

2.5%
2.5%

0% 20% 40% 60%

信頼できる現地パートナーを見つけること
現地市場ニーズの把握

顧客の開拓
海外展開を担当できる人材の確保や育成

国や地域の選定
現地の法制度・商習慣への対応

必要な資金の確保
現地政府等の許認可の取得

課題はない
その他

55.9%
50.0%

29.4%
17.6%

2.9%
2.9%

0.0%
5.9%

0% 20% 40% 60%

事業の成長や拡大に伴う組織の変化を受けて
事業の価値向上や競争力の強化を目指して

今後の従業員の雇用確保のため
自身の引退が迫ってきたため

法的・税務上の規制や制度改正による影響を受けて
取引先からの要請で

競合や同業者が取り組んでいる状況を受けて
その他

41.2%
38.2%

35.3%
26.5%

17.6%
17.6%

2.9%
5.9%

0% 20% 40% 60%

売却先、合併先、買収先の選定や調整
M＆A計画の策定

事業の将来性の判断
従業員のケア
課題はない

後継者を補佐する人材の確保
相続税・贈与税などの問題

その他

◼ 「海外展開」の具体的な取り組み内容（n=81）※複数回答可

◼ 「海外展開」の取り組み背景（n=81）※複数回答可 ◼ 「M&A」の取り組み背景（n=34）※複数回答可

◼ 「海外展開」に取り組むうえでの課題（n=81）※複数回答可 ◼ 「M&A」に取り組むうえでの課題（n=34）※複数回答可

◼ 「海外展開」に取り組めていない・取り組んでいない理由
（n=853）※複数回答可

◼ 「M&A」に取り組めていない・取り組んでいない理由
（n=900）※複数回答可

71.0%13.1%
12.9%
11.1%
10.9%
9.8%
9.8%
8.8%
7.5%

2.9%

0% 20% 40% 60% 80%

必要性を感じていないから
海外展開を担当できる人材の確保・育成ができてないから

サービスや商品が日本にしか需要がないから
必要な資金が確保できていないから

どのように取り組めばよいか方法が分からないから
信頼できる現地パートナーが見つからないから
現地市場ニーズの把握ができていないから

顧客の開拓方法が分からないから
どの国・地域に展開すればよいかわからないから

その他

69.8%17.1%
9.0%

5.8%
4.2%
2.7%
2.6%
4.2%

0% 20% 40% 60% 80%

M&Aの必要性を感じていないため
まだ準備するには早いため

適任の売却先合併・買収先が見つからないため
M&Aの進め方が分からないため

どの支援機関を選定したら良いか分からないため
M&Aの手続きが複雑で後回しになっているため

事業が特殊でM&Aのハードルが高いため
その他

調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日

3 . 事業拡大のための施策の効果や課題
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調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日
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どの支援機関を選定したら良いか分からないため
M&Aの手続きが複雑で後回しになっているため

事業が特殊でM&Aのハードルが高いため
その他

調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日

調査期間：全て2024年11月11日～ 2024年12月13日
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本章の前半では、中小企業の次世代成長戦略について検証

を行った。ここで言う成長戦略とは「事業の成長を目的と

して立てる戦略や計画」のことである。特に昨今は、イン

フレやコスト負担増、賃上げ要請、人手不足などに直面す

る中小企業にとって、これまで以上に「稼ぐ力」が必要だ

といわれている。

その成長戦略の策定状況を問う設問では、最多が「成長戦

略は策定していない」（38.3％）であった。また、策定して

いる企業について言えば、「今後１年間」の短期、「今後２

年～５年」の中期計画が中心であり、長期的な視点での策

定が進んでいない実態もある。この機にぜひ、次世代成長

戦略の検討をしてもらいたい。

加えて、事業拡大のための施策として、骨太の方針に示さ

れているものの中から「生産性の向上に向けた設備投資」

「海外展開」「M&A」の３つを挙げ、その取り組み状況や効

果などについて調査を行った。

この３つのうち最も取り組まれているのが「生産性の向上

に向けた設備投資」であった。しかし、その効果を問う設

問では、業績にプラスの変化があったと回答した企業は約

６割にとどまり、約４割は業績に変化がない、との回答で

あった。より効果的な投資につなげるためにも、自社にと

ってどのような投資が必要なのかを精査する視点が必要

である。また、導入に向けた課題として挙がったのが、資

金調達への懸念や対応する人材の不足などである。補助金

や金融機関の融資などに加えて、新たな技術やサービスに

対応できる人材の確保・育成も不可欠だ。

他の２つ、「海外展開」と「M&A」については、必要性を

感じていないと回答した企業が多数派であった。しかし、

今後の成長戦略においてこれらを検討する企業には、計画

策定において積極的に支援機関や外部専門家などに相談

することをお勧めしたい。

このように、中小企業の次世代成長戦略への取り組みは、

現状ではまだまだ進んでいないと言わざるを得ない。自社

の事業拡大に向けてどのような設備投資が効果を生むの

か、新たな挑戦として海外展開やM&Aも含めた可能性を

検討するべきなのか、その他の手段はあるのかなど、今は

多角的な視点での成長戦略の検討を進める絶好のタイミ

ングであるといえるだろう。

本章の後半では、次世代成長戦略における事業拡大と並ぶ

もう一つの重要なテーマ、「人的資本」に関する調査結果を

報告する。

4. まとめ・あとがき
TOPIC

〇 自社の経営基盤強化に向けて今こそ次世代成長戦略の策定を

本章の前半では、中小企業の次世代成長戦略への対応、

成長戦略（計画）の策定状況、事業拡大のための施策

（設備投資や海外展開、M&Aなど）への取り組みにつ

いて調査を実施しました。成長戦略の策定状況を問う

場面では、「成長戦略は策定していない」（38.3％）が最

も多く、策定していても、直近１年の短期や２年～５

年の中期の計画がほとんどで、10 年やその先まで計画

立てられている中小企業はほとんどいない状況でし

た。事業拡大の施策では「生産性の向上に向けた設備

投資」は約半数の企業が実際に取り組んでいたり、今後

取り組む予定を示したりしていました。ただ、「海外展

開」、「M&A」についてはまだ必要性自体を感じていな

い企業が大半を占めており、事業拡大のための施策は

まだ進んでいない状況が明らかになりました。後半で

は、人的資本に関する次世代戦略への対応についての

調査結果を報告いたします。

フォーバル GDXリサーチ研究所
所長　平良 学
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CONTENTS

政府は 2024年度の「経済財政運営と改革の基本方針

（骨太の方針）」において、成長型経済の実現に向け

た様々な施策を提唱しています。さらに、その政策

を支える重要な基盤として「中堅・中小企業の活性

化」が必須であるとされました。中堅・中小企業が

自ら「稼ぐ力」を持ち、次世代を意識した持続可能

な経営を実現していくことにより、賃上げと投資を

生み、経済全体の活性化につながるとの考え方です。

本章では、前半と後半にわたり、中小企業の次世代

戦略に関して取り上げています。前半では、中小企

業の事業拡大に向けた「稼ぐ力」獲得への準備や取

り組み内容、さらにその効果や課題などについて報

告しました。今回のテーマは、同じく次世代戦略に

おいて重要なテーマである人的資本、その考えに基

づく経営者の意識や実際の取り組みについて検証を

行いました。

人的資本経営とは、知識やノウハウなどを持つ人材

を資本と捉え、その価値を引き出すことで企業価値

に繋げる経営手法です。慢性的な人手不足や、効率

的な経営の必要性が指摘される近年、人的資本経営

は企業の次世代戦略を検討する上で重要な視点であ

ると注目されています。今回は、企業の永続的な経

営に向けた事業承継や後継者問題、そして昨今重要

性が増している女性活躍推進の２つの切り口で報告

します。

中小企業の次世代戦略への対応
SUBJECT

〈 人的資本に関する次世代成長戦略 〉
2
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はじめに、次期後継者が決まっているか、について

の調査では、「決まっている」の回答が約２割。次に、

「決まっていないが候補者はいる」が 25.2%、最も多

い回答は「決まっておらず候補者もいない」で 55.9%

で、半数以上が後継者が決まっておらず、候補者も

いない状況であった。

全体で見ると、約８割が次期後継者が決まっていな

い状況となる。経営者の年齢別で見てみるとどうだ

ろうか。

右のグラフは同設問を経営者の年齢別に表したグラ

フである。「40～44 歳」の若い経営者では「決まっ

ておらず候補者もいない」が 71.8% と高い割合とな

った。この傾向は年齢が上がるにつれて徐々に下が

り、「65 ～ 69歳」では 38.5% まで下がった。また、

「決まっている」は 32.3% まで増えた。

ただ、「70歳～」では再度「決まっておらず候補者も

いない」が 51.4% まで増えた。

あくまで推察だが、70歳までは後継者探しをするも

のの、それ以降になると、事業は承継せず、廃業を

考える経営者が一定数いる可能性を、今回の調査か

ら読み取ることができた。

本TOPIC では、後継者についての調査結果を報告す

る。企業経営はどこかのタイミングにおいて次期経

営者について検討するタイミングが訪れる。中小企

業の後継者に関する検討状況について調査結果を取

りまとめた。

5. 次世代に向けた事業承継、後継者の育成
TOPIC

5-1.·次期後継者の有無

第１章では、後継者についての調査結果を報告
する。企業経営はどこかのタイミングにおいて
次期経営者について検討するタイミングが訪れ

る。中小企業の後継者に関する検討状況につ
いて調査結果を取りまとめた。

はじめに、次期後継者が決まっているか、につ
いての調査では、「決まっている」の回答が約２
割。次に、「決まっていないが候補者はいる」が
25.2%、最も多い回答は「決まっておらず候補
者もいない」で55.9%で、半数以上が後継者が
決まっておらず、候補者もいない状況であった。
全体で見ると、約８割が次期後継者が決まって
いない状況となる。経営者の年齢別で見てみる
とどうだろうか。
右のグラフは同設問を経営者の年齢別に表した
グラフである。「40～44歳」の若い経営者では

「決まっておらず候補者もいない」が71.8%と
高い割合となった。この傾向は年齢が上がるに
つれて徐々に下がり、「65～69歳」では38.5%
まで下がった。また、「決まっている」は32.3%
まで増えた。
ただ、「70歳～」では再度「決まっておらず候
補者もいない」が51.4%まで増えた。
あくまで推察だが、70歳までは後継者探しをす
るものの、それ以降になると、事業は承継せず、
廃業を考える経営者が一定数いる可能性を、今
回の調査から読み取ることができた。

1 - 1 . 次期後継者の有無

5

1 . 次世代に向けた事業承継、後継者の育成

 次期後継者は決まっているか（n=934）

調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日

 次期後継者は決まっているか（年齢別）（n=860）

調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日

19.0%

25.2%55.9%

決まっている

決まっていないが候補者
はいる
決まっておらず候補者も
いない

15.5%

14.6%

16.5%

15.5%

23.0%

32.3%

25.0%

12.7%

26.8%

25.3%

30.4%

31.0%

29.2%

23.6%

71.8%

58.6%

58.2%

54.1%

46.0%

38.5%

51.4%

40～44歳(n=110)

45～49歳(n=157)

50～54歳(n=182)

55～59歳(n=148)

60～64歳(n=126)

65～69歳(n=65)

70歳～(n=72)

決まっている
決まっていないが候補者はいる
決まっておらず候補者もいない
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次に、次期後継者の育成について見ていきたい。

前ページの「次期後継者は決まっているか」の設問

に「決まっている」、「決まっていないが候補者はい

る」と回答した経営者に対して、さらに調査した結

果となる。

まず、次期後継者の育成をしているか、については

「している」が 62.6%、「していない」が 37.4% で、

育成をしている経営者が多いことがわかった。

次期後継者の育成を「している」と回答した経営者

に対し、育成の具体的な取り組み内容は何かを問う

調査では、「経営者との共同作業やプロジェクトへの

参加」、「経営者との定期的な1on1の設定」が多くの

回答を占めた。いかに経営者と同じ環境で仕事をさ

せるか、経営者の考えやマインドを伝えることの重

要性（またその意識）が表れている。「その他」の回

答では関連会社への出向、業務全般を一任するなど

があった。

そして、育成の課題についての調査では、「経営者の

経験やノウハウの伝承」、「承継すべき情報の整理」が

多かった。経験やノウハウは経営者により千差万別で

あり、その伝承の手法に正解があるわけではない。

「承継すべき情報の整理」が２番目に回答が多かった

ことからもわかるとおり、いかに次期後継者へ情報

を伝えていくかは、多くの経営者にとって大きな課

題であることがわかった。

1 . 次世代に向けた事業承継、後継者の育成

6

次に、次期後継者の育成について見ていきたい。
前ページの「次期後継者は決まっているか」の
設問に「決まっている」、「決まっていないが候
補者はいる」と回答した経営者に対して、さらに
調査した結果となる。
まず、次期後継者の育成をしているか、について
は「している」が62.6%、「していない」が37.4%
で、育成をしている経営者が多いことがわかった。
次期後継者の育成を「している」と回答した経営
者に対し、育成の具体的な取り組み内容は何かを
問う調査では、「経営者との共同作業やプロジェ
クトへの参加」、「経営者との定期的な1on1の設
定」が多くの回答を占めた。いかに経営者と同じ

環境で仕事をさせるか、経営者の考えやマイン
ドを伝えることの重要性（またその意識）が表
れている。「その他」の回答では関連会社への
出向、業務全般を一任するなどがあった。
そして、育成の課題についての調査では、「経
営者の経験やノウハウの伝承」、「承継すべき
情報の整理」が多かった。経験やノウハウは経
営者により千差万別であり、その伝承の手法に
正解があるわけではない。「承継すべき情報の
整理」が２番目に回答が多かったことからもわ
かるとおり、いかに次期後継者へ情報を伝えて
いくかは、多くの経営者にとって大きな課題で
あることがわかった。

1 - 2 . 次期後継者の育成

 次期後継者の育成をしているか（n=412）

 次期後継者育成の課題（n=258）※複数回答可

 次期後継者育成の具体的な取り組み内容（n=258）
※複数回答可

62.6%

37.4%
している
していない

調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日 調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日

44.8%
38.1%

21.7%
18.5%
18.1%
17.4%
17.1%

10.7%
3.2%

0% 20% 40% 60%

経営者との共同作業やプロジェクトへ…
経営者との定期的な1on1の設定

パートナー企業や取引先への後継者紹介
経営に関する勉強会やプログラムの導入
組織内での異動やジョブローテーション
経営者のネットワークへの参加・紹介
事業に関する専門知識や技術の研修プ…
外部の専門家やコンサルタントの活用

その他

経営者との共同作業やプロジェクトへの参加

事業に関する専識や技術の研修プログラムの導入

53.4%
49.8%

42.3%
35.6%

26.3%
23.5%

20.6%
3.2%

0% 20% 40% 60%

経営者の経験やノウハウの伝承
承継すべき情報の整理

経営スキルの伝承
経営者としての責任やプレッ…

育成体制の整備や準備
育成時間の確保

組織文化や価値観の承継/リ…
その他

経営者としての責任やプレッシャーへの
心構えや対処

組織文化や価値の承継/
リスク管理や戦略的経営判断の承継

調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日

5-2. 次期後継者の育成

1 . 次世代に向けた事業承継、後継者の育成

6

次に、次期後継者の育成について見ていきたい。
前ページの「次期後継者は決まっているか」の
設問に「決まっている」、「決まっていないが候
補者はいる」と回答した経営者に対して、さらに
調査した結果となる。
まず、次期後継者の育成をしているか、について
は「している」が62.6%、「していない」が37.4%
で、育成をしている経営者が多いことがわかった。
次期後継者の育成を「している」と回答した経営
者に対し、育成の具体的な取り組み内容は何かを
問う調査では、「経営者との共同作業やプロジェ
クトへの参加」、「経営者との定期的な1on1の設
定」が多くの回答を占めた。いかに経営者と同じ

環境で仕事をさせるか、経営者の考えやマイン
ドを伝えることの重要性（またその意識）が表
れている。「その他」の回答では関連会社への
出向、業務全般を一任するなどがあった。
そして、育成の課題についての調査では、「経
営者の経験やノウハウの伝承」、「承継すべき
情報の整理」が多かった。経験やノウハウは経
営者により千差万別であり、その伝承の手法に
正解があるわけではない。「承継すべき情報の
整理」が２番目に回答が多かったことからもわ
かるとおり、いかに次期後継者へ情報を伝えて
いくかは、多くの経営者にとって大きな課題で
あることがわかった。

1 - 2 . 次期後継者の育成

 次期後継者の育成をしているか（n=412）

 次期後継者育成の課題（n=258）※複数回答可

 次期後継者育成の具体的な取り組み内容（n=258）
※複数回答可

62.6%

37.4%
している
していない

調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日 調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日
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次期後継者について「決まっている」、「決まってい

ないが候補者はいる」と回答し、かつ、次期後継者

の育成を「していない」と回答した経営者に対して、

その理由を聞いた。ここでは、年齢間のギャップが

顕著に見られた「40 ～ 44 歳」と「70 歳～」の２つ

の年齢グループを抽出し、検証を試みることにする。

「40 ～ 44 歳」は、「まだ育成には早いから」という

回答が最も多く、時期尚早と考えている経営者が多

いことを示唆していた。一方、「70 歳～」では、「育

成の必要性を感じていないから」という回答が最も

多かった。すでに育成が済んでいる、特別な育成を

しなくても事業を引き継げる、という考えの経営者

が多い、などの可能性が考えられる。

最後に、P64の次期後継者についての調査で「決まっ

ておらず候補者もいない」と回答した経営者に今後

の事業の予定について聞いた。「55 ～ 59 歳」とそれ

より低い年齢層では「後継者を決めて存続する予定」

という回答が多くを占めていた。ただ、「60～ 64歳」

より上になると、「後継者は決めず廃業する予定」と

いう回答も多くなり、自身の代で事業を終わらせる

ことを考える経営者は年齢が上がるにつれ増える傾

向が見られた。

会社経営の目的は「存続」である。後継者が決まら

ない場合、他社に売却する選択もある。廃業を考え

ている経営者は、関わるステークホルダーのために

も、どうすれば存続できるかについて、いま一度考

えてみてはいかがだろうか。

5-3. 次期後継者の育成をしていない理由、今後の事業の予定
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次期後継者について「決まっている」、「決まってい
ないが候補者はいる」と回答し、かつ、次期後継者
の育成を「していない」と回答した経営者に対して、
その理由を聞いた。ここでは、年齢間のギャップが
顕著に見られた「40～44歳」と「70歳～」の２つの
年齢グループを抽出し、検証を試みることにする。
「40～44歳」は、「まだ育成には早いから」という
回答が最も多く、時期尚早と考えている経営者が
多いことを示唆していた。一方、「70歳～」では、
「育成の必要性を感じていないから」という回答
が最も多かった。すでに育成が済んでいる、特別
な育成をしなくても事業を引き継げる、という考
えの経営者が多い、などの可能性が考えられる。
最後に、P５の次期後継者についての調査で「決

まっておらず候補者もいない」と回答した経営者
に今後の事業の予定について聞いた。「55～59歳」
とそれより低い年齢層では「後継者を決めて存続
する予定」という回答が多くを占めていた。ただ、
「60～64歳」より上になると、「後継者は決めず
廃業する予定」という回答も多くなり、自身の代
で事業を終わらせることを考える経営者は年齢が
上がるにつれ増える傾向が見られた。
会社経営の目的は「存続」である。後継者が決ま
らない場合、他社に売却する選択もある。廃業を
考えている経営者は、関わるステークホルダーの
ためにも、どうすれば存続できるかについて、い
ま一度考えてみてはいかがだろうか。

1 - 3 . 次期後継者の育成をしていない理由、今後の事業の予定

52.5%

57.4%

49.3%

55.4%

40.5%

28.6%

31.3%

20.3%

23.0%

25.3%

23.2%

14.3%

9.5%

12.5%

27.1%

19.7%

25.3%

21.4%

45.2%

61.9%

56.3%

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70歳～

後継者を決めて存続する予定 他社に売却する予定 後継者は決めず廃業する予定

47.0%
29.0%

8.0%
6.0%

2.0%
2.0%

6.0%

0% 20% 40%

まだ育成には早いから
育成の必要性を感じていないから

育成体制の整備や準備ができていないから
承継すべき情報の整理ができていないから

育成時間の確保できないから
育成方法が分からないから

その他

 次期後継者の育成をしていない理由（40～44歳）
（n=100）※複数回答可

 次期後継者の育成をしていない理由（70歳～）
（n=52）※複数回答可

2.0%
26.5%

22.4%
12.2%

10.2%
10.2%

22.4%

0% 20% 40%

まだ育成には早いから
育成の必要性を感じていないから

育成体制の整備や準備ができていないから
承継すべき情報の整理ができていないから

育成時間の確保できないから
育成方法が分からないから

その他

調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日 調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日

 今後の事業の予定（n=347）※有効回答のみ

調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日

1 . 次世代に向けた事業承継、後継者の育成

7

次期後継者について「決まっている」、「決まってい
ないが候補者はいる」と回答し、かつ、次期後継者
の育成を「していない」と回答した経営者に対して、
その理由を聞いた。ここでは、年齢間のギャップが
顕著に見られた「40～44歳」と「70歳～」の２つの
年齢グループを抽出し、検証を試みることにする。
「40～44歳」は、「まだ育成には早いから」という
回答が最も多く、時期尚早と考えている経営者が
多いことを示唆していた。一方、「70歳～」では、
「育成の必要性を感じていないから」という回答
が最も多かった。すでに育成が済んでいる、特別
な育成をしなくても事業を引き継げる、という考
えの経営者が多い、などの可能性が考えられる。
最後に、P５の次期後継者についての調査で「決

まっておらず候補者もいない」と回答した経営者
に今後の事業の予定について聞いた。「55～59歳」
とそれより低い年齢層では「後継者を決めて存続
する予定」という回答が多くを占めていた。ただ、
「60～64歳」より上になると、「後継者は決めず
廃業する予定」という回答も多くなり、自身の代
で事業を終わらせることを考える経営者は年齢が
上がるにつれ増える傾向が見られた。
会社経営の目的は「存続」である。後継者が決ま
らない場合、他社に売却する選択もある。廃業を
考えている経営者は、関わるステークホルダーの
ためにも、どうすれば存続できるかについて、い
ま一度考えてみてはいかがだろうか。

1 - 3 . 次期後継者の育成をしていない理由、今後の事業の予定

52.5%

57.4%

49.3%

55.4%

40.5%

28.6%

31.3%

20.3%

23.0%

25.3%

23.2%

14.3%

9.5%

12.5%

27.1%

19.7%

25.3%

21.4%

45.2%

61.9%

56.3%

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70歳～

後継者を決めて存続する予定 他社に売却する予定 後継者は決めず廃業する予定

47.0%
29.0%

8.0%
6.0%

2.0%
2.0%

6.0%

0% 20% 40%

まだ育成には早いから
育成の必要性を感じていないから

育成体制の整備や準備ができていないから
承継すべき情報の整理ができていないから

育成時間の確保できないから
育成方法が分からないから

その他

 次期後継者の育成をしていない理由（40～44歳）
（n=100）※複数回答可

 次期後継者の育成をしていない理由（70歳～）
（n=52）※複数回答可

2.0%
26.5%

22.4%
12.2%

10.2%
10.2%

22.4%

0% 20% 40%

まだ育成には早いから
育成の必要性を感じていないから

育成体制の整備や準備ができていないから
承継すべき情報の整理ができていないから

育成時間の確保できないから
育成方法が分からないから

その他

調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日 調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日

 今後の事業の予定（n=347）※有効回答のみ

調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日

1 . 次世代に向けた事業承継、後継者の育成

7

次期後継者について「決まっている」、「決まってい
ないが候補者はいる」と回答し、かつ、次期後継者
の育成を「していない」と回答した経営者に対して、
その理由を聞いた。ここでは、年齢間のギャップが
顕著に見られた「40～44歳」と「70歳～」の２つの
年齢グループを抽出し、検証を試みることにする。
「40～44歳」は、「まだ育成には早いから」という
回答が最も多く、時期尚早と考えている経営者が
多いことを示唆していた。一方、「70歳～」では、
「育成の必要性を感じていないから」という回答
が最も多かった。すでに育成が済んでいる、特別
な育成をしなくても事業を引き継げる、という考
えの経営者が多い、などの可能性が考えられる。
最後に、P５の次期後継者についての調査で「決

まっておらず候補者もいない」と回答した経営者
に今後の事業の予定について聞いた。「55～59歳」
とそれより低い年齢層では「後継者を決めて存続
する予定」という回答が多くを占めていた。ただ、
「60～64歳」より上になると、「後継者は決めず
廃業する予定」という回答も多くなり、自身の代
で事業を終わらせることを考える経営者は年齢が
上がるにつれ増える傾向が見られた。
会社経営の目的は「存続」である。後継者が決ま
らない場合、他社に売却する選択もある。廃業を
考えている経営者は、関わるステークホルダーの
ためにも、どうすれば存続できるかについて、い
ま一度考えてみてはいかがだろうか。

1 - 3 . 次期後継者の育成をしていない理由、今後の事業の予定

52.5%

57.4%

49.3%

55.4%

40.5%

28.6%

31.3%

20.3%

23.0%

25.3%

23.2%

14.3%

9.5%

12.5%

27.1%

19.7%

25.3%

21.4%

45.2%

61.9%

56.3%

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70歳～

後継者を決めて存続する予定 他社に売却する予定 後継者は決めず廃業する予定

47.0%
29.0%

8.0%
6.0%

2.0%
2.0%

6.0%

0% 20% 40%

まだ育成には早いから
育成の必要性を感じていないから

育成体制の整備や準備ができていないから
承継すべき情報の整理ができていないから

育成時間の確保できないから
育成方法が分からないから

その他

 次期後継者の育成をしていない理由（40～44歳）
（n=100）※複数回答可

 次期後継者の育成をしていない理由（70歳～）
（n=52）※複数回答可

2.0%
26.5%

22.4%
12.2%

10.2%
10.2%

22.4%

0% 20% 40%

まだ育成には早いから
育成の必要性を感じていないから

育成体制の整備や準備ができていないから
承継すべき情報の整理ができていないから

育成時間の確保できないから
育成方法が分からないから

その他

調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日 調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日

 今後の事業の予定（n=347）※有効回答のみ

調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日

1 . 次世代に向けた事業承継、後継者の育成

7

次期後継者について「決まっている」、「決まってい
ないが候補者はいる」と回答し、かつ、次期後継者
の育成を「していない」と回答した経営者に対して、
その理由を聞いた。ここでは、年齢間のギャップが
顕著に見られた「40～44歳」と「70歳～」の２つの
年齢グループを抽出し、検証を試みることにする。
「40～44歳」は、「まだ育成には早いから」という
回答が最も多く、時期尚早と考えている経営者が
多いことを示唆していた。一方、「70歳～」では、
「育成の必要性を感じていないから」という回答
が最も多かった。すでに育成が済んでいる、特別
な育成をしなくても事業を引き継げる、という考
えの経営者が多い、などの可能性が考えられる。
最後に、P５の次期後継者についての調査で「決

まっておらず候補者もいない」と回答した経営者
に今後の事業の予定について聞いた。「55～59歳」
とそれより低い年齢層では「後継者を決めて存続
する予定」という回答が多くを占めていた。ただ、
「60～64歳」より上になると、「後継者は決めず
廃業する予定」という回答も多くなり、自身の代
で事業を終わらせることを考える経営者は年齢が
上がるにつれ増える傾向が見られた。
会社経営の目的は「存続」である。後継者が決ま
らない場合、他社に売却する選択もある。廃業を
考えている経営者は、関わるステークホルダーの
ためにも、どうすれば存続できるかについて、い
ま一度考えてみてはいかがだろうか。

1 - 3 . 次期後継者の育成をしていない理由、今後の事業の予定

52.5%

57.4%

49.3%

55.4%

40.5%

28.6%

31.3%

20.3%

23.0%

25.3%

23.2%

14.3%

9.5%

12.5%

27.1%

19.7%

25.3%

21.4%

45.2%

61.9%

56.3%

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70歳～

後継者を決めて存続する予定 他社に売却する予定 後継者は決めず廃業する予定

47.0%
29.0%

8.0%
6.0%

2.0%
2.0%

6.0%

0% 20% 40%

まだ育成には早いから
育成の必要性を感じていないから

育成体制の整備や準備ができていないから
承継すべき情報の整理ができていないから

育成時間の確保できないから
育成方法が分からないから

その他

 次期後継者の育成をしていない理由（40～44歳）
（n=100）※複数回答可

 次期後継者の育成をしていない理由（70歳～）
（n=52）※複数回答可

2.0%
26.5%

22.4%
12.2%

10.2%
10.2%

22.4%

0% 20% 40%

まだ育成には早いから
育成の必要性を感じていないから

育成体制の整備や準備ができていないから
承継すべき情報の整理ができていないから

育成時間の確保できないから
育成方法が分からないから

その他

調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日 調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日

 今後の事業の予定（n=347）※有効回答のみ

調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日

1 . 次世代に向けた事業承継、後継者の育成

7

次期後継者について「決まっている」、「決まってい
ないが候補者はいる」と回答し、かつ、次期後継者
の育成を「していない」と回答した経営者に対して、
その理由を聞いた。ここでは、年齢間のギャップが
顕著に見られた「40～44歳」と「70歳～」の２つの
年齢グループを抽出し、検証を試みることにする。
「40～44歳」は、「まだ育成には早いから」という
回答が最も多く、時期尚早と考えている経営者が
多いことを示唆していた。一方、「70歳～」では、
「育成の必要性を感じていないから」という回答
が最も多かった。すでに育成が済んでいる、特別
な育成をしなくても事業を引き継げる、という考
えの経営者が多い、などの可能性が考えられる。
最後に、P５の次期後継者についての調査で「決

まっておらず候補者もいない」と回答した経営者
に今後の事業の予定について聞いた。「55～59歳」
とそれより低い年齢層では「後継者を決めて存続
する予定」という回答が多くを占めていた。ただ、
「60～64歳」より上になると、「後継者は決めず
廃業する予定」という回答も多くなり、自身の代
で事業を終わらせることを考える経営者は年齢が
上がるにつれ増える傾向が見られた。
会社経営の目的は「存続」である。後継者が決ま
らない場合、他社に売却する選択もある。廃業を
考えている経営者は、関わるステークホルダーの
ためにも、どうすれば存続できるかについて、い
ま一度考えてみてはいかがだろうか。

1 - 3 . 次期後継者の育成をしていない理由、今後の事業の予定

52.5%

57.4%

49.3%

55.4%

40.5%

28.6%

31.3%

20.3%

23.0%

25.3%

23.2%

14.3%

9.5%

12.5%

27.1%

19.7%

25.3%

21.4%

45.2%

61.9%

56.3%

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70歳～

後継者を決めて存続する予定 他社に売却する予定 後継者は決めず廃業する予定

47.0%
29.0%

8.0%
6.0%

2.0%
2.0%

6.0%

0% 20% 40%

まだ育成には早いから
育成の必要性を感じていないから

育成体制の整備や準備ができていないから
承継すべき情報の整理ができていないから

育成時間の確保できないから
育成方法が分からないから

その他

 次期後継者の育成をしていない理由（40～44歳）
（n=100）※複数回答可

 次期後継者の育成をしていない理由（70歳～）
（n=52）※複数回答可

2.0%
26.5%

22.4%
12.2%

10.2%
10.2%

22.4%

0% 20% 40%

まだ育成には早いから
育成の必要性を感じていないから

育成体制の整備や準備ができていないから
承継すべき情報の整理ができていないから

育成時間の確保できないから
育成方法が分からないから

その他

調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日 調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日

 今後の事業の予定（n=347）※有効回答のみ

調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日

1 . 次世代に向けた事業承継、後継者の育成

7

次期後継者について「決まっている」、「決まってい
ないが候補者はいる」と回答し、かつ、次期後継者
の育成を「していない」と回答した経営者に対して、
その理由を聞いた。ここでは、年齢間のギャップが
顕著に見られた「40～44歳」と「70歳～」の２つの
年齢グループを抽出し、検証を試みることにする。
「40～44歳」は、「まだ育成には早いから」という
回答が最も多く、時期尚早と考えている経営者が
多いことを示唆していた。一方、「70歳～」では、
「育成の必要性を感じていないから」という回答
が最も多かった。すでに育成が済んでいる、特別
な育成をしなくても事業を引き継げる、という考
えの経営者が多い、などの可能性が考えられる。
最後に、P５の次期後継者についての調査で「決

まっておらず候補者もいない」と回答した経営者
に今後の事業の予定について聞いた。「55～59歳」
とそれより低い年齢層では「後継者を決めて存続
する予定」という回答が多くを占めていた。ただ、
「60～64歳」より上になると、「後継者は決めず
廃業する予定」という回答も多くなり、自身の代
で事業を終わらせることを考える経営者は年齢が
上がるにつれ増える傾向が見られた。
会社経営の目的は「存続」である。後継者が決ま
らない場合、他社に売却する選択もある。廃業を
考えている経営者は、関わるステークホルダーの
ためにも、どうすれば存続できるかについて、い
ま一度考えてみてはいかがだろうか。

1 - 3 . 次期後継者の育成をしていない理由、今後の事業の予定

52.5%

57.4%

49.3%

55.4%

40.5%

28.6%

31.3%

20.3%

23.0%

25.3%

23.2%

14.3%

9.5%

12.5%

27.1%

19.7%

25.3%

21.4%

45.2%

61.9%

56.3%

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70歳～

後継者を決めて存続する予定 他社に売却する予定 後継者は決めず廃業する予定

47.0%
29.0%

8.0%
6.0%

2.0%
2.0%

6.0%

0% 20% 40%

まだ育成には早いから
育成の必要性を感じていないから

育成体制の整備や準備ができていないから
承継すべき情報の整理ができていないから

育成時間の確保できないから
育成方法が分からないから

その他

 次期後継者の育成をしていない理由（40～44歳）
（n=100）※複数回答可

 次期後継者の育成をしていない理由（70歳～）
（n=52）※複数回答可

2.0%
26.5%

22.4%
12.2%

10.2%
10.2%

22.4%

0% 20% 40%

まだ育成には早いから
育成の必要性を感じていないから

育成体制の整備や準備ができていないから
承継すべき情報の整理ができていないから

育成時間の確保できないから
育成方法が分からないから

その他

調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日 調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日

 今後の事業の予定（n=347）※有効回答のみ

調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日



67

第
４
章　

中
小
企
業
の
次
世
代
戦
略
へ
の
対
応

第
５
章

第
３
章

第
１
章

序
章

第
２
章

目
次

まず、2022年（令和４年）４月から施行された改正女

性活躍推進法の「女性活躍を推進するための行動計

画策定及び情報公表」に関する認知状況を見ると、

「知っており、ほかの人に説明できる」が 4.5%、「知

っているが、説明できるほどではない」が 17.6%、

と、合わせて 22.1% が認知していた。一方で「聞い

たことはあるがよく知らない」が30.8%、「知らない」

が 47.1% と、制度の詳細な理解には課題が残る結果

となった。

次に、制度を認知している経営者の対応状況を見て

いく。義務化対象外（常時雇用する労働者数が100人

以下）の企業 23.8% を除くと、「対応しており、現在

取り組んでいる最中である」の 17.0%、「対応を検討

している」の 15.0%、「既に対応が完了している」の

14.6% など、これらの回答が上位に並んだ。

一方で、「対応が必要だが、何をすべきか分からな

い」、「対応が必要か分からない」を選択する企業も

見られ、制度理解や実践方法に関する情報提供の必

要性が浮き彫りとなった。行動計画の策定、公表など

の面で、難易度を感じている可能性も考えられる。

また、「対応する予定はない」という企業も一定数見

られた。対応の必要性、具体的な対応手順などを国

や政府はこれまで以上に伝えていく必要があるだろ

う。

本TOPIC では、女性活躍推進法の改正に伴い、新た

に企業に義務付けられた施策に関する認知度と対応
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対応を行っているのだろうか。また、対応を進める

うえでどのような課題に直面しているのだろうか。

6. 女性活躍推進に向けた取り組み
TOPIC
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ための行動計画策定及び情報公表」に関する
認知状況を見ると、「知っており、ほかの人に
説明できる」が4.5%、「知っているが、説明
できるほどではない」が17.6%、と、合わせて
22.1%が認知していた。一方で「聞いたことは
あるがよく知らない」が30.8%、「知らない」
が47.1%と、制度の詳細な理解には課題が残
る結果となった。
次に、制度を認知している経営者の対応状況
を見ていく。義務化対象外（常時雇用する労
働者数が100人以下）の企業23.8%を除くと、
「対応しており、現在取り組んでいる最中で
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する企業も見られ、制度理解や実践方法に関
する情報提供の必要性が浮き彫りとなった。
行動計画の策定、公表などの面で、難易度を
感じている可能性も考えられる。また、「対応
する予定はない」という企業も一定数見られた。
対応の必要性、具体的な対応手順などを国や
政府はこれまで以上に伝えていく必要がある
だろう。
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 「女性活躍を推進するための行動計画策定及び
情報公表」の認知度（n=934）

調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日

 「女性活躍を推進するための行動計画策定及び
情報公表」の対応状況（n=206）※複数回答可
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15.0%
14.6%
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17.6%

30.8%

47.1%
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説明できる
知っているが、説明で
きるほどではない
聞いたことはあるが、
よく知らない
知らない
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が47.1%と、制度の詳細な理解には課題が残
る結果となった。
次に、制度を認知している経営者の対応状況
を見ていく。義務化対象外（常時雇用する労
働者数が100人以下）の企業23.8%を除くと、
「対応しており、現在取り組んでいる最中で

ある」の17.0%、「対応を検討している」の
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など、これらの回答が上位に並んだ。
一方で、「対応が必要だが、何をすべきか分か
らない」、「対応が必要か分からない」を選択
する企業も見られ、制度理解や実践方法に関
する情報提供の必要性が浮き彫りとなった。
行動計画の策定、公表などの面で、難易度を
感じている可能性も考えられる。また、「対応
する予定はない」という企業も一定数見られた。
対応の必要性、具体的な対応手順などを国や
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だろう。
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次に、女性活躍推進における企業の取り組み状況と

課題について、「具体的な取り組み」と「取り組んで

いない理由」の 2つの観点から報告する。

まず、具体的な取り組み状況を見ると、46.4% の企

業が「取り組んでいない」と回答しており、約半数

の企業で女性活躍推進への取り組みが行われていな

いことがわかった。

取り組みを行っている企業では、「産休・育休取得の

推進強化」が 25.4% と最も多く、次いで「時短勤務

の導入」の 19.3%、「福利厚生の整備」の 17.5% と続

いている。施策においては実施前に計画を策定する

ことが重要だが、「女性活躍推進の計画策定」につい

ては選択肢の中で最も低い 5.0%であった。

次に、女性活躍に取り組んでいない企業にその理由

を聞いた。「必要性を感じていないから」が 56.6% と

最も多く、女性活躍推進の重要性が十分に理解され

ていない実態を表していた。それ以外には、「女性活

躍推進を推し進められる人材がいない・不足してい

るから」の 17.1%、「社内に女性のロールモデルがい

ない・少ないから」の 15.5% などの回答が続いた。

今回の結果から、女性活躍推進に関する、個別の制

度の導入、対応などはある程度進みつつあるものの、

戦略的な計画策定は不十分な状況であることがわか

った。計画的な推進体制の整備や、女性活躍推進を

経営課題としてまず認識することが重要だといえる

だろう。

2 . 女性活躍推進に向けた取り組み

10

次に、女性活躍推進における企業の取り組み
状況と課題について、「具体的な取り組み」
と「取り組んでいない理由」の2つの観点か
ら報告する。
まず、具体的な取り組み状況を見ると、
46.4%の企業が「取り組んでいない」と回答
しており、約半数の企業で女性活躍推進への
取り組みが行われていないことがわかった。
取り組みを行っている企業では、「産休・育
休取得の推進強化」が25.4%と最も多く、次
いで「時短勤務の導入」の19.3%、「福利厚
生の整備」の17.5%と続いている。施策にお
いては実施前に計画を策定することが重要だ
が、「女性活躍推進の計画策定」については
選択肢の中で最も低い5.0%であった。

次に、女性活躍に取り組んでいない企業にそ
の理由を聞いた。「必要性を感じていないか
ら」が56.6%と最も多く、女性活躍推進の重
要性が十分に理解されていない実態を表して
いた。それ以外には、「女性活躍推進を推し
進められる人材がいない・不足しているか
ら」の17.1%、「社内に女性のロールモデル
がいない・少ないから」の15.5%などの回答
が続いた。
今回の結果から、女性活躍推進に関する、個
別の制度の導入、対応などはある程度進みつ
つあるものの、戦略的な計画策定は不十分な
状況であることがわかった。計画的な推進体
制の整備や、女性活躍推進を経営課題として
まず認識することが重要だといえるだろう。

2 - 2 . 女性活躍推進に関する取り組み有無と具体的な内容

46.4%
25.4%

19.3%
17.5%
17.0%

14.3%
11.3%

7.6%
6.5%
6.2%
5.0%

1.7%

0% 20% 40% 60%

取り組んでいない
産休・育休取得の推進強化

時短勤務の導入
福利厚生の整備

フレックスやテレワーク制度の導入
業務分担の見直し

時間単位での有給休暇制度の導入
生理休暇の導入

1on1の実施
ゆとりのある人員配置の徹底

女性活躍推進の計画策定
その他

56.6%

17.1%

15.5%

10.2%

7.6%

0.2%

6.2%

0% 20% 40% 60%

 女性活躍に取り組んでいない理由
（n=433）※複数回答可

 女性活躍推進に関する具体的な取り組み
（n=934）※複数回答可

必要性を感じていないから
女性活躍推進を推し進められる人材

がいない不足しているから
社内に女性のロールモデルがいない・

少ないから
既存の取り組みや業務対応で取り組

む余裕がないから
何から手を付けたらいいか分からな

いから
社内でのジェンダーダイバーシティへ

の理解が不足しているから
その他

調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日

調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日

6-2. 女性活躍推進に関する取り組み有無と具体的な内容
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最後に、女性活躍推進に取り組んでいる企業が認識

する効果と課題について、人材確保・定着、職場環

境、企業価値などの観点から調査を行った。

まず、効果については、「人材の確保につながった」

が 27.7% と最も高く、「職場の風土改善につながっ

た」の 25.1%、「離職率の低下につながった」の 21.8%

と続いた。特に人材採用、定着での効果を実感して

いる企業が多いことが分かる。また「フレックスや

テレワークなどの働き方の選択肢が増えた」の

18.6%、「残業時間の削減につながった」の 15.0% な

ど、働き方改革の促進につながる回答も見られた。

「その他」では「特になし、変化なし」という回答が

目立った。

一方、課題については、「社内に女性のロールモデル

がいない・少ない」の 27.7% が最も多く、「女性社員

の意識」の 24.0%、「評価方法・評価制度の整備」の

19.6% と続いた。社内の女性のロールモデルについ

ては、前ページの取り組んでいない企業の要因でも

挙げられている。取り組みの障壁にも、取り組んだ

うえでの課題にもなっており、女性活躍推進におけ

る大きな課題の１つといえるだろう。

女性活躍推進に取り組んでいる企業は、現時点では

多くはないが、取り組みを行っている企業では人材

確保や職場環境改善など、具体的な効果が表れてい

る。また、今は対象となっていない企業でも、今後

義務化の対象となる可能性も十分考えられる。早い

うちから取り組んでいただくことを期待したい。

2 . 女性活躍推進に向けた取り組み

11

最後に、女性活躍推進に取り組んでいる企業が認
識する効果と課題について、人材確保・定着、職場
環境、企業価値などの観点から調査を行った。
まず、効果については、「人材の確保につながっ
た」が27.7%と最も高く、「職場の風土改善に
つながった」の25.1%、「離職率の低下につな
がった」の21.8%と続いた。特に人材採用、定着
での効果を実感している企業が多いことが分か
る。また「フレックスやテレワークなどの働き
方の選択肢が増えた」の18.6%、「残業時間の
削減につながった」の15.0%など、働き方改革
の促進につながる回答も見られた。「その他」
では「特になし、変化なし」という回答が目
立った。

一方、課題については、「社内に女性のロールモデ
ルがいない・少ない」の27.7%が最も多く、「女性
社員の意識」の24.0%、「評価方法・評価制度の
整備」の19.6%と続いた。社内の女性のロール
モデルについては、前ページの取り組んでいない企
業の要因でも挙げられている。取り組みの障壁にも、
取り組んだうえでの課題にもなっており、女性活
躍推進における大きな課題の１つといえるだろう。
女性活躍推進に取り組んでいる企業は、現時点
では多くはないが、取り組みを行っている企業
では人材確保や職場環境改善など、具体的な効
果が表れている。また、今は対象となっていな
い企業でも、今後義務化の対象となる可能性も
十分考えられる。早いうちから取り組んでいた
だくことを期待したい。

2 - 3 . 女性活躍推進の効果、課題

 女性活躍推進の効果（n=501）※複数回答可  女性活躍に取り組むうえでの課題（n=501）※複数回答可

27.7%
24.0%

19.6%
17.8%

16.6%
15.4%
15.2%

14.2%
9.8%

14.2%

0% 10% 20% 30%

社内に女性のロールモデルがいない・少ない
女性社員の意識

評価方法・評価制度の整備
女性社員の目標設定

管理職の意識
育児中の場合などの勤務時間調整

体力
男性社員の意識

能力
その他

社内に女性のロールモデルがいない・少ない

調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日調査期間： 2024年11月11日～2024年12月13日

27.7%
25.1%

21.8%
18.6%

17.8%
15.0%

13.0%
12.2%

15.2%

0% 10% 20% 30%

人材の確保につながった
職場の風土改善につながった
離職率の低下につながった

フレックスやテレワークなどの働…
企業のイメージアップにつながった

残業時間の削減につながった
産休・育休取得者が増えた

キャリアプランが増え柔軟な働き…
その他

フレックスやテレワークなどの働き方
の選択肢が増えた

キャリアプランが増え柔軟な働き方が
できるようになった

6-3. 女性活躍推進の効果、課題
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7. まとめ・あとがき

本章の後半では、２つのテーマ「事業承継、後継者の育成」

「女性活躍推進に向けた取り組み」に関する調査結果を報

告した。

１つ目の「事業承継、後継者の育成」では、次期後継者が

「決まっておらず候補者もいない」と回答した企業が全体

の半数以上（55.9％）に及ぶことがわかった。また、後継

者を育成するうえでの課題については、「経営者の経験や

ノウハウの伝承」「承継すべき情報の整理」「経営スキルの

伝承」などが上位に並んだ。

全体を通し、次期後継者の選定や対象となる人材の育成な

どが積極的に進められているとは言えず、経営者の高齢化

に伴なって開始され、育成において重要な要素である経営

者の経験や経営スキルの伝承については課題意識を感じ

る経営者が多い傾向が見られた。

企業経営の目的は「存続」である。利益を生み、雇用を通

して従業員の生活を守り、社会的な責任を果たすなどの役

割がある。しかしながら、次期後継者選びや育成は一朝一

夕に成し遂げられるものではない。日頃から自社の経営資

源の優位性や課題を意識しつつ、将来的な展望と戦略づく

りを進めておく必要がある。

２つ目の「女性活躍推進に向けた取り組み」は、企業に女

性の働く環境整備を求めるものである。

女性活躍推進法（女性の職業生活における活躍の推進に関

する法律）は2015年に成立、翌2016年に施行され、改正を

繰り返しながら対象企業や取り組み内容の拡大が図られて

きた。しかし、その中心は大規模、または中堅企業であり、

中小企業に対しては努力義務にとどまっていたのが実態

である。

本章の後半でも紹介したとおり、中小企業の女性活躍推進

に向けた取り組みは鈍く、「取り組んでいない」と回答した

企業は 46.4％に及んでいる。多くの中小企業で、女性活躍

推進への取り組みは意識的に、積極的に取り組まれていな

い状況が明らかになった。

日本は今後、さらに高齢化と人手不足が深刻化するといわ

れている。また、女性の社会進出やデジタル化の推進によ

り、これまで男性が担っていた業務領域に女性が参画する

機会が増え、その傾向はさらに強まると予想される。今後

の企業経営、そして企業の存続に女性の存在は欠かせなく

なるだろう。現在その必要性を感じていなくても、将来的

な社会変化や事業環境の変化もにらみながら、中長期的な

女性活用戦略を打ち立てる必要があるのではないか。

〇 後継者の育成、女性活躍推進への取り組みは永続的な企業経営に不可欠

本章の前半に続き、「中小企業の次世代戦略への対応」

の人的資本に関する調査として、「事業承継、後継者の

育成」「女性活躍推進に向けた取り組み」の調査結果を

報告しました。「事業承継、後継者の育成」については、

半分以上の中小企業で、次期後継者が不在で候補者も

いない。「女性活躍推進」では、半数近くが取り組んで

いない、と両調査において課題が浮き彫りとなりまし

た。企業の目的は「永続する経営」です。そのために

は、次にバトンを渡す後継者が必要になったり、今後の

多様化する経営環境に対応するためのダイバーシティ

経営の促進、女性が活躍する場を整えたりすることも

非常に重要になります。まだ取り組んでいない中小企

業は自社の存在意義を考え、社会の公器としての在り

方を見直し「永続する経営」を目指して頂きたいと考

えます。

フォーバル GDXリサーチ研究所
所長　平良 学
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Chapter 5

中小企業のGDXへの対応
〈 デジタルトランスフォーメーション 〉
〈 グリーントランスフォーメーション 〉
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近年、政府はDX（デジタルトランスフォーメーション）、

そしてGX（グリーントランスフォーメーション）への

取り組みが、日本経済再生の起爆剤になる手法とし

て注目し、中小企業に対してもその推進を促してい

ます。

そのうち、DXに注目すると、経済産業省がまとめた

DXに関する最初のレポート「DXレポート～ITシス

テム『2025年の崖』克服とDXの本格的な展開～」

（2018年）から今年で７年になります。デジタル技術

を活用して業務の効率化を進めつつ、新たなビジネス

モデルを創出することを狙いとするものであり、この

レポートによって経済界ではDXへの関心が高まる

ことになりました。また、副題にある「2025年の崖」

とは、各企業の既存システムが複雑化・ブラックボッ

クス化していることが効率的な運用を妨げ、爆発的

に増加するデータの活用に対応できないリスクを示

す言葉です。この 2025年は DXを推進する上でのマ

イルストーン（目標地点）として置かれました。その

2025年となった現在までに、中小企業のDXはどの

程度進められてきたのでしょうか。

当研究所では、このDXとGXが今後の中小企業経営に

欠かせない要素であるとの考えから、両者を同時に達

成する取り組みを「GDX」と呼び、推奨しています。

この度、DXとGXへの中小企業の取り組み状況を幅

広く把握する目的で調査を行いました。本章の前半

では、そのうちDXに関する調査結果を報告します。

中小企業の GDX への対応
SUBJECT

〈 デジタルトランスフォーメーション 〉
1
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DX（デジタルトランスフォーメーション）の認知度

についての調査では、「知っており、他の人に説明で

きる」、「知っているが、説明できるほどではない」を

合わせ、63.3% の企業が認知しているとの結果が得

られた。一方で、「聞いたことはあるが、よく知らな

い」、「知らない」と回答した、DXを認知していない

企業は 36.7% であった。

このDXの認知度の調査は、選択肢は異なるが、2021

年にも実施している。2021年のDXの認知度は60.2%

で、今回の63.3%と比較すると、若干ではあるが増加

していた。企業におけるDXの認知が少しづつ浸透し

ていると言える一方で、「知らない」のみに注目する

と、2021年の6.7%から、今回の調査で、15.2%に増加

していた。

DXを知っている企業と知らない企業での二極化が進

んでいる可能性も考えられる。

今後、DXを「知っており、他の人に説明できる」企業

を増やすためには、「知っているが、説明できるほど

ではない」と回答した企業への対応も必要だろう。

DXを具体的にイメージできるように、DXの推進方法

を学べる機会の提供や、成功事例の共有などがDXの

さらなる認知につながるだろう。

※For·Social·Value ブルーレポートmini·2021年 10月号
https://www.forval.co.jp/consulting/pdf/bluereport_mini_202110.pdf

本 TOPICでは、中小企業におけるDX（デジタルト

ランスフォーメーション）の認知度や、取り組み状

況、取り組みを行う理由についての調査結果を報告
する。

1. DXの認知度・取り組み度合い

1-1.　DXの認知度

TOPIC

第１章では、中小企業における （デジタル
トランスフォーメーション）の認知度や、取り

組み状況、取り組みを行う理由についての調査
結果を報告する。

（デジタルトランスフォーメーション）の
認知度についての調査では、「知っており、他
の人に説明できる」、「知っているが、説明で
きるほどではない」を合わせ、 の企業が
認知しているとの結果が得られた。一方で、
「聞いたことはあるが、よく知らない」、「知ら
ない」と回答した、 を認知していない企業は

であった。
この の認知度の調査は、選択肢は異なるが、

年にも実施している。 年の の認知
度は で、今回の と比較すると、若干
ではあるが増加していた。企業における の
認知が少しづつ浸透していると言える一方で、

「知らない」のみに注目すると、 年の
から、今回の調査で、 に増加していた。
を知っている企業と知らない企業での二極化

が進んでいる可能性も考えられる。
今後、 を「知っており、他の人に説明でき
る」企業を増やすためには、「知っているが、
説明できるほどではない」と回答した企業への
対応も必要だろう。 を具体的にイメージでき
るように、 の推進方法を学べる機会の提供や、
成功事例の共有などが のさらなる認知につな
がるだろう。

※ ブルーレポート 年 月号

1 - 1 . の認知度

5

1 . D Xの認知度・取り組み度合い

◼ の認知度（ ）

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日 調査期間： 年 月 日～ 年 月 日

◼ の認知度（ ）

19.3%

44.0%

21.5%

15.2% 知っており、他の人に
説明できる
知っているが、説明で
きるほどではない
聞いたことはあるが、
よく知らない
知らない

10.0
%

50.2%

33.1%

6.7
% 知っており、他の人に

説明できる
知っているが、説明で
きるほどではない
聞いたことはあるが、
よく知らない
知らない

再掲
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次に、DXの取り組み度合いについての調査結果を報

告する。本調査は、前ページのDXの認知度で「知ら

ない」と回答した経営者は除外している。

結果を見ると、「取り組めていない」の回答が最も多

く、37.2% であった。次に、ほぼ同様の割合で「ス

テップ１(意識改革：DXに向けたデジタル化の推

進 )」の 37.0% と続いた。

本調査も過去に同様の調査を実施しているので比較

をしてみたい。右のグラフ（2023年の調査）と比べる

と、「取り組めていない」が 4.8%増加し、「ステップ

１」の割合が5.9%減少しており、DXが進んでいない

状況であった。進んでいない要因として、どの業界に

も共通する人手不足問題、対応人材がいないといった

可能性が考えられる。そして、「ステップ２（情報活用：

デジタル化の推進により得られた情報の利活用）」と

「ステップ３（事業改革：事業戦略の再構築・新規事業

創出）」については、ほぼ変わらない結果であった。

中小企業のDXの取り組みは、一部の企業では進んで

いるものの、全体としてはまだまだ進んでいないと言

わざるを得ないだろう。

今後、DXを本格的に推進するためには、企業の意識

改革に加え、具体的な施策の実行や人的リソースの確

保が求められる。特に中小企業では、知識やスキルの

不足が障壁となるケースも多く、外部支援やガイドラ

インの整備、政府による包括的な支援が求められる

だろう。

※·For·Social·Value·ブルーレポートmini·2023 年 8 月号
https://www.forval.co.jp/consulting/pdf/bluereport_mini_202308.pdf

1 . D Xの認知度・取り組み度合い

6

次に、 の取り組み度合いについての調査結果
を報告する。本調査は、前ページの の認知度
で「知らない」と回答した経営者は除外してい
る。
結果を見ると、「取り組めていない」の回答が
最も多く、 であった。次に、ほぼ同様の
割合で「ステップ１ 意識改革 に向けたデ
ジタル化の推進 」の と続いた。
本調査も過去に同様の調査を実施しているので
比較をしてみたい。右のグラフ（ 年の調
査）と比べると、「取り組めていない」が
増加し、「ステップ１」の割合が 減少してお
り、 が進んでいない状況であった。進んでい
ない要因として、どの業界にも共通する人手不
足問題、対応人材がいないといった可能性が考
えられる。そして、「ステップ２（情報活用：デ

ジタル化の推進により得られた情報の利活用）」
と「ステップ３（事業改革・事業戦略の再構築・
新規事業創出）」については、ほぼ変わらない
結果であった。中小企業の の取り組みは、
一部の企業では進んでいるものの、全体として
はまだまだ進んでいないと言わざるを得ないだ
ろう。
今後、 を本格的に推進するためには、企業の
意識改革に加え、具体的な施策の実行や人的リ
ソースの確保が求められる。特に中小企業では、
知識やスキルの不足が障壁となるケースも多く、
外部支援やガイドラインの整備、政府による包
括的な支援が求められるだろう。

※ ブルーレポート 年 月号

1 - 2 . の取り組み度合い

◼ の取り組み度合い（ ）

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日 調査期間： 年 月 日～ 月 日

32.4%

42.9%

19.7
%

5.0%

■取り組めていない
■ ステップ１ 意識改革： に向けたデジタル化の推進
■ ステップ２ 情報活用：デジタル化の推進により得られた情報の利活用
■ ステップ３ 事業改革：事業戦略の再構築・新規事業創出

◼ の取り組みレベル（ ＝ ）

37.2%

37.0%

20.5%

5.3%

■取り組めていない
■ ステップ１ 意識改革： に向けたデジタル化の推進
■ ステップ２ 情報活用：デジタル化の推進により得られた情報の利活用
■ ステップ３ 事業改革：事業戦略の再構築・新規事業創出

再掲

1-2.·DX の取り組み度合い

1 . D Xの認知度・取り組み度合い

6

次に、 の取り組み度合いについての調査結果
を報告する。本調査は、前ページの の認知度
で「知らない」と回答した経営者は除外してい
る。
結果を見ると、「取り組めていない」の回答が
最も多く、 であった。次に、ほぼ同様の
割合で「ステップ１ 意識改革 に向けたデ
ジタル化の推進 」の と続いた。
本調査も過去に同様の調査を実施しているので
比較をしてみたい。右のグラフ（ 年の調
査）と比べると、「取り組めていない」が
増加し、「ステップ１」の割合が 減少してお
り、 が進んでいない状況であった。進んでい
ない要因として、どの業界にも共通する人手不
足問題、対応人材がいないといった可能性が考
えられる。そして、「ステップ２（情報活用：デ

ジタル化の推進により得られた情報の利活用）」
と「ステップ３（事業改革・事業戦略の再構築・
新規事業創出）」については、ほぼ変わらない
結果であった。中小企業の の取り組みは、
一部の企業では進んでいるものの、全体として
はまだまだ進んでいないと言わざるを得ないだ
ろう。
今後、 を本格的に推進するためには、企業の
意識改革に加え、具体的な施策の実行や人的リ
ソースの確保が求められる。特に中小企業では、
知識やスキルの不足が障壁となるケースも多く、
外部支援やガイドラインの整備、政府による包
括的な支援が求められるだろう。

※ ブルーレポート 年 月号

1 - 2 . の取り組み度合い

◼ の取り組み度合い（ ）

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日 調査期間： 年 月 日～ 月 日

32.4%

42.9%

19.7
%

5.0%

■取り組めていない
■ ステップ１ 意識改革： に向けたデジタル化の推進
■ ステップ２ 情報活用：デジタル化の推進により得られた情報の利活用
■ ステップ３ 事業改革：事業戦略の再構築・新規事業創出

◼ の取り組みレベル（ ＝ ）

37.2%

37.0%

20.5%

5.3%

■取り組めていない
■ ステップ１ 意識改革： に向けたデジタル化の推進
■ ステップ２ 情報活用：デジタル化の推進により得られた情報の利活用
■ ステップ３ 事業改革：事業戦略の再構築・新規事業創出

再掲

1 . D Xの認知度・取り組み度合い

6

次に、 の取り組み度合いについての調査結果
を報告する。本調査は、前ページの の認知度
で「知らない」と回答した経営者は除外してい
る。
結果を見ると、「取り組めていない」の回答が
最も多く、 であった。次に、ほぼ同様の
割合で「ステップ１ 意識改革 に向けたデ
ジタル化の推進 」の と続いた。
本調査も過去に同様の調査を実施しているので
比較をしてみたい。右のグラフ（ 年の調
査）と比べると、「取り組めていない」が
増加し、「ステップ１」の割合が 減少してお
り、 が進んでいない状況であった。進んでい
ない要因として、どの業界にも共通する人手不
足問題、対応人材がいないといった可能性が考
えられる。そして、「ステップ２（情報活用：デ

ジタル化の推進により得られた情報の利活用）」
と「ステップ３（事業改革・事業戦略の再構築・
新規事業創出）」については、ほぼ変わらない
結果であった。中小企業の の取り組みは、
一部の企業では進んでいるものの、全体として
はまだまだ進んでいないと言わざるを得ないだ
ろう。
今後、 を本格的に推進するためには、企業の
意識改革に加え、具体的な施策の実行や人的リ
ソースの確保が求められる。特に中小企業では、
知識やスキルの不足が障壁となるケースも多く、
外部支援やガイドラインの整備、政府による包
括的な支援が求められるだろう。

※ ブルーレポート 年 月号

1 - 2 . の取り組み度合い

◼ の取り組み度合い（ ）

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日 調査期間： 年 月 日～ 月 日

32.4%

42.9%

19.7
%

5.0%

■取り組めていない
■ ステップ１ 意識改革： に向けたデジタル化の推進
■ ステップ２ 情報活用：デジタル化の推進により得られた情報の利活用
■ ステップ３ 事業改革：事業戦略の再構築・新規事業創出

◼ の取り組みレベル（ ＝ ）

37.2%

37.0%

20.5%

5.3%

■取り組めていない
■ ステップ１ 意識改革： に向けたデジタル化の推進
■ ステップ２ 情報活用：デジタル化の推進により得られた情報の利活用
■ ステップ３ 事業改革：事業戦略の再構築・新規事業創出

再掲
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TOPIC１の最後では、DXに取り組んでいる企業に対

して行った、DXの取り組みを行う理由に関する調査

の結果を報告する。

結果を見ると、「業務効率の向上を図るため」が最も

多く、63.7% の回答を集めた。次いで、「コスト削減

を実現するため」の 39.2%、「データを有効活用する

ため」の36.5%と続いており、業務効率化、コスト削

減やデータ活用の観点がDXの取り組みを行う主な

理由であることが分かった。

また、「企業の持続可能な成長を目指すため」「競争

力を強化するため」といった項目も一定の割合を占

めており、DXが単なる業務効率化の手段ではなく、

企業戦略の一環として捉えている企業が存在するこ

ともわかる。

前ページで紹介したDXの取り組み度合い（ステップ）

ごとに見ると、どのステップにおいても「業務効率の

向上を図るため」が1番目の理由となるが、「ステップ

３（事業改革・事業戦略の再構築・新規事業創出）」

では、「企業の持続可能な成長を目指すため」が 2番

目、「競争力を強化するため」が 3番目の理由として

あがっている。ステップが進むにつれて企業の持続可

能な成長や競争力といった、戦略的な視点でDXを推

進する傾向が見られた。

多くの企業がDXの取り組みを行う理由は、業務効率

の向上やコスト削減などの直接的な利益を期待して

いる領域であることは間違いない。しかし、事業改革、

事業戦略レベルのDXを進めるうえでは、企業全体、

経営全体に関わる視点を持つことも重要となるだろ

う。

1 . D Xの認知度・取り組み度合い

7

第１章の最後では、 に取り組んでいる企業
に対して行った、 の取り組みを行う理由に
関する調査の結果を報告する。
結果を見ると、「業務効率の向上を図るため」
が最も多く、 の回答を集めた。次いで、
「コスト削減を実現するため」の 、「デー
タを有効活用するため」の と続いており、
業務効率化、コスト削減やデータ活用の観点
が の取り組みを行う主な理由であることが
分かった。
また、「企業の持続可能な成長を目指すため」
「競争力を強化するため」といった項目も一定
の割合を占めており、 が単なる業務効率化
の手段ではなく、企業戦略の一環として捉えて
いる企業が存在することもわかる。
前ページで紹介した の取り組み度合い（ス

テップ）ごとに見ると、どのステップにおいても
「業務効率の向上を図るため」が 番目の理由
となるが、「ステップ３（事業改革・事業戦略
の再構築・新規事業創出）」では、「企業の持続
可能な成長を目指すため」が 番目、「競争力を
強化するため」が 番目の理由としてあがって
いる。ステップが進むにつれて企業の持続可能
な成長や競争力といった、戦略的な視点で
を推進する傾向が見られた。
多くの企業が の取り組みを行う理由は、業
務効率の向上やコスト削減などの直接的な利益
を期待している領域であることは間違いない。
しかし、事業改革、事業戦略レベルの を進め
るうえでは、企業全体、経営全体に関わる視
点を持つことも重要となるだろう。

1 - 3 . の取り組みを行う理由

◼ の取り組みを行う理由（ ）

84.4%
39.2%

36.5%
26.1%
25.2%
25.2%

21.8%
21.8%

20.0%
19.0%

13.6%
13.6%

9.3%
9.1%

6.3%
4.1%

0.7%

0% 25% 50% 75% 100%

業務効率の向上を図るため
コスト削減を実現するため
データを有効活用するため

企業の持続可能な成長を目指すため
競争力を強化するため

セキュリティ対策を強化するため
顧客満足度を向上させるため

従業員の満足度を向上させるため
リモートワークを推進するため

市場の変化に迅速に対応するため
新しいビジネスモデルを創出するため

規制や法令への対応のため
業界のトレンドに合わせるため

環境負荷を軽減するため
経営層の指示・方針によるため

上流企業からの要請があったため
その他

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日

1-3.·DX の取り組みを行う理由
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第２章では、 の具体的な取り組みや効果につ
いて見ていく。経営情報のデータ化や把握、活

用、などの基本的な取り組みから、効果や生産
性向上につながっているか、について調査した。

まず、経営情報の可視化（データ化）について
の調査結果を報告する。本調査における経営
情報とは、「月次の売上」、「月次の利益」、
「月次のコスト」、「決算情報」、「融資とその
返済状況」の財務情報と、「各従業員の勤怠情
報」、「各従業員のスキルとパフォーマンス」の
非財務情報を加えた合計７つである。
財務情報については、「全てのデータ化ができ
ている」、「一部のデータ化ができている」を
合わせ、 ～ の割合でデータ化ができて
いる状況だった。一方で、非財務情報を見る
と、「各従業員のスキルとパフォーマンス」が

と、可視化（データ化）が遅れている

状況であった。
次の調査は可視化（データ化）した経営情報
を経営者自身が把握しているか、についてで
ある。可視化（データ化）しても、それを経営
に生かせる形で把握していなければ意味がな
い。ここでは、前の質問に対し、「全てのデー
タ化ができている」、また「一部のデータ化が
できている」と回答した企業に聞いている。
どの分野も「正確に把握できている」、「ある
程度把握できている」の回答が大部分を占め
た。可視化（データ化）できた経営情報につい
てはほとんどの企業が把握できており、良い
傾向といえるだろう。

2 - 1 . 経営情報の可視化（データ化）、把握

2 . D Xの具体的な取り組み・効果

9

◼ 経営情報の可視化（データ化）（ ）

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日 調査期間： 年 月 日～ 年 月 日

47.6%

44.1%

40.4%

51.1%

34.4%

34.7%

9.7%

29.1%

29.8%

30.9%

27.0%

29.3%

26.8%

27.0%

15.9%

18.5%

21.7%

14.6%

21.5%

22.2%

42.2%

7.4%

7.6%

7.1%

7.2%

14.8%

16.2%

21.2%

全てのデータ化ができている 一部のデータ化ができている
必要だと思うがデータ化はできていない データ化をするつもりはない

◼ 経営情報の把握

月次の売上

月次の利益

月次のコスト

決算情報

融資とその返済状況

各従業員の勤怠情報

各従業員のスキルと
パフォーマンス

54.5%

49.6%

46.5%

54.9%

57.6%

53.0%

27.9%

41.8%

45.3%

50.0%

42.0%

39.3%

42.7%

64.4%

3.4%

4.5%

3.2%

2.9%

3.0%

4.0%

7.2%

0.2%

0.5%

0.2%

0.2%

0.0%

0.3%

0.5%

正確に把握できている ある程度把握できている
あまり把握できていない 全く把握できていない

月次の売上

月次の利益

月次のコスト

決算情報

融資とその返済状況

各従業員の勤怠情報

各従業員のスキルと
パフォーマンス

まず、経営情報の可視化（データ化）についての調

査結果を報告する。本調査における経営情報とは、

「月次の売上」、「月次の利益」、「月次のコスト」、「決算

情報」、「融資とその返済状況」の財務情報と、「各従業

員の勤怠情報」、「各従業員のスキルとパフォーマンス」

の非財務情報を加えた合計７つである。

財務情報については、「全てのデータ化ができている」、

「一部のデータ化ができている」を合わせ、60%～70%

の割合でデータ化ができている状況だった。一方で、

非財務情報を見ると、「各従業員のスキルとパフォーマ

ンス」が36.7%と可視化（データ化）が遅れている状況

であった。

次の調査は可視化（データ化）した経営情報を経営者

自身が把握しているか、についてである。可視化（デ

ータ化）しても、それを経営に生かせる形で把握して

いなければ意味がない。ここでは、前の質問に対し、

「全てのデータ化ができている」、また「一部のデータ

化ができている」と回答した企業に聞いている。どの

分野も「正確に把握できている」、「ある程度把握で

きている」の回答が大部分を占めた。可視化（データ

化）できた経営情報についてはほとんどの企業が把握

できており、良い傾向といえるだろう。

本TOPICでは、DXの具体的な取り組みや効果につ

いて見ていく。経営情報のデータ化や把握、活用、な

どの基本的な取り組みから、効果や生産性向上につ
ながっているか、について調査した。

2. DXの具体的な取り組み・効果

2-1.　経営情報の可視化（データ化）、把握

TOPIC

第２章では、 の具体的な取り組みや効果につ
いて見ていく。経営情報のデータ化や把握、活

用、などの基本的な取り組みから、効果や生産
性向上につながっているか、について調査した。

まず、経営情報の可視化（データ化）について
の調査結果を報告する。本調査における経営
情報とは、「月次の売上」、「月次の利益」、
「月次のコスト」、「決算情報」、「融資とその
返済状況」の財務情報と、「各従業員の勤怠情
報」、「各従業員のスキルとパフォーマンス」の
非財務情報を加えた合計７つである。
財務情報については、「全てのデータ化ができ
ている」、「一部のデータ化ができている」を
合わせ、 ～ の割合でデータ化ができて
いる状況だった。一方で、非財務情報を見る
と、「各従業員のスキルとパフォーマンス」が

と、可視化（データ化）が遅れている

状況であった。
次の調査は可視化（データ化）した経営情報
を経営者自身が把握しているか、についてで
ある。可視化（データ化）しても、それを経営
に生かせる形で把握していなければ意味がな
い。ここでは、前の質問に対し、「全てのデー
タ化ができている」、また「一部のデータ化が
できている」と回答した企業に聞いている。
どの分野も「正確に把握できている」、「ある
程度把握できている」の回答が大部分を占め
た。可視化（データ化）できた経営情報につい
てはほとんどの企業が把握できており、良い
傾向といえるだろう。

2 - 1 . 経営情報の可視化（データ化）、把握

2 . D Xの具体的な取り組み・効果
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◼ 経営情報の可視化（データ化）（ ）

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日 調査期間： 年 月 日～ 年 月 日

47.6%

44.1%

40.4%

51.1%

34.4%

34.7%

9.7%

29.1%

29.8%

30.9%

27.0%

29.3%

26.8%

27.0%

15.9%

18.5%

21.7%

14.6%

21.5%

22.2%

42.2%

7.4%

7.6%

7.1%

7.2%

14.8%

16.2%

21.2%

全てのデータ化ができている 一部のデータ化ができている
必要だと思うがデータ化はできていない データ化をするつもりはない

◼ 経営情報の把握

月次の売上

月次の利益

月次のコスト

決算情報

融資とその返済状況

各従業員の勤怠情報

各従業員のスキルと
パフォーマンス

54.5%

49.6%

46.5%

54.9%

57.6%

53.0%

27.9%

41.8%

45.3%

50.0%

42.0%

39.3%

42.7%

64.4%

3.4%

4.5%

3.2%

2.9%

3.0%

4.0%

7.2%

0.2%

0.5%

0.2%

0.2%

0.0%

0.3%

0.5%

正確に把握できている ある程度把握できている
あまり把握できていない 全く把握できていない

月次の売上

月次の利益

月次のコスト

決算情報

融資とその返済状況

各従業員の勤怠情報

各従業員のスキルと
パフォーマンス

第２章では、 の具体的な取り組みや効果につ
いて見ていく。経営情報のデータ化や把握、活

用、などの基本的な取り組みから、効果や生産
性向上につながっているか、について調査した。

まず、経営情報の可視化（データ化）について
の調査結果を報告する。本調査における経営
情報とは、「月次の売上」、「月次の利益」、
「月次のコスト」、「決算情報」、「融資とその
返済状況」の財務情報と、「各従業員の勤怠情
報」、「各従業員のスキルとパフォーマンス」の
非財務情報を加えた合計７つである。
財務情報については、「全てのデータ化ができ
ている」、「一部のデータ化ができている」を
合わせ、 ～ の割合でデータ化ができて
いる状況だった。一方で、非財務情報を見る
と、「各従業員のスキルとパフォーマンス」が

と、可視化（データ化）が遅れている

状況であった。
次の調査は可視化（データ化）した経営情報
を経営者自身が把握しているか、についてで
ある。可視化（データ化）しても、それを経営
に生かせる形で把握していなければ意味がな
い。ここでは、前の質問に対し、「全てのデー
タ化ができている」、また「一部のデータ化が
できている」と回答した企業に聞いている。
どの分野も「正確に把握できている」、「ある
程度把握できている」の回答が大部分を占め
た。可視化（データ化）できた経営情報につい
てはほとんどの企業が把握できており、良い
傾向といえるだろう。

2 - 1 . 経営情報の可視化（データ化）、把握

2 . D Xの具体的な取り組み・効果

9

◼ 経営情報の可視化（データ化）（ ）

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日 調査期間： 年 月 日～ 年 月 日

47.6%

44.1%

40.4%

51.1%

34.4%

34.7%

9.7%

29.1%

29.8%

30.9%

27.0%

29.3%

26.8%

27.0%

15.9%

18.5%

21.7%

14.6%

21.5%

22.2%

42.2%

7.4%

7.6%

7.1%

7.2%

14.8%

16.2%

21.2%

全てのデータ化ができている 一部のデータ化ができている
必要だと思うがデータ化はできていない データ化をするつもりはない

◼ 経営情報の把握

月次の売上

月次の利益

月次のコスト

決算情報

融資とその返済状況

各従業員の勤怠情報

各従業員のスキルと
パフォーマンス

54.5%

49.6%

46.5%

54.9%

57.6%

53.0%

27.9%

41.8%

45.3%

50.0%

42.0%

39.3%

42.7%

64.4%

3.4%

4.5%

3.2%

2.9%

3.0%

4.0%

7.2%

0.2%

0.5%

0.2%

0.2%

0.0%

0.3%

0.5%

正確に把握できている ある程度把握できている
あまり把握できていない 全く把握できていない

月次の売上

月次の利益

月次のコスト

決算情報

融資とその返済状況

各従業員の勤怠情報

各従業員のスキルと
パフォーマンス
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次に、前ページで、可視化（データ化）した経営情報

を「正確に把握できている」、「ある程度把握できて

いる」と回答した経営者に、把握した経営情報を会

社の経営に活かせているか、可視化（データ化）した

ことで業績に変化があったかについて聞いた。

経営情報の活用については、「活かせている」が

22.8%、「ある程度活かせている」が 60.4% と、合わ

せて83.2%の企業が経営に活かせていると回答した。

経営情報の可視化（データ化）ができている企業は、

「可視化（データ化）→把握→活用」という一連のサ

イクルがある程度確立していることがわかった。

そして、経営情報を可視化（データ化）したことによ

る業績の変化については、「プラスの変化があった」

が 17.2%、「ややプラスの変化があった」が46.9%と、

合わせて 64.1% の企業がプラスの変化を実感してい

た（「活かせている」の企業に限定すると、82.3%まで

プラスの変化が増加する）。

ただ、「変化はなかった」と回答した企業も３割以上

存在し、前設問で「あまり活かせていない」、「活か

せていない」と回答した企業が多くを占めていた。

経営情報は可視化（データ化）し、把握し、活用する

ことではじめて効果を発揮する。活用できていない

企業は、自社の経営情報の活用方法を一度見直して

みてもよいだろう。ただ、自社だけでは難しい場合

が多いため、積極的に外部の専門家を頼ることも検

討していただきたい。

2 . D Xの具体的な取り組み・効果

10

次に、前ページで、可視化（データ化）した
経営情報を「正確に把握できている」、「ある
程度把握できている」と回答した経営者に、
把握した経営情報を会社の経営に活かせてい
るか、可視化（データ化）したことで業績に
変化があったかについて聞いた。

経営情報の活用については、「活かせている」
が 、「ある程度活かせている」が
と、合わせて の企業が経営に活かせてい
ると回答した。経営情報の可視化（データ化）
ができている企業は、「可視化（データ化）→
把握→活用」という一連のサイクルがある程度
確立していることがわかった。
そして、経営情報を可視化（データ化）した
ことによる業績の変化については、「プラス

の変化があった」が 、「ややプラスの
変化があった」が と、合わせて
の企業がプラスの変化を実感していた（「活
かせている」の企業に限定すると、 ま
でプラスの変化が増加する）。
ただ、「変化はなかった」と回答した企業も
３割以上存在し、前設問で「あまり活かせて
いない」、「活かせていない」と回答した企
業が多くを占めていた。経営情報は可視化
（データ化）し、把握し、活用することでは
じめて効果を発揮する。活用できていない企
業は、自社の経営情報の活用方法を一度見直
してみてもよいだろう。ただ、自社だけでは
難しい場合が多いため、積極的に外部の専門
家を頼ることも検討していただきたい。

2 - 2 . 可視化（データ化）した経営情報の活用・効果

◼ 経営情報の活用（ ）

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日

22.8%

60.4%

15.3%

1.5%

活かせている
ある程度活かせている
あまり活かせていない
活かせていない

17.2%

46.9%

34.2%

1.7%

プラスの変化があった
ややプラスの変化があった
変化はなかった
ややマイナスの変化があった

◼ 経営情報を可視化（データ化）したことによる
業績の変化（ ）

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日

2-2.·可視化（データ化）した経営情報の活用・効果
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本ページでは、DXの取り組み状況と取り組んだ効果・

浸透度について報告する。

DXの取り組み状況では、DXのための人材確保や専

門の部門や、プロジェクトの設置などに取り組んでい

るかの調査である。「現行業務（バックオフィス業務

など）のデータ・クラウド化」、「利用している IT シ

ステム・デジタル技術の最適化（整備・刷新）」につ

いては、「既に取り組んでいる」の回答が多く、４割

を超えた。他の４項目については「既に取り組んで

いる」がいずれも 10%台であった。また、「取り組む

つもりはない」の回答が多いことにも注目したい。

特に、「DX推進のための部門・プロジェクトの設置」、

「DXに関する新規事業の開発」については約４割の

企業が取り組むつもりはないと回答している。現行

業務、現状利用しているシステムに関するDXには積

極的だが、部門、事業レベルのDXについては取り組

む意識がない中小企業が多い傾向であった。

DXの取り組み効果、浸透度合いについては、「とて

も効果が出ている/浸透している」、「やや効果が出て

いる/浸透している」を合わせ 76.2% の企業が効果、

社内の浸透度合いを実感していた。この取り組み効果、

浸透度合いは P74 のステップ毎に見ると、ステップ１

で67.3%、ステップ２で 87.6%、ステップ３で94.6%と、

DXが進むほど高い割合となる傾向であった。現行業

務中心のDXを実施している中小企業はぜひ、より高

度なDXにも取り組んでいただきたい。

2-3.·DX の取り組み状況、取り組み効果・浸透度合い

2 . D Xの具体的な取り組み・効果

11

本ページでは、 の取り組み状況と取り組ん
だ効果・浸透度について報告する。
の取り組み状況では、 のための人材確

保や専門の部門や、プロジェクトの設置など
に取り組んでいるかの調査である。「現行業
務（バックオフィス業務など）のデータ・ク
ラウド化」、「利用している システム・デ
ジタル技術の最適化（整備・刷新）」につい
ては、「既に取り組んでいる」の回答が多く、
４割を超えた。他の４項目については「既に
取り組んでいる」がいずれも 台であった。
また、「取り組むつもりはない」の回答が多
いことにも注目したい。特に、「 推進のた
めの部門・プロジェクトの設置」、「 に関
する新規事業の開発」については約４割の企
業が取り組むつもりはないと回答している。

現行業務、現状利用しているシステムに関す
る には積極的だが、部門、事業レベルの
については取り組む意識がない中小企業が

多い傾向であった。
の取り組み効果、浸透度合いについては、

「とても効果が出ている 浸透している」、
「やや効果が出ている 浸透している」を合
わせ の企業が効果、社内の浸透度合い
を実感していた。この取り組み効果、浸透度
合いは ６のステップ毎に見ると、ステップ
１で 、ステップ２で 、ステップ
３で と、 が進むほど高い割合となる
傾向であった。現行業務中心の を実施して
いる中小企業はぜひ、より高度な にも取り
組んでいただきたい。

2 - 3 . の取り組み状況、取り組み効果・浸透度合い

◼ の取り組み状況（ ）

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日

16.3%

13.4%

44.9%

41.3%

13.2%

10.4%

12.5%

11.8%

24.5%

28.8%

17.9%

15.0%

42.2%

36.7%

23.4%

22.2%

40.8%

32.2%

29.0%

38.1%

7.3%

7.7%

28.1%

42.4%

既に取り組んでいる 取り組みを検討している
必要だと思うが取り組めていない 取り組むつもりはない

10.0
%

66.2%

20.4%

3.4%

とても効果が出ている
浸透している
やや効果が出ている
浸透している
あまり効果が出ていな
い 浸透していない
全く効果が出ていない
浸透していない

推進のための人材
確保・採用

推進のための部門・
プロジェクトの設置

現行業務 パックオフィス
業務など のデータクラ

ウド化

利用しているシステム・
デジタル技術の最適化整

備・刷新

社員への 関連の資格取
得や知識習得の推進支援

に関する新規事業の
開発

◼ の取り組み効果、浸透度合い（ ）

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日

とても効果が出ている
/浸透している
やや効果が出ている/
浸透している
あまり効果が出ていな
い /浸透していない
全く効果が出ていない
/浸透していない
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本TOPIC の最後は、DXが生産性向上・効率化など

につながっているか、そして具体的に改善された業

務についての調査結果である。

DXが生産性向上・効率化などにつながっているか、

については、「そう思う」、「ややそう思う」を合わせ、

90.0%が生産性向上・効率化を実感しており、前ペー

ジの取り組み効果・浸透度合いと並び高い割合となっ

た。DXに取り組むことは、生産性向上や業務の効率

化に、ほぼ確実につながるということがいえるだろ

う。

次に、DXにより改善された業務についての結果では、

「データ入力・管理」が最も多い70.8％であり、「財務・

会計」の49.6%と続いた。今回、回答が多かった「デー

タ入力・管理」や「財務・会計」は、DXが進む前はア

ナログな手作業で行っていたものが、デジタル技術

により効率化、自動化が進むことで改善されたと実感

する企業が多いのではないだろうか。現時点でこれら

の業務に時間や手間を要している企業は、ぜひDXに

よる業務改善に挑戦してほしい。

今回の調査では、この２つがDXにより改善された、

という回答の割合が高く、他の項目は３割未満という

結果であった。「その他」の回答には在宅勤務、リモー

トワーク、社外コミュニケーションなどが並んだ。

2-4.·DXによる生産性向上・効率化、DXにより改善された業務

2 . D Xの具体的な取り組み・効果

12

第２章の最後は、 が生産性向上・効率化な
どにつながっているか、そして具体的に改善
された業務についての調査結果である。
が生産性向上・効率化などにつながってい

るか、については、「そう思う」、「ややそ
う思う」を合わせ、 が生産性向上・効
率化を実感しており、前ページの取り組み効
果・浸透度合いと並び高い割合となった。
に取り組むことは、生産性向上や業務の効率
化に、ほぼ確実につながるということがいえ
るだろう。

次に、 により改善された業務についての結
果では、「データ入力・管理」が最も多い

％であり、「財務・会計」の と続

いた。今回、回答が多かった「データ入力・
管理」や「財務・会計」は、 が進む前はア
ナログな手作業で行っていたものが、デジタ
ル技術により効率化、自動化が進むことで改
善されたと実感する企業が多いのではないだ
ろうか。現時点でこれらの業務に時間や手間
を要している企業は、ぜひ による業務改善
に挑戦してほしい。
今回の調査では、この２つが により改善さ
れた、という回答の割合が高く、他の項目は
３割未満という結果であった。「その他」の
回答には在宅勤務、リモートワーク、社外コ
ミュニケーションなどが並んだ。

2 - 4 . による生産性向上・効率化、 により改善された業務

◼ が生産性向上・効率化などの改善につながっ
ているか（ ）

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日

70.8%
49.6%

27.5%
25.4%
24.9%

22.4%
19.6%
19.6%

14.4%
9.6%

1.3%

0% 25% 50% 75% 100%

データ入力・管理
財務・会計

人事・労務管理
社内コミュニケーション

顧客対応（カスタマーサポート）
在庫管理

プロジェクト管理
生産計画・管理

マーケティング・広告
調達・購買

その他

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日

◼ により改善された業務（ ）

39.9%

50.1%

8.6
%

1.4%

そう思う
ややそう思う
あまりそう思わない
そう思わない
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DXに取り組んでいる企業に、今後も取り組みを継続

すべきか、について聞いた。結果を見ると、「そう思

う」、「ややそう思う」と回答した企業が 95.5% を占

め、ほとんどの企業がDXの継続に肯定的な意思を示

していた。実際にDXに取り組むことで、その効果や

メリット、経営を続けるうえで不可欠な手段である

ことを実感している企業が多いのだろう。

また、「そう思う」、「ややそう思う」と回答した企業

に、今後取り組みたい分野について聞いたところ、

「現行業務（バックオフィス業務など）のデータ・クラ

ウド化」が最も多く回答者の半数近くが選択した。

「利用している IT システム・デジタル技術の最適化

（整備・刷新）」も半数近くが選択しており、目先の現

行業務における取り組みに、高い関心がある結果で

あった。これらの上位項目に加えて、「社員へのGX関

連の資格取得や知識習得の推進・支援」「セキュリティ

対策の強化」「DX推進のための人材確保・採用」など、

企業の競争力向上や持続可能な成長に関する項目も

一定の割合で選択されている。

DXにすでに取り組んでいる企業が今後も取り組みを

継続する見込みは高いだろう。ぜひ、既存業務に関

連する領域以外の、人材育成やセキュリティ強化と

いった企業の基盤強化に関連するDXも推進するこ

とを期待したい。

本TOPIC では、DXの今後の展望と上流企業からの

要求に関する調査結果を報告する。DXの継続に対す

る企業の意識や、上流企業からの要請の実態を明ら

かにし、今後の課題と展望を考察する。

第３章では、 の今後の展望と上流企業からの
要求に関する調査結果を報告する。 の継続に

対する企業の意識や、上流企業からの要請の実
態を明らかにし、今後の課題と展望を考察する。

に取り組んでいる企業に、今後も取り組み
を継続すべきか、について聞いた。結果を見
ると、「そう思う」、「ややそう思う」と回
答した企業が を占め、ほとんどの企業
が の継続に肯定的な意思を示していた。実
際に に取り組むことで、その効果やメリッ
ト、経営を続けるうえで不可欠な手段である
ことを実感している企業が多いのだろう。
また、「そう思う」、「ややそう思う」と回
答した企業に、今後取り組みたい分野につい
て聞いたところ、「現行業務（バックオフィ
ス業務など）のデータ・クラウド化」が最も
多く回答者の半数近くが選択した。「利用し
ている システム・デジタル技術の最適化

（整備・刷新）」も半数近くが選択しており、
目先の現行業務における取り組みに、高い関
心がある結果であった。これらの上位項目に
加えて、「社員への 関連の資格取得や知識
習得の推進・支援」「セキュリティ対策の強
化」「 推進のための人材確保・採用」など、
企業の競争力向上や持続可能な成長に関する
項目も一定の割合で選択されている。

にすでに取り組んでいる企業が今後も取り
組みを継続する見込みは高いだろう。ぜひ、
既存業務に関連する領域以外の、人材育成や
セキュリティ強化といった企業の基盤強化に
関連する も推進することを期待したい。

3 - 1 . の継続意思、今後取り組みたい分野

3 .  今後の展望・上流企業からの要求

14

◼ の取り組みを今後も継続すべきか（ ）

現行業務バックオフィス業務などのデータクラウド化
利用している システム・デジタル技術の最適化整備・刷新

社員への 関連の資格取得や知識習得の推進支援
セキュリティ対策の強化

推進のための人材確保・採用
データ分析ツールの導入

業務プロセスの自動化 の導入
デジタルマーケティングの強化
顧客管理システム の導入

に関する新規事業の開発
生産管理システムの導入
電子決済システムの導入

リモートワーク環境の整備
推進のための部門・プロジェクトの設置

推進計画の策定と実行
顧客体験の向上 のためのデジタルツール導入

サプライチェーンマネジメントの最適化
その他

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日

◼ 今後取り組みたい分野（ ）

45.6%
42.3%

24.5%
21.4%

19.5%
18.5%
17.6%

14.3%
13.8%
13.5%

11.4%
10.5%
10.0%
9.5%
9.3%

5.9%
4.3%
3.8%

0% 25% 50% 75% 100%

62.4%

33.1%

4.1% 0.5%

そう思う
ややそう思う
あまりそう思わない
そう思わない

3. 今後の展望・上流企業からの要求

3-1.·DXの継続意思、今後取り組みたい分野
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第３章では、 の今後の展望と上流企業からの
要求に関する調査結果を報告する。 の継続に

対する企業の意識や、上流企業からの要請の実
態を明らかにし、今後の課題と展望を考察する。

に取り組んでいる企業に、今後も取り組み
を継続すべきか、について聞いた。結果を見
ると、「そう思う」、「ややそう思う」と回
答した企業が を占め、ほとんどの企業
が の継続に肯定的な意思を示していた。実
際に に取り組むことで、その効果やメリッ
ト、経営を続けるうえで不可欠な手段である
ことを実感している企業が多いのだろう。
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て聞いたところ、「現行業務（バックオフィ
ス業務など）のデータ・クラウド化」が最も
多く回答者の半数近くが選択した。「利用し
ている システム・デジタル技術の最適化

（整備・刷新）」も半数近くが選択しており、
目先の現行業務における取り組みに、高い関
心がある結果であった。これらの上位項目に
加えて、「社員への 関連の資格取得や知識
習得の推進・支援」「セキュリティ対策の強
化」「 推進のための人材確保・採用」など、
企業の競争力向上や持続可能な成長に関する
項目も一定の割合で選択されている。

にすでに取り組んでいる企業が今後も取り
組みを継続する見込みは高いだろう。ぜひ、
既存業務に関連する領域以外の、人材育成や
セキュリティ強化といった企業の基盤強化に
関連する も推進することを期待したい。
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顧客管理システム の導入

に関する新規事業の開発
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リモートワーク環境の整備
推進のための部門・プロジェクトの設置

推進計画の策定と実行
顧客体験の向上 のためのデジタルツール導入
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最後に、情報セキュリティに関する具体的な要求や

対策をはじめとして、上流企業からDXの取り組みを

進めるよう要求を受けたことがあるか、について調

査を行った。

「ある」と回答した企業は 21.1% であり、５社に１社

程度の割合で、上流企業から何らかの要求を受けて

いることがわかった。

デジタル技術やデータをビジネスに活用することが

あたりまえの今の時代において、上流企業が仕事を

依頼する中小企業に情報セキュリティについての対

応状況を把握したり、推進を求めたりすることは当

然の行動といえる。そのため、上流企業からの要請

が今後さらに増加する可能性は十分に考えられる。

今後、中小企業は、自社のDX化を推進することに加

え、上流企業からの要求に対応できる体制を整えて

いくことも課題の一つといえるだろう。DXの推進や

サステナビリティ対応など、業界の動向を踏まえな

がら、求められる基準への適応が求められる。

本章の後半では、GX（グリーントランスフォーメー

ション）に関する上流企業からの要求についての調

査結果も報告する。

3 .  今後の展望・上流企業からの要求

15

最後に、情報セキュリティに関する具体的な
要求や対策をはじめとして、上流企業から
の取り組みを進めるよう要求を受けたことが
あるか、について調査を行った。

「ある」と回答した企業は であり、５社
に１社程度の割合で、上流企業から何らかの
要求を受けていることがわかった。
デジタル技術やデータをビジネスに活用する
ことがあたりまえの今の時代において、上流
企業が仕事を依頼する中小企業に情報セキュ
リティについての対応状況を把握したり、推
進を求めたりすることは当然の行動といえる。

そのため、上流企業からの要請が今後さらに
増加する可能性は十分に考えられる。

今後、中小企業は、自社の 化を推進するこ
とに加え、上流企業からの要求に対応できる
体制を整えていくことも課題の一つといえる
だろう。 の推進やサステナビリティ対応な
ど、業界の動向を踏まえながら、求められる
基準への適応が求められる。
次回のブルーレポート 年４月号では、
（グリーントランスフォーメーション）に関

する上流企業からの要求についての調査結果
も報告予定である。

3 - 2 . 上流企業からの要求

◼ 上流企業からの要求（ ）

21.1%

78.9%

ある
ない

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日

3-2.·上流企業からの要求
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この度、中小企業のDXへの取り組み状況について、

全体傾向から具体的な取り組み、さらに今後の展望も

含め、幅広く把握するための調査を行った。

まず、DXの認知状況は 63.3% であった。2021年調査

実績（60.2％）と比較すると微増しているものの、大

きな伸びを示すまでには至っていない。それは取り組

み度合いについても同様で、全体としてDXの認知・

取り組みは進んでいないと言わざるを得ないだろう。

また、DXの取り組みを行う理由としては「業務効率

の向上を図るため」が回答者の 6割を超えた一方、経

営戦略の一環としてDXを捉えている企業は、現状で

は少ないことが明らかになった。

さらに、DXの具体的な取り組みや効果について問う

設問群を通し、経営情報の可視化が進むとその活用が

進み、業績にプラスの変化がみられることがわかっ

た。しかし、具体的な内容を見ると、現行業務への取

り組みが進む半面、人材確保や育成、新規事業の開発

などが進んでいないことも示された。

近年、DXへの取り組みが注目された背景には、一義

的には業務の効率化や生産性向上、人材不足への対応

などがある。業務における無駄を省き、限られた経営

リソースを有効活用するうえで、デジタル技術の導入

やデータの利活用が円滑な業務遂行に資することは

多くの中小企業が実感するところであろう。

それらに加え、デジタル技術を前提とする市場への適

応や多様な働き方の推進、労働環境の整備などの側面

もある。DXの「意識改革レベル（ステップ 3）」（P74

参照）への取り組みが進めば、事業戦略の再構築や新

規事業の創出が現実味を帯びてくる。

さらに、顧客との関係維持にも重要な意味を持つだろ

う。DXへの取り組みを求める意図で上流企業からの

要求があるかを問う設問では、21.1％の企業が「ある」

と回答している。情報セキュリティ対策はもちろんの

こと、契約事務や日々のコミュニケーション、情報共有

の手法に至るまで、DXへの取り組みは今や中小企業

経営にも欠かせない要素となりつつあるのである。

DXの更なる普及をにらむとき、認知や取り組みが広が

らない状況を踏まえ、今後もDXによる効果・メリット

の情報共有や、国や専門家などによる資金的、人的支援

などが継続されることに期待したい。

本章の前半はDXに焦点を当てて報告した。後半はGDX

のもう一つの重要な要素であるGX（グリーントランス

フォーメーション）に関する調査結果を報告する。

4. まとめ・あとがき
TOPIC

〇 進まない中小企業の DX、国や専門家の支援が今後の促進のポイントに

以前にも当所で実施した中小企業のGDXについて

の調査を、定点調査も兼ねて再度実施しました。今

回はDXについての調査結果の報告となります。DX

の認知度は微増しているものの、取り組み度合いに

ついては、前回調査からほとんど進んでいないとい

う状況でした。必要性や重要性を理解している経

営者はいるものの、対応人材の不足や費用面の課

題などが取り組みが進んでいない主な要因と推察

されます。また、今回上流企業からDXの取り組み

を進めるよう要求を受けたことがあるか、について

の調査も行いましたが、約２割の中小企業が要望を

受けていました。今後もこのような上流企業からの

要求は増えることが見込まれるため、まだ取り組め

ていない企業は、国の補助金や外部の専門家支援を

積極的に活用して、自社のDXを速やかに推進して

いくことを推奨いたします。

フォーバル GDXリサーチ研究所
所長　平良 学
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政府は近年、GX（グリーントランスフォーメーション）

を重要な政策として推進しています。このGXを通し

て温室効果ガスの排出削減を実現するとともに、再

生可能エネルギーを軸とするエネルギー安定供給体

制の構築と産業構造の転換を図り、さらに新たな市場

や需要を創出することで成長戦略につなげることも

視野に入れています。

その方向性は具体的な立法や施策にも現れています。

2023年には「GX実現に向けた基本方針」が閣議決定

され、GX推進法やGX脱炭素電源法が成立しました。

そして2025年2月には「脱炭素成長型経済構造移行推

進戦略」（GX推進戦略）を発展的に改訂する「GX2040

ビジョン」が閣議決定されました。これにより産業構

造の改革がさらに進むことになります。

こうした流れは、企業活動にも影響を与えています。

近年は大企業を中心に、自社の直接排出量のみなら

ず、間接的なもの、さらにはサプライチェーン全体の

排出量の削減を求める動きへ展開しています。

その他、地球温暖化対策税（温対税）や排出量取引

制度などの導入を経て、今後はカーボンプライシング

への取り組みもさらに加速しそうです。このように、

大企業による取り組みが進む中で、中小企業のGXは

どの程度進められているのでしょうか。

当研究所では、DX（デジタルトランスフォーメーショ

ン）とともに、GXが今後の中小企業経営に欠かせな

い要素であるとの考えから、両者を同時に達成する

取り組みを「GDX」と呼び、推奨しています。

本章の後半では、そのうちGXに関して行った調査の

結果を報告します。

中小企業の GDX への対応
SUBJECT

〈 グリーントランスフォーメーション 〉
2



84

第
５
章　

中
小
企
業
のG

D
X

へ
の
対
応

第
３
章

第
１
章

序
章

第
２
章

第
４
章

目
次

まず、GXの認知度についての調査では、「知ってお

り、他の人に説明できる」と回答した企業は 5.4%に

とどまり、「知っているが、説明できるほどではない」

を合わせても 29.4% であった。

一方で、「聞いたことはあるが、よく知らない」が

24.9% で、「知らない」については 45.7% と、約半数

にのぼった。両回答を合わせると約７割が、GXを知

らない、という結果であった。同時期に調査を行っ

たDX（デジタルトランスフォーメーション）の認知

度と比較すると、DXの認知度は 63.3%（「知ってお

り、他の人に説明できる」19.3%、「知っているが、

説明できるほどではない」44.0% の合計）であり、DX

の認知の方が進んでいた。DXは近年、企業の取り組

みが活発になり、その概念が広く浸透しているのに

対し、GXはまだ企業の関心が十分に高まっていない

ことが分かる。

GXは脱炭素経営や環境負荷の低減に関わる重要なテ

ーマであり、企業の持続可能な成長を実現するため

の鍵となる。今後、GXの認知度向上とともに、具体

的な取り組みを促進するための情報提供や支援制度

の整備が求められるだろう。

本章の後半では、中小企業におけるGX（グリーント

ランスフォーメーション）の認知度や、取り組み状

況、取り組みを行う理由についての調査結果を報告

する。

5. GXの認知度・取り組み度合い

5-1.　GXの認知度

TOPIC

第１章では、中小企業における （グリーント
ランスフォーメーション）の認知度や、取り組み

状況、取り組みを行う理由ついての調査結果を
報告する。

まず、 の認知度についての調査では、「知っ
ており、他の人に説明できる」と回答した企業は

にとどまり、「知っているが、説明できる
ほどではない」を合わせても であった。
一方で、「聞いたことはあるが、よく知らない」
が で、「知らない」については と、
約半数にのぼった。両回答を合わせると約７割
が、 を知らない、という結果であった。同時
期に調査を行った （デジタルトランスフォー
メーション）の認知度と比較すると、 の認知
度は （「知っており、他の人に説明でき
る」 、「知っているが、説明できるほど

ではない」 の合計）であり、 の認知の
方が進んでいた。 は近年、企業の取り組み
が活発になり、その概念が広く浸透しているの
に対し、 はまだ企業の関心が十分に高まって
いないことが分かる。
は脱炭素経営や環境負荷の低減に関わる重要

なテーマであり、企業の持続可能な成長を実現
するための鍵となる。今後、 の認知度向上と
ともに、具体的な取り組みを促進するための情
報提供や支援制度の整備が求められるだろう。

※ ブルーレポート 年 月号

1 - 1 . の認知度

5

1 . G Xの認知度・取り組み度合い

◼ の認知度（ ）

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日 調査期間： 年 月 日～ 年 月 日

◼ の認知度（ ）再掲

19.3%

44.0%

21.5%

15.2% 知っており、他の人に
説明できる
知っているが、説明で
きるほどではない
聞いたことはあるが、
よく知らない
知らない

5.4%

24.0%

24.9%

45.7%

知っており、他の人に
説明できる
知っているが、説明で
きるほどではない
聞いたことはあるが、
よく知らない
知らない
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次に、GXの取り組み度合いについての調査結果を報

告する。本調査は、前ページのGXの認知度に関する

調査で「知らない」と回答した経営者は除外してい

る。

結果を見ると、「取り組めていない」と回答した企業

が62.9%にのぼった。取り組んでいる企業で見ると、

「ステップ 1（意識改革：GXに向けた省エネ推進）」の

29.6% が最多で、「ステップ 2（情報開示：温室効果ガ

ス排出量と削減施策の情報開示）」の6.9%、「ステップ

3（事業改革・事業戦略の再構築・新規事業創出）」の

0.7%と続いた。

過去の同様の調査結果と比較すると、「取り組めてい

ない」企業の割合が増加し、「ステップ 1」の割合が

減少していた。これは、DXの調査と同じ傾向であ

る。GXにおいても、取り組みが進んでいない、取り

組めていない企業が増えていることについては、施

策としての優先度が低い、または、対応したくても、

対応できる人材がいないなど可能性が考えられる。

さらに、DXの「取り組めていない」企業の 37.2% と

比べるとGXは 62.9% と大幅に高い結果であった。

過去の調査と比べてもGXの取り組みは進んでいな

いが、DXと比較しても遅れていることがわかった。

GXの推進にはより一層の認知向上と、具体的な取り

組みを進めるための支援制度の整備が必要であると

考えられる。

※For·Social·Value ブルーレポートmini·2023 年 8 月号
https://www.forval.co.jp/consulting/pdf/bluereport_mini_202308.pdf

1 . G Xの認知度・取り組み度合い

6

次に、 の取り組み度合いについての調査結果
を報告する。本調査は、前ページの の認知度
に関する調査で「知らない」と回答した経営者
は除外している。
結果を見ると、「取り組めていない」と回答した
企業が にのぼった。取り組んでいる企業
で見ると、「ステップ （意識改革： に向けた
省エネ推進）」の が最多で、「ステップ
（情報開示：温室効果ガス排出量と削減施策の
情報開示）」の 、「ステップ （事業改革・
事業戦略の再構築・新規事業創出）」の と
続いた。
過去の同様の調査結果と比較すると、「取り組め
ていない」企業の割合が増加し、「ステップ 」
の割合が減少していた。これは、 の調査と同

じ傾向である。 においても、取り組みが進ん
でいない、取り組めていない企業が増えているこ
とについては、施策としての優先度が低い、また
は、対応したくても、対応できる人材がいないな
ど可能性が考えられる。さらに、 の「取り組
めていない」企業の と比べると は

と大幅に高い結果であった。過去の調査
と比べても の取り組みは進んでいないが、
と比較しても遅れていることがわかった。
の推進にはより一層の認知向上と、具体的な

取り組みを進めるための支援制度の整備が必要
であると考えられる。

※ ブルーレポート 年 月号

※ ブルーレポート 年 月号

1 - 2 . の取り組み度合い

◼ の取り組み度合い（ ）

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日 調査期間： 年 月 日～ 年 月 日

62.9%

29.6%

6.9
%

0.7%

◼ の取り組みレベル（ ）

58.1%
35.7%

4.3%
1.9%

◼ の取り組み度合い（ ）

再掲

37.2%

37.0%

20.5%

5.3%

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日

■取り組めていない
■ステップ１
（意識改革： に向けた省エネ推進）

■ステップ２
（情報開示：温室効果ガス排出量と削減施策の情報開示）

■ステップ３
（事業改革・事業戦略の再構築・新規事業創出）

■取り組めていない
■ステップ１
（意識改革： に向けた省エネ推進）

■ステップ２
（情報開示：温室効果ガス排出量と削減施策の情報開示）

■ステップ３
（事業改革・事業戦略の再構築・新規事業創出）

■取り組めていない
■ステップ１
（意識改革： に向けたデジタル化の推進）

■ステップ２
（情報開示：デジタル化の推進により得られた情報の利活用）

■ステップ３
（事業改革・事業戦略の再構築・新規事業創出）

再掲

5-2. GXの取り組み度合い

1 . G Xの認知度・取り組み度合い

6

次に、 の取り組み度合いについての調査結果
を報告する。本調査は、前ページの の認知度
に関する調査で「知らない」と回答した経営者
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結果を見ると、「取り組めていない」と回答した
企業が にのぼった。取り組んでいる企業
で見ると、「ステップ （意識改革： に向けた
省エネ推進）」の が最多で、「ステップ
（情報開示：温室効果ガス排出量と削減施策の
情報開示）」の 、「ステップ （事業改革・
事業戦略の再構築・新規事業創出）」の と
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過去の同様の調査結果と比較すると、「取り組め
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とについては、施策としての優先度が低い、また
は、対応したくても、対応できる人材がいないな
ど可能性が考えられる。さらに、 の「取り組
めていない」企業の と比べると は

と大幅に高い結果であった。過去の調査
と比べても の取り組みは進んでいないが、
と比較しても遅れていることがわかった。
の推進にはより一層の認知向上と、具体的な

取り組みを進めるための支援制度の整備が必要
であると考えられる。

※ ブルーレポート 年 月号

※ ブルーレポート 年 月号

1 - 2 . の取り組み度合い

◼ の取り組み度合い（ ）

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日 調査期間： 年 月 日～ 年 月 日

62.9%

29.6%

6.9
%

0.7%

◼ の取り組みレベル（ ）

58.1%
35.7%

4.3%
1.9%

◼ の取り組み度合い（ ）

再掲

37.2%

37.0%

20.5%

5.3%
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■取り組めていない
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（情報開示：温室効果ガス排出量と削減施策の情報開示）

■ステップ３
（事業改革・事業戦略の再構築・新規事業創出）

■取り組めていない
■ステップ１
（意識改革： に向けた省エネ推進）

■ステップ２
（情報開示：温室効果ガス排出量と削減施策の情報開示）
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■取り組めていない
■ステップ１
（意識改革： に向けたデジタル化の推進）

■ステップ２
（情報開示：デジタル化の推進により得られた情報の利活用）

■ステップ３
（事業改革・事業戦略の再構築・新規事業創出）

再掲
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■ステップ３
（事業改革・事業戦略の再構築・新規事業創出）

■取り組めていない
■ステップ１
（意識改革： に向けたデジタル化の推進）

■ステップ２
（情報開示：デジタル化の推進により得られた情報の利活用）

■ステップ３
（事業改革・事業戦略の再構築・新規事業創出）

再掲

1 . G Xの認知度・取り組み度合い

6

次に、 の取り組み度合いについての調査結果
を報告する。本調査は、前ページの の認知度
に関する調査で「知らない」と回答した経営者
は除外している。
結果を見ると、「取り組めていない」と回答した
企業が にのぼった。取り組んでいる企業
で見ると、「ステップ （意識改革： に向けた
省エネ推進）」の が最多で、「ステップ
（情報開示：温室効果ガス排出量と削減施策の
情報開示）」の 、「ステップ （事業改革・
事業戦略の再構築・新規事業創出）」の と
続いた。
過去の同様の調査結果と比較すると、「取り組め
ていない」企業の割合が増加し、「ステップ 」
の割合が減少していた。これは、 の調査と同

じ傾向である。 においても、取り組みが進ん
でいない、取り組めていない企業が増えているこ
とについては、施策としての優先度が低い、また
は、対応したくても、対応できる人材がいないな
ど可能性が考えられる。さらに、 の「取り組
めていない」企業の と比べると は

と大幅に高い結果であった。過去の調査
と比べても の取り組みは進んでいないが、
と比較しても遅れていることがわかった。
の推進にはより一層の認知向上と、具体的な

取り組みを進めるための支援制度の整備が必要
であると考えられる。

※ ブルーレポート 年 月号

※ ブルーレポート 年 月号

1 - 2 . の取り組み度合い

◼ の取り組み度合い（ ）

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日 調査期間： 年 月 日～ 年 月 日

62.9%

29.6%

6.9
%

0.7%

◼ の取り組みレベル（ ）

58.1%
35.7%

4.3%
1.9%

◼ の取り組み度合い（ ）

再掲

37.2%

37.0%

20.5%

5.3%

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日

■取り組めていない
■ステップ１
（意識改革： に向けた省エネ推進）

■ステップ２
（情報開示：温室効果ガス排出量と削減施策の情報開示）

■ステップ３
（事業改革・事業戦略の再構築・新規事業創出）

■取り組めていない
■ステップ１
（意識改革： に向けた省エネ推進）

■ステップ２
（情報開示：温室効果ガス排出量と削減施策の情報開示）

■ステップ３
（事業改革・事業戦略の再構築・新規事業創出）

■取り組めていない
■ステップ１
（意識改革： に向けたデジタル化の推進）

■ステップ２
（情報開示：デジタル化の推進により得られた情報の利活用）

■ステップ３
（事業改革・事業戦略の再構築・新規事業創出）

再掲
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TOPIC５の最後は、企業がGXに取り組む理由につい

ての調査結果を報告する。「環境負荷の軽減を図るた

め」が 58.7% と最も多く、次いで「企業の持続可能

な成長を目指すため」の 46.1%、「企業の社会的責任

（CSR）を果たすため」の 43.7% と続いた。DXの調

査では「業務効率の向上を図るため」や「コスト削

減を実現するため」などの事業成長や売上向上に直

結する理由が上位を占めていたことに対し、GXでは

環境や社会への配慮を目的とする取り組みが主流で

あった。また、「競争力を強化するため」、「ブランド

イメージの向上のため」といった、企業の経営戦略

と関連した理由も一定の割合を占めている。GXの推

進が企業の持続可能な経営やブランド価値の向上に

つながることを期待し、GXの取り組みを行う企業も

みられる。

しかし、環境負荷の軽減、社会的責任を果たすなどの

意識が経営者にない、企業に根付いていない場合、GX

の取り組みが後回しになる可能性が考えられる。そ

れを避けるためには、環境配慮や社会貢献の重要性

を広く周知し、企業がGXに取り組む意義をより明確

にすることが、今後ますます必要になるだろう。

1 . G Xの認知度・取り組み度合い

7

1 - 3 . の取り組みを行う理由

◼ の取り組みを行う理由（ ）

第１章の最後は、企業が に取り組む理由につ
いての調査結果を報告する。「環境負荷の軽減
を図るため」が と最も多く、次いで「企
業の持続可能な成長を目指すため」の 、
「企業の社会的責任（ ）を果たすため」の

と続いた。 の調査では「業務効率の向
上を図るため」や「コスト削減を実現するた
め」などの事業成長や売上向上に直結する理由
が上位を占めていたことに対し、 では環境や
社会への配慮を目的とする取り組みが主流で
あった。また、「競争力を強化するため」、
「ブランドイメージの向上のため」といった、

企業の経営戦略と関連した理由も一定の割合を
占めている。 の推進が企業の持続可能な経営
やブランド価値の向上につながることを期待し、
の取り組みを行う企業もみられる。

しかし、環境負荷の軽減、社会的責任を果たす
などの意識が経営者にない、企業に根付いてい
ない場合、 の取り組みが後回しになる可能性
が考えられる。それを避けるためには、環境配
慮や社会貢献の重要性を広く周知し、企業が
に取り組む意義をより明確にすることが、今後
ますます必要になるだろう。

58.7%
46.1%

43.7%
38.3%

25.1%
22.2%

19.2%
19.2%
18.6%

16.2%
13.2%
12.0%

6.0%
6.0%
5.4%
5.4%

0.0%

0% 25% 50% 75% 100%

環境負荷の軽減を図るため
企業の持続可能な成長を目指すため

企業の社会的責任（ ）を果たすため
コスト削減を実現するため

競争力を強化するため
ブランドイメージの向上のため

法規制や国際基準への対応のため
社員の意識改革を促進するため

資源の有効活用のため
エネルギー効率の改善のため

顧客や取引先からの要請に応えるため
新しい市場やビジネスチャンスの獲得のため

サプライチェーン全体の最適化のため
上流企業からの要請があったため

環境意識の高い投資家へのアピールのため
経営層の指示・方針によるため

その他

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日

5-3. GX の取り組みを行う理由

1 . G Xの認知度・取り組み度合い

7

1 - 3 . の取り組みを行う理由

◼ の取り組みを行う理由（ ）

第１章の最後は、企業が に取り組む理由につ
いての調査結果を報告する。「環境負荷の軽減
を図るため」が と最も多く、次いで「企
業の持続可能な成長を目指すため」の 、
「企業の社会的責任（ ）を果たすため」の

と続いた。 の調査では「業務効率の向
上を図るため」や「コスト削減を実現するた
め」などの事業成長や売上向上に直結する理由
が上位を占めていたことに対し、 では環境や
社会への配慮を目的とする取り組みが主流で
あった。また、「競争力を強化するため」、
「ブランドイメージの向上のため」といった、

企業の経営戦略と関連した理由も一定の割合を
占めている。 の推進が企業の持続可能な経営
やブランド価値の向上につながることを期待し、
の取り組みを行う企業もみられる。

しかし、環境負荷の軽減、社会的責任を果たす
などの意識が経営者にない、企業に根付いてい
ない場合、 の取り組みが後回しになる可能性
が考えられる。それを避けるためには、環境配
慮や社会貢献の重要性を広く周知し、企業が
に取り組む意義をより明確にすることが、今後
ますます必要になるだろう。

58.7%
46.1%

43.7%
38.3%

25.1%
22.2%

19.2%
19.2%
18.6%

16.2%
13.2%
12.0%

6.0%
6.0%
5.4%
5.4%

0.0%

0% 25% 50% 75% 100%

環境負荷の軽減を図るため
企業の持続可能な成長を目指すため

企業の社会的責任（ ）を果たすため
コスト削減を実現するため

競争力を強化するため
ブランドイメージの向上のため

法規制や国際基準への対応のため
社員の意識改革を促進するため

資源の有効活用のため
エネルギー効率の改善のため

顧客や取引先からの要請に応えるため
新しい市場やビジネスチャンスの獲得のため

サプライチェーン全体の最適化のため
上流企業からの要請があったため

環境意識の高い投資家へのアピールのため
経営層の指示・方針によるため

その他

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日
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まず、GXの取り組み状況についての調査結果を報告

する。取り組みとして、最も多いのは「光熱費や燃

料費の節約」であり、「既に取り組んでいる」の回答

が 47.9% であった。その他は、いずれも取り組みが

２割未満の状況であった。

GXを推進するうえで、まず自社の現状を把握し、ある

べき姿とのギャップを明確にすることが理想である。

ただ、「温室効果ガス排出量の測定」を実施している

企業は２割弱であり、自社の現状を把握しないまま施

策に踏み出している企業も少なくなかった。

また、「GXに関する分野（温室効果ガスの吸収・貯

留など）への新規参入」については、取り組んでいる

企業は少なく、「取り組むつもりはない」と回答した

企業も半数近くに及んだ。また、「GX推進のための部

門・プロジェクトの設置」、「社員へのGX関連の資格

取得や知識習得の推進・支援」も３割以上の企業が取

り組むつもりがない、という意思を示した。

本調査では、「光熱費や燃料費の節約」といった、省

エネやコスト削減の領域が中小企業によるGXの取り

組みのメインとなっていることが明らかになった。

より一層の環境対策のためにも、今後、事業改革レ

ベル、会社全体でのGXに取り組む中小企業が増える

ことを期待したい。

本TOPIC では、GX（グリーントランスフォーメーショ

ン）の取り組み状況と、その効果や浸透度合いにつ

いての調査結果を報告する。

中小企業は、どのような施策に取り組み、どの程度の

効果を感じているのか。そして、GXの浸透状況はど

の程度なのだろうか。

第２章では、 （グリーントランスフォーメー
ション）の取り組み状況と、その効果や浸透度
合いについての調査結果を報告する。

中小企業は、どのような施策に取り組み、どの
程度の効果を感じているのか。そして、 の浸
透状況はどの程度なのだろうか。

2 - 1 . の取り組み状況

2 .  G Xの具体的な取り組み・効果

9

◼ の取り組み状況（ ）

まず、 の取り組み状況についての調査結果
を報告する。取り組みとして、最も多いのは
「光熱費や燃料費の節約」であり、「既に取
り組んでいる」の回答が であった。そ
の他は、いずれも取り組みが２割未満の状況
であった。
を推進するうえで、まず自社の現状を把握

し、あるべき姿とのギャップを明確にするこ
とが理想である。ただ、「温室効果ガス排出
量の測定」を実施している企業は２割弱であ
り、自社の現状を把握しないまま施策に踏み
出している企業も少なくなかった。
また、「 に関する分野（温室効果ガスの吸

収・貯留など）への新規参入」については、取
り組んでいる企業は少なく、「取り組むつもり
はない」と回答した企業も半数近くに及んだ。
また、「 推進のための部門・プロジェクトの
設置」、「社員への 関連の資格取得や知識習
得の推進・支援」も３割以上の企業が取り組む
つもりがない、という意思を示した。
本調査では、「光熱費や燃料費の節約」といっ
た、省エネやコスト削減の領域が中小企業によ
る の取り組みのメインとなっていることが明
らかになった。より一層の環境対策のためにも、
今後、事業改革レベル、会社全体での に取り
組む中小企業が増えることを期待したい。

10.2%

6.0%

47.9%

16.8%

18.0%

9.0%

6.0%

17.4%

13.8%

27.5%

19.8%

16.2%

16.9%

10.2%

38.9%

49.7%

21.6%

43.7%

40.1%

45.2%

34.7%

33.5%

30.5%
3.0%

19.8%

25.7%

28.9%

49.1%

推進のための部門・プロジェクトの設置

社員への 関連の資格取得や知識習得の推進・支援

光熱費や燃料費の節約

再生可能エネルギーの利用・利用率向上

温室効果ガス排出量の測定

温室効果ガス排出量と削減施策の情報開示

に関する分野（温室効果ガスの吸収・貯留など）への新規参入

既に取り組んでいる 取り組みを検討している 必要だと思うが取り組めていない 取り組むつもりはない

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日

6. GXの具体的な取り組み・効果

6-1. GXの取り組み状況

GX 関連ワードへの認知度について (n=1,619)

TOPIC

第２章では、 （グリーントランスフォーメー
ション）の取り組み状況と、その効果や浸透度
合いについての調査結果を報告する。

中小企業は、どのような施策に取り組み、どの
程度の効果を感じているのか。そして、 の浸
透状況はどの程度なのだろうか。

2 - 1 . の取り組み状況

2 .  G Xの具体的な取り組み・効果

9

◼ の取り組み状況（ ）

まず、 の取り組み状況についての調査結果
を報告する。取り組みとして、最も多いのは
「光熱費や燃料費の節約」であり、「既に取
り組んでいる」の回答が であった。そ
の他は、いずれも取り組みが２割未満の状況
であった。
を推進するうえで、まず自社の現状を把握

し、あるべき姿とのギャップを明確にするこ
とが理想である。ただ、「温室効果ガス排出
量の測定」を実施している企業は２割弱であ
り、自社の現状を把握しないまま施策に踏み
出している企業も少なくなかった。
また、「 に関する分野（温室効果ガスの吸

収・貯留など）への新規参入」については、取
り組んでいる企業は少なく、「取り組むつもり
はない」と回答した企業も半数近くに及んだ。
また、「 推進のための部門・プロジェクトの
設置」、「社員への 関連の資格取得や知識習
得の推進・支援」も３割以上の企業が取り組む
つもりがない、という意思を示した。
本調査では、「光熱費や燃料費の節約」といっ
た、省エネやコスト削減の領域が中小企業によ
る の取り組みのメインとなっていることが明
らかになった。より一層の環境対策のためにも、
今後、事業改革レベル、会社全体での に取り
組む中小企業が増えることを期待したい。

10.2%

6.0%

47.9%

16.8%

18.0%

9.0%

6.0%

17.4%

13.8%

27.5%

19.8%

16.2%

16.9%

10.2%

38.9%

49.7%

21.6%

43.7%

40.1%

45.2%

34.7%

33.5%

30.5%
3.0%

19.8%

25.7%

28.9%

49.1%

推進のための部門・プロジェクトの設置

社員への 関連の資格取得や知識習得の推進・支援

光熱費や燃料費の節約

再生可能エネルギーの利用・利用率向上

温室効果ガス排出量の測定

温室効果ガス排出量と削減施策の情報開示

に関する分野（温室効果ガスの吸収・貯留など）への新規参入

既に取り組んでいる 取り組みを検討している 必要だと思うが取り組めていない 取り組むつもりはない

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日
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続いて、企業におけるGXの効果や浸透度合いの調査

では、「とても効果が出ている/浸透している」、「や

や効果が出ている /浸透している」を合わせ 45.5%

の企業が効果・浸透度合いを実感していることがわ

かった。

同様の効果・浸透度合いは、DXの場合は 76.2% のた

め、GXの取り組みは、DXと比べると効果や浸透度

合いが低い傾向が見られる。これは、GXが環境配慮

への取り組みが中心のため、直接的に売上向上や業

務効率化につながることが少なく、効果が見えにく

い点があることが考えられる。

しかし、環境への取り組みは業種や規模に関わらず

すべての企業に求められるものであり、今後の社会

的要請や規制の強化を見据えると、早期の取り組み

が重要になる。まずは温室効果ガスの排出量の測定

や、エネルギー使用状況の可視化など、現状把握か
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が理想的なアプローチといえる。まだ取り組みが進
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企業に、今後も取り組みを継続すべきか、について聞
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て継続を選択する経営者が多いことが考えられる。

やはり、GXに取り組むうえで環境配慮への意識がま

ず重要だといえるだろう。
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した企業に、今後取り組みたい分野について聞いた。
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利用・利用率向上」、「廃棄物の削減とリサイクルの
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「ステップ 1（意識改革：GXに向けた省エネ推進）」
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いての調査結果を報告する。

中小企業は、どのような施策に取り組み、どの程度の

効果を感じているのか。そして、GXの浸透状況はど

の程度なのだろうか。
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社員への 関連の資格取得や知識習得の
推進支援

に関する分野（温室効果ガスの吸収・
貯留など）への新規参入

第３章では、 （グリーントランスフォーメー
ション）の今後の展望、上流企業からの要求、
支援機関、伴走支援機関の活用状況などの調査

結果をまとめている。現状から見える中小企業
の の今後について考察する。

まず、第１章で に取り組んでいると回答し
た企業に、今後も取り組みを継続すべきか、に
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また、本設問で「そう思う」、「ややそう思う」
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「再生可能エネルギーの利用・利用率向上」、
「廃棄物の削減とリサイクルの推進」と続い
た。多くの中小企業で、 で伝えた「ステッ
プ （意識改革： に向けた省エネ推進）」
の分野での が今後も継続する見込みだ。

3 - 1 . の継続意思、今後取り組みたい分野

3 .  今後の展望・上流企業からの要求・伴走支援
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また、本設問で「そう思う」、「ややそう思う」
と回答した企業に、今後取り組みたい分野につ
いて聞いた。 の現状の取り組み同様、「光熱
費や燃料費の節約」が最多の で、次に
「再生可能エネルギーの利用・利用率向上」、
「廃棄物の削減とリサイクルの推進」と続い
た。多くの中小企業で、 で伝えた「ステッ
プ （意識改革： に向けた省エネ推進）」
の分野での が今後も継続する見込みだ。

3 - 1 . の継続意思、今後取り組みたい分野

3 .  今後の展望・上流企業からの要求・伴走支援

12

◼ の取り組みを今後も継続すべきか（ ）

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日

48.5%
43.7%

7.8
%

そう思う
ややそう思う
あまりそう思わない

◼ 今後取り組みたい分野（ ）

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日
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次に、サプライチェーンの上流企業から、環境保護

のためにCO2などの温室効果ガスの削減を進めるよ

う要求されたことがあるか、について聞いた。

今回の調査では、「ある」と回答した企業が 8.2%で

あり、上流企業からGXに関する要求を受けている企

業は１割未満であった。上場企業からの要求に関し、

同様に調査したDXの結果と比較すると約半分であ

り、現状ではGXに関する要求の方が少ない。ただ、

東京証券取引所のプライム市場に上場する企業を対

象に、温室効果ガス排出量の開示の義務づけが検討

段階に入っている。今後正式に義務化される可能性

は高く、上流企業のサプライチェーン全体を通した

GXの取り組みは強化されるだろう。そのような観点

からも、GXに関する上流企業からの要求は今後増え

ていくことが予想される。

今後も選ばれる企業となるために、いつ上流企業か

らの要求が来てもしっかりと応えられるように、今

から準備を進めることを推奨したい。

3 .  今後の展望・上流企業からの要求

13

次に、サプライチェーンの上流企業から、環
境保護のために などの温室効果ガスの削
減を進めるよう要求されたことがあるか、に
ついて聞いた。

今回の調査では、「ある」と回答した企業が
であり、上流企業から に関する要求を

受けている企業は１割未満であった。上場企
業からの要求に関し、同様に調査した の結
果と比較すると約半分であり、現状では に
関する要求の方が少ない。ただ、東京証券取
引所のプライム市場に上場する企業を対象に、

温室効果ガス排出量の開示の義務づけが検討
段階に入っている。今後正式に義務化される
可能性は高く、上流企業のサプライチェーン
全体を通した の取り組みは強化されるだろ
う。そのような観点からも、 に関する上流
企業からの要求は今後増えていくことが予想
される。
今後も選ばれる企業となるために、いつ上流
企業からの要求が来てもしっかりと応えられ
るように、今から準備を進めることを推奨し
たい。

3 - 2 . 上流企業からの要求

◼ 上流企業からの要求（ ）

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日 調査期間： 年 月 日～ 年 月 日

21.1%

78.9%

ある
ない

◼ 上流企業からの要求（ ）

8.2
%

91.8%

ある
ない

再掲

D XG X

7-2. 上流企業からの要求
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本章の最後に、中小企業のDX、GXの推進における伴

走支援の活用状況や、その必要性についての調査結果

を報告する。本レポートでの「伴走支援」とは、コン

サルティング会社や自治体、認定支援機関などからの

伴走による支援を指している。

まず、伴走支援の活用についての調査結果である。

DXでは、「支援機関、伴走支援機関は活用していない」

が43.8%で、全体の56.2%の中小企業が伴走支援を活

用しており、中でもコンサルティング会社が 33.8% と

多い状況であった。一方、GXを見ると、「支援機関、

伴走支援機関は活用していない」が61.0%で、活用し

ている割合は39.0%までと下がる。活用する支援機関

で最も多かったのはコンサルティング会社の22.6％で

あり、これは、DXと同様であった。

今回の調査では、DXよりもGXの方が認知度や取り組

み度合いも低い結果であった。現状では、GXよりも

DXの方が中小企業の優先度が高い傾向にあり、それ

が伴走支援の活用状況にも表れているといえるだろ

う。

3 .  今後の展望・上流企業からの要求・伴走支援

14

本レポートの最後に、中小企業の 、 の
推進における伴走支援の活用状況や、その必
要性についての調査結果を報告する。本レポー
トでの「伴走支援」とは、コンサルティング
会社や自治体、認定支援機関などからの伴走
による支援を指している。

まず、伴走支援の活用についての調査結果で
ある。 では、「支援機関、伴走支援機関は
活用していない」が で、全体の の
中小企業が伴走支援を活用しており、中でも
コンサルティング会社が と多い状況で

あった。一方、 を見ると、「支援機関、伴走
支援機関は活用していない」が で、活
用している割合は までと下がる。活用
する支援機関で最も多かったのはコンサルティ
ング会社の ％であり、これは、 と同様で
あった。
今回の調査では、 よりも の方が認知度
や取り組み度合いも低い結果であった。現状
では、 よりも の方が中小企業の優先度
が高い傾向にあり、それが伴走支援の活用状
況にも表れているといえるだろう。

3 - 3 . 伴走支援の活用

◼ 伴走支援の活用（ ）（ ）

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日

33.8%
8.8%
7.5%
6.9%

4.3%
3.7%

1.7%
0.8%
0.7%
0.1%

5.6%
43.8%

0% 25% 50% 75% 100%

コンサルティング会社
認定支援機関

税理士
商工会議所・商工会

金融機関
地方自治体
公認会計士

弁護士
中小企業診断士
大学・研究機関

その他
支援機関、伴走支援機関は活用し…支援機関、伴走支援機関

は活用していない

◼ 伴走支援の活用（ ）（ ）

22.6%
6.6%

3.7%
3.0%
2.2%
1.6%
0.6%
0.6%
0.5%
0.5%

4.8%
61.0%

0% 25% 50% 75% 100%

コンサルティング会社
認定支援機関

商工会議所・商工会
地方自治体
金融機関
税理士

公認会計士
大学・研究機関

弁護士
中小企業診断士

その他
支援機関、伴走支援機関は活用して…支援機関、伴走支援機関

は活用していない

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日

7-3. 伴走支援の活用
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前ページで伴走支援を活用している企業に、実際に

伴走支援を活用している中で、改めてDXやGXの取

り組みにあたっての必要性について聞いた。

DXは「そう思う」、「ややそう思う」を合わせ 83.7%、

GXは81.1% という結果であった。

どちらも８割を超える企業が実際に活用したうえで

の伴走支援の必要性を実感していた。今回の調査で

は必要性を聞いたが、恐らく伴走支援を活用するこ

とによりDXやGXがさらに促進され、経営上の効果

も出ていることだろう。

政府が日々発信をしていることもあり、DXとGXは

近年ではその重要性や必要性があがっている。次世

代の経営に向けて、全ての中小企業で取り組むべき

課題だと当所では考えている。ただ、取り組む必要

性は理解しつつも、自社にノウハウ、経営リソースが

不足しているために取り組めていない企業が存在す

ることも事実だ。そのような企業はぜひ自社だけで

解決しようとせず、本レポートで紹介した伴走支援

の活用を検討いただきたい。伴走支援の活用により

DX、GXへの取り組みがさらに推進される中小企業が

一社でも増えることを期待したい。

3 .  今後の展望・上流企業からの要求・伴走支援

15

前ページで伴走支援を活用している企業に、
実際に伴走支援を活用している中で、改めて
や の取り組みにあたっての必要性につ

いて聞いた。

は「そう思う」、「ややそう思う」を合わせ
、 は という結果であった。

どちらも８割を超える企業が実際に活用した
うえでの伴走支援の必要性を実感していた。
今回の調査では必要性を聞いたが、恐らく伴
走支援を活用することにより や がさら
に促進され、経営上の効果も出ていることだ
ろう。

政府が日々発信をしていることもあり、 と
は近年ではその重要性や必要性があがって

いる。次世代の経営に向けて、全ての中小企
業で取り組むべき課題だと当所では考えてい
る。ただ、取り組む必要性は理解しつつも、
自社にノウハウ、経営リソースが不足している
ために取り組めていない企業が存在すること
も事実だ。そのような企業はぜひ自社だけで
解決しようとせず、本レポートで紹介した伴走
支援の活用を検討いただきたい。伴走支援の
活用により 、 への取り組みがさらに推
進される中小企業が一社でも増えることを期
待したい。

3 - 4 . 伴走支援の必要性

◼ 伴走支援の必要性（ ）（ ）

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日

41.1%

42.6%

11.8%

4.5%

そう思う
ややそう思う
あまりそう思わない
そう思わない

39.6%

41.5%

14.9%

4.0%

そう思う
ややそう思う
あまりそう思わない
そう思わない

◼ 伴走支援の必要性（ ）（ ）

調査期間： 年 月 日～ 年 月 日

7-4. 伴走支援の必要性
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TOPIC
8. まとめ・あとがき

当所ではこの度、中小企業のGXへの取り組み状況を把握

するため、幅広い視点で調査を行った。また、GXとともに

その推進が期待されているDXについても同時に調査を行っ

ており、両者を適宜、比較検討する形で分析している。

まず、GXの認知度については約 3割程度であり、約 6割の

DXと比べてもその低さは顕著である。本章の P88 で示す

「取り組み度合い」を見ると、2023年実施の調査結果と比較

しても、中小企業におけるGXへの取り組みが拡大・進展し

ている状況は見受けられない。政府はGXの実現に向けた

さまざまな法整備や制度拡充を図っているものの、実態と

しては、中小企業のGXは道半ばであると言わざるを得な

いだろう。

それは具体的な取り組みからも明らかである。取り組み内容

を問う設問では「光熱費や燃料費の節約」がトップ（47.9％）

になった反面、「温室効果ガス排出量の測定」を実施する企業

が2割弱にとどまっていた。これは、中小企業のGXが経費

削減を動機とする取り組みに偏り、温室効果ガスの削減を意

識する形で実施する企業が少ないためであると考えられる。

GXへの取り組みを進める際には、自社の温室効果ガスの排

出量を可視化するとともに、具体的に削減するための方策

を検討する必要がある。その際には自社工場や車両などか

らの直接排出を示す「Scope1」、購入した電力や熱を生み

出すときの間接排出である「Scope2」、サプライチェーン視

点でその他の間接排出を示す「Scope3」、この 3つの分類

に基づいて計測されなければならない。

排出量の可視化は大企業を中心に、すでに取り組まれてい

る。特に「Scope3」が多くの企業で実施されることになれ

ば、その影響は中小企業にも及ぶことになるだろう。「選ば

れる企業」になるためにも、中小企業が自ら、早期に取り

組みを開始することが肝要である。

GXへの取り組みは、業務効率化や職場環境の変化などで可

視化されやすいDXと比べるとその効果が見えにくいため、

中小企業の事業戦略では優先度が上がりにくいかもしれな

い。しかし、私たちの社会は着実に脱炭素化の流れに乗り、

産業界も大手を中心に取り組みを強化している。中小企業

にとっても、GXは持続可能な経営や企業の成長につながる

重要なテーマであることは間違いない。脱炭素・環境経営

の観点はもちろんのこと、経営基盤強化や顧客との関係維

持、差別化などの観点からも、GX推進の検討を進めてみて

はいかがだろうか。

〇 経営基盤強化や顧客との関係維持、差別化などの観点から GX 推進の検討を

本章前半のDXと合わせ、中小企業のGXについても調査を

実施しました。今回の調査で、認知度や取り組み度合いそ

れぞれで、DXよりGXの方が進んでいない、という現状が

明らかになりました。具体的な取り組みを行っている企

業においても、「温室効果ガス排出量の測定」の自社の現

状を把握する取り組みを実施している企業はわずか２割

弱でした。GXに限らず、経営施策を行う場合には目指す

べきあるべき姿を設定し、現状を把握し、そのギャップを

埋めることが重要です。その現状を把握するための取り

組みを行っている企業もわずかであり、手探りでGXを進

めている企業も多いことでしょう。また、上流企業からの

要求を受けている中小企業は、今回の調査では１割弱でし

た。ただ、GXはサプライチェーン全体で取り組む必要が

あり、今後要求される中小企業は確実に増えるでしょう。

ぜひ、本章でもご紹介した伴走支援も活用し、GXを進め

る中小企業が増えることを期待します。

フォーバル GDXリサーチ研究所
所長　平良 学
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ビー・ビー・コミュニケーションズ株式会社
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